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添付資料6 

 

管路解析の詳細について 

 

6.1 はじめに 

海洋から取水路及び放水路を経て各評価地点までの水路の

水理特性を考慮した管路解析を実施した。取水路は，敷地前面

の港湾内（取水口前面）における最大ケース（基準津波１）及

び最小ケース（基準津波２）を入力波形として解析を実施した。

なお，影響評価として，防波堤の損傷を考慮した管路解析を実

施した。 

 

 

6.2 管路解析に基づく評価 

管路解析を行う上での不確かさの考慮として，添付第6-1 表

に示す各項目についてパラメータスタディを実施し，入力津波

の選定及び津波水位への影響を確認した。 

管路解析の解析条件を添付第6-2 表に，貝代を考慮する範囲

を添付第6-1 図に示す。取水路及び放水路の構造図を添付第

6-2 図，添付第6-3 図に示す。また基礎方程式を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料５ 

 

管路解析のモデルについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 取水口～取水ピット 

東海第二発電所の取水設備は，取水口～取水ピットに区分さ

れ，鉄筋コンクリート造の8連～10連の矩形ボックスカルバート

構造である。第1-1図に取水口から取水ピットまでの概略構造

図，第1-2図に取水路の管路解析モデルを示す。 

モデルは，外海と取水ピットを管路モデルや節点で結び，損

失水頭のうち管路内の摩擦は各管路モデルで，それ以外の損失

は各節点で表現するようにモデル化した。第1-1表～第1-3表及

び第1-3図～第1-6図に各損失を示す。また，第1-4表に損失水頭

表の対応一覧を示し，第1-5表～第1-20表に計算条件毎の具体的

な損失水頭を整理した。なお，解析には解析コード「SURGE」を

使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料６ 

 

管路計算の詳細について 

 

1. はじめに 

海洋から取水路及び放水路を経て各評価地点までの水路の

水理特性を考慮した管路計算を基準津波１～６（水位上昇側：

基準津波１，２，４，５，水位下降側：基準津波１，３，４，

６）を入力波形として計算を実施した。 

 

 

 

 

2. 管路計算に基づく評価 

管路計算を行う上での不確かさの考慮として，表１に示す各

項目についてパラメータスタディを実施し，入力津波の選定及

び津波水位への影響を確認した。 

管路計算の計算条件を表２に，貝付着を考慮する範囲を図１

に示す。取水路及び放水路の構造図を図２に示す。また，基礎

方程式等の数値計算手法は，「原子力発電所の津波評価技術

2016（土木学会原子力土木委員会津波評価部会，2016）」 に

基づき次頁以降に示すとおりとする。 

取・放水経路は開水路区間と管路区間が混在するため，微小

区間に分割した水路の各部分が，開水路状態か管路状態かを遂

次判定し，管路区間はその上下流端の開水路区間の水位（自由

水面の水位）を境界条件として流量計算を行い，開水路区間は，

開水路の一次元不定流の式により流量・水位を計算する。また，

水槽及び立坑部は，水面面積を鉛直方向に積算した水位－容積

関係を用いて，水槽及び立坑部に接続する水路の流量合計値か

ら水位を算定する。なお，解析には先行審査で実績のある解析

コード「SURGE」を使用した。 

管路については，管路延長・管路勾配・管径を考慮し，モデ

ル化を行い，各管路モデルで摩擦による損失を考慮する。摩

擦損失以外の損失は次頁以降の解析モデルに示す各節点にお

いて考慮する。また，水槽および立坑部は，水槽面積を考慮

 

・記載方法の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

島根２号炉は柏崎6/7の

資料をベースに，東海第

二の記載内容も含めて

記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・計算方法，条件を記載 

【柏崎6/7，東海第二】 

島根２号炉の計算方法，

条件について，詳細に記

載。 
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取水路における取水路奥の各冷却海水ポンプ位置（補機取水

槽）の最高水位をまとめた結果を添付第6-3 表に，放水路にお

ける放水庭の最高水位をまとめた結果を添付第6-4 表に示す。

また，それらの詳細な結果について，それぞれ添付第6-5 表，

添付第6-6 表に示す。また時刻歴波形をそれぞれ添付第6-4 

図，添付第6-5 図に示す。 

し，次頁以降の解析モデル図に示す池としてモデル化し，池

モデル内においては，保守的に損失水頭は生じないこととす

る。管路解析モデルを図３に示す。 

管路計算は，取・放水口における水位の時刻歴波形を入力条

件，取・放水槽におけるポンプ取・放水量（号機毎にポンプ

運転時・停止時の取・放水量を設定）を境界条件として実施

する。 

表３，４及び図４～10に管路解析モデルに用いた各損失を示

す。また，表５に各取放水施設の損失水頭表の整理結果を示

す。 

水位上昇側の評価結果を表６に，水位下降側の評価結果を表

７に示す。また，日本海東縁部に想定される地震による津波

の各評価地点の最大の時刻歴波形をそれぞれ図 11及び図 12

に，海域活断層から想定される地震による津波の各評価地点

の最大の時刻歴波形をそれぞれ図 13及び図 14に示す。 

表１ 条件設定 ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

 島根２号炉のスクリ

ーンは耐震性，耐津波性

を有する。 
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表２ 管路計算における計算条件 

項目 計算条件 

計算領域 

【取水施設】 １,２号炉 取水口 ～ 取水管 ～ 取水槽 

３号炉 取水口 ～ 取水トンネル ～ 取水路 ～ 取水槽 

【放水施設】 放水口 ～ 放水路 ～ 放水槽 

計算時間間隔 0.01秒 

取水槽側境界条件 

（ポンプ取水量） 

１号炉 循環水ポンプ停止時：1.0m3/s※1 

２号炉 循環水ポンプ運転時：59m3/s，循環水ポンプ停止時：2.3m3/s 

３号炉 循環水ポンプ運転時：95m3/s※2，循環水ポンプ停止時：3m3/s 

摩擦損失係数 

(マニングの粗度係数) 

【取水施設】 

(貝付着なし) 

1・2号炉取水口※3，1・2号炉取水管※3：0.014m－1/3・s 

3号炉取水口※4，3号炉取水路※4，1～3号炉取水槽※4：0.015m－1/3・s 

(貝付着あり） 

1～3号炉取水口，1～3号炉取水管，1～3号炉取水槽：0.02 m－1/3・s 

【放水施設】   

 (貝付着なし) 

1～3号炉放水口※4，1～3号炉放水路※4，1～3号炉放水槽※4：0.015m－1/3・s 

(貝付着あり) 

1～3号炉放水口，1～3号炉放水路，1～3号炉放水槽：0.02 m－1/3・s 

貝の付着代 点検結果を踏まえ５cmを考慮 

局所損失係数 

電力土木技術協会(1995)：火力・原子力発電所土木構造物の設計-増補改

訂版- 

千秋信一(1967)：発電水力演習 

土木学会(1999)：水理公式集[平成11年版]による 

想定する潮位条件※5 
水位上昇側：朔望平均満潮位EL+0.58mに潮位のばらつき+0.14mを考慮 

水位下降側：朔望平均干潮位EL-0.02mに潮位のばらつき-0.17mを考慮 

地盤変動条件 

海域活断層から想定される地震による津波については，0.34mの隆起を考

慮 

日本海東縁部に想定される地震による津波については，津波が起きる前

の海域活断層による地殻変動量として0.34mの隆起を考慮 

計算時間 
日本海東縁部に想定される地震による津波は地震発生後6時間まで 

海域活断層から想定される地震による津波は地震発生後3時間まで 

※１ １号炉取水槽に津波防護施設である流路縮小工を設置することにより，循環水ポンプの運転に

必要な通水量が確保できないことから，循環水ポンプの運転は行わない。 

※２ 燃料装荷前であり，原子炉を運転するものではないが，メンテナンス等により循環水ポンプを

運転する可能性がある。 

※３ 鋼製

※４ コンクリート製

※５ 潮位については，「島根原子力発電所２号炉 津波による損傷の防止 論点７「入力津波の設定

プロセス及び結果の妥当性」」（現在，審議中）の審査結果を適宜反映する。 
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※基礎方程式

管路計算では，非定常の開水路及び管路流の連続式・運動方程式

を用いた。 

【開水路】 

・運動方程式

・連続式

【管路】 

・運動方程式

・連続式

【水槽及び立坑部】 

・連続式

261



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図１ 貝付着考慮範囲 

262



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1-1 図 取水口～取水ピット概略構造図（１／２） 

図２－１ １号炉取水施設断面図 

図２－２ １号炉取水施設断面図 

図３－１ １号炉取水施設の管路計算モデル図 

取水口(東)

取水管

取水口(西)

漸拡ダクト除じん機系＋ポンプ室

漸拡ダクト

除じん機系＋ポンプ室

流路縮小工

EL+15.0m

(H.W.L)EL+0.58m

EL-9.50m
EL-11.50m

EL-13.35m

EL+8.5mEL+8.8m

EL-7.10m

取水管
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第1-1 図 取水口～取水ピット概略構造図（２／２） 

図２－３ ２号炉取水施設平面図 

図２－４ ２号炉取水施設断面図 

図３－２ ２号炉取水施設の管路計算モデル図 

取水口(西) 

取水口(東) 

取水管 

漸拡ダクト 除じん機系 ポンプ室 

取水槽 

取水管下端
T.P.-7.3m

原子炉補機海水ポ
ンプ設計取水可能
水位 T.P.-8.32m 取水口呑口位置

（T.P.-9.5m～-12.5m）

循環水ポンプ

防水壁
T.P.+10.8m

取水管上端
T.P.-3.0m

T.P.-9.80m

漸拡ダクト除じん機系

ポンプ室

漸拡ダクト及び除じん機系上部

(H.W.L)EL+0.58m

EL-12.50m
EL-9.50m

EL-18.00m

(EL-9.50m～-12.50m)

EL-7.30m
EL-9.80m

EL-3.00m

EL+15.00m

EL+10.80m

EL+8.80m

EL-8.32m 取水管 
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第1-2 図 取水路の管路解析モデル 

図２－５ ３号炉取水施設平面図 

図２－６ ３号炉取水施設断面図 

図３－３ ３号炉取水施設の管路計算モデル図 

(H.W.L)EL+0.58m

EL-14.50m
EL-18.50m

EL-6.00m

EL-10.00m
EL-14.00m

EL+15.00m

EL+8.50m

EL-14.10m

EL+8.80m

水路点検用立坑
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図２－７ １号炉放水施設平面図 

図２－８ １号炉放水施設断面図 

図３－４ １号炉放水施設の管路計算モデル図 

(H.W.L)
EL+0.58m

EL+2.10m

EL+0.50m

EL-1.87m

EL+9.00mEL+8.50m

EL+0.47m

EL+8.80m
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図２－９ ２号炉放水施設平面図 

図２－10 ２号炉放水施設断面図 

図３－５ ２号炉放水施設の管路計算モデル図 

(H.W.L)EL+0.58m

EL-16.45m

EL+15.00m

EL+8.00mEL+8.80m

EL-4.50m
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図２－11 ３号炉放水施設平面図 

図２－12 ３号炉放水施設断面図 

図３－６ ３号炉放水施設の管路計算モデル図 

(H.W.L)EL+0.58m

EL-16.60m

EL+15.00m

EL+8.50m

EL-5.00m

EL+8.80m EL+8.00m
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第1-1 表 損失水頭算定公式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－１ 損失水頭算定公式 
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表３－２ 損失水頭算定公式 
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第1-3 図 入口形状と損失係数 

（土木学会水理公式集(平成11 年版) p.375） 

第1-2 表 貝等の付着代と粗度係数 

(火力原子力発電所土木構造物の設計 p.788 より抜粋) 

第1-3 表 急縮損失係数(火力原子力発電所土木構造物の設計 

p.830)

第1-4 図 漸拡損失係数(火力原子力発電所土木構造物の設計 

p.830)

D1,D2：漸拡前後の管径(m)，V1,V2：漸拡前後の平均流速(m/s)，

θ：漸拡部の開き 

（※本施設では矩形断面管の漸拡に上記の図による値を適用す

る。矩形断面と同様の断面積を持つ円管を仮定して，半径D1,D2 を

算出した。) 

図４ 入口形状と損失係数（土木学会水理公式集（平成 11 年版）

p.375）

表４ 急縮損失係数（火力原子力発電所土木構造物の設計 p.830） 

図５ 漸拡損失係数（火力原子力発電所土木構造物の設計 p.830） 

1D , 2D ：漸拡前後の管径(m)， 1V , 2V ：漸拡前後の平均流速(m/s)，

 ：漸拡部の開き（°）

（※本施設では，円形断面管と矩形断面管の漸拡に上記の図によ

る値を適用する。矩形断面管の場合，矩形断面と同様の断面積を

持つ円管を仮定して，半径 1D , 2D を算出した。）
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第1-5 図 漸縮損失係数(火力原子力発電所土木構造物の設計 

p.831)

D1,D2：漸縮前後の管径(m)，V1,V2：漸縮前後の平均流速(m/s)，

θ：漸縮部の開き 

（※本施設では矩形断面管の漸縮に上記の図による値を適用す

る。矩形断面と同様の断面積を持つ円管を仮定して，半径D1,D2 を

算出した。) 

図６ 漸縮損失係数（発電水力演習 p.84） 

1A ,
2A ：漸縮前後の管断面積(m2)， 1V , 2V ：漸縮前後の平均流速

(m/s)， ：漸縮部の開き（°） 

（※本施設では，円形断面管と矩形断面管の漸縮に上記の図によ

る値を適用する。） 

図７ 屈折損失係数（発電水力演習p.88） 

図８ 曲がりの損失係数（発電水力演習p.87） 
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第1-6 図 取水路の管路解析モデル（管路，節点番号） 

図９ ピヤーの形状による係数Cの値（発電水力演習p.92） 

図10 分･合流管（土木学会水理公式集（平成11年版）p.377） 

(a)分流による損失係数
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ここに、
,df 

,
,df 
：分流損失係数， ：本管と支管の交角、：

本管断面積に対する支管断面積の比， r D  ：支管と本管の接

続部面取り半径 r の本管直径に対する比， q Q Q   ：分流前

の本管流量Q に対する支管流量Q
の比

(b)合流による損失係数
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ここに、
,cf 

,
,cf 
：合流損失係数，：本管と支管の交角、：

本管断面積に対する支管断面積の比， r D  ：支管と本管の接

続部面取り半径 r の本管直径に対する比， q Q Q   ：合流後

の本管流量Q
に対する支管流量Q

の比

274



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表５－１ １号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 

1号管 2号管 1号管 2号管 1号管 2号管

流入 F 0.500 0.500 75.398 75.398 0.000 0.000 節点2,10

急縮 F 0.480 0.480 12.566 12.566 0.000 0.000 節点2,10

粗度係数(m-1/3･s) 0.014 0.014

長さ（m） 2.600 2.600

径深（m） 1.000 1.000

屈折 F 0.986 0.986 12.566 12.566 0.000 0.000 節点2,10

急縮 F 0.140 0.140 8.814 8.814 0.000 0.000 節点2,10

粗度係数(m-1/3･s) 0.014 0.014

長さ（m） 127.075 102.915

径深（m） 0.838 0.838

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.279 0.319

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.571 0.366

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.412 0.379

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.413 0.413

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.413 0.413

急縮 F 0.282 0.282 4.407 4.407 0.000 0.000 節点8,16

急拡 F 0.754 0.754 4.407 4.407 0.000 0.000 節点8,16

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 9.100 9.100

径深（m） 1.682 1.682

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 1.700 1.700

径深（m） 1.716 1.716

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 1.000 1.000

径深（m） 0.805 0.805

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 2.000 2.000

径深（m） 0.820 0.820

ピアの水平断面形状による係数 0.920 0.920

ピア直前の水路幅(m) 6.859 6.859

水路幅からピア幅の総計を控除した幅(m) 6.059 6.059

Fge 0.280 0.280

Fse 0.204 0.204

漸縮 F 0.020 0.020 42.557 42.557 0.000 0.000 節点8,16

急縮 F 0.100 0.100 32.237 32.237 0.000 0.000 節点8,16

Fge 0.200 0.200

Fse 0.003 0.003

流出 F 1.000 1.000 34.185 34.185 0.000 0.000 節点8,16

0.000 0.000

取水槽 0.500

節点8,16

0.000

合計

漸拡 33.500 33.500 0.000

漸拡 32.237 32.237 0.000 0.000 節点8,16

摩擦

節点7,15

0.000 節点8,16

摩擦 50.000 50.000 0.000 0.000 節点8,16

摩擦 41.667 41.667 0.000

節点5,13

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000 節点6,14

0.000

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000

曲がり 8.814 8.814

管路1～6
管路7～12

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000 節点3,11

0.000

節点4,12

摩擦 8.814 8.814 0.000

0.000

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000

取水管

流路縮小工

0.500

0.500

モデル化

取水口 0.500 摩擦 12.566 12.566 0.000 0.000 節点2,10

場所
流量

(m3/s)
種類

係数 断面積 (m2) 損 失 水 頭 (m)

31.250 31.250 0.000 0.000

0.000 節点8,16

0.000 節点8,16

ピヤー 45.455 45.455 0.000 0.000 節点8,16

摩擦 33.333 33.333
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第1-4 表 損失水頭表の対応一覧 

表５－２ ２号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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第1-5 表(1) 取水路の損失水頭表 

（A 系，貝付着あり，スクリーンによる損失あり，流量2,549.4(m

３／hr)，順流側） 

（以下，第1-5表～第1-20表 省略） 

表５－３ ３号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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2. 放水口～放水ピット

東海第二発電所の放水路は，鉄筋コンクリート製の３連の矩

形ボックスカルバート構造であり，放水口（開渠式表層放水方

式）に接続される。第2-1図に放水路ゲートから放水口までの概

略構造図，第2-2 図に放水路の管路解析モデルを示す。 

放水ピットに流入した海水，プラント排出水等は，直管部，

曲がり部を有するA，B，C の３水路を通り外海に放水される。

放水路モデルは池と管路から成っており，池，管路間は節点に

より接続する。また，本解析では放水路ゲートを池でモデル化

し，放水路ゲートと外海を管路モデルや節点で結び，損失水頭

のうち管路内の摩擦は各管路モデルで，それ以外の損失は各節

点で表現するようにモデル化した。第2-1 表及び第2-3 図に解

析に用いた各損失を示す。第2-2 表に損失水頭表の対応一覧を

示し，第2-3 表から第2-9 表に計算条件毎の具体的な損失水頭

を整理した。なお，解析には解析コード「SURGE」を使用した。 

表５－４ １号炉放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 

・記載方法の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，取水施

設，放水施設とまとめて

記載。 
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第2-1 図 放水路ゲート～放水口概略構造図 

表５－５ ２号炉放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 
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第2-2 図 放水路の管路解析モデル(管路，節点番号) 

表５－６ ３号炉放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 
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第2-1 表 損失水頭算定公式 

第2-3図 入口形状と損失係数fe  

（土木学会水理公式集（平成11年版）p.375） 

表６－１ 水位上昇側の評価結果（取水施設） 

※1 下線を引いた箇所が最大ケース。

※2 1号炉取水槽は流路縮小工を設置して評価している。

波源 
防波堤 

有無 

貝付着 

有無 

ポンプ 

運転 

状況 

入力津波高さ EL（m）※1 

１号炉 

取水槽※2 

２号炉 

取水槽 

３号炉 

取水槽 

３号炉 

取水路点検口 

日
本
海
東
縁
部

基準津波

１ 

有り 

有り 
運転 － +6.5 +5.1 +4.2

停止 +6.3 +8.8 +6.9 +6.0

無し 
運転 － +7.2 +6.0 +4.7

停止 +6.4 +9.3 +7.1 +6.4[+6.31]

無し 

有り 
運転 － +8.0 +5.5 +4.2

停止 +6.8 +10.1 +7.5 +6.2

無し 
運転 － +9.1 +6.5 +4.9

停止 +7.0 +10.6 +7.8 +6.4[+6.32]

基準津波

２ 
有り 

有り 
運転 － +6.4 +5.5 +4.5

停止 +6.0 +8.4 +7.1 +6.1

無し 
運転 － +7.0 +6.3 +4.8

停止 +6.1 +9.1 +7.3 +6.1

基準津波

５ 
無し 

有り 
運転 － +7.1 +5.0 +3.9

停止 +6.4 +9.7 +7.1 +5.6

無し 
運転 － +8.6 +6.0 +4.2

停止 +6.7 +10.4 +7.6 +6.0

海
域
活
断
層 

基準津波

４ 

有り 

有り 
運転 － +2.0 +1.7 +1.5

停止 +2.7[+2.61] +2.8 +3.5 +2.6

無し 
運転 － +2.4 +1.9 +1.6

停止 +2.7[+2.68] +2.9 +3.7 +2.7

無し 

有り 
運転 － +2.1 +1.4 +1.3

停止 +2.5 +4.6 +3.4 +2.4

無し 
運転 － +2.9 +1.8 +1.3

停止 +2.7[+2.67] +4.9 +3.4 +2.5

海域活断層

上昇側最大

となるケー

ス 

有り 

有り 
運転 － +1.6 +1.5 +1.3

停止 +2.5 +2.4 +3.4 +2.4

無し 
運転 － +1.8 +1.7 +1.4

停止 +2.5 +2.4 +3.6 +2.5

無し 

有り 
運転 － +1.9 +1.2 +1.1

停止 +2.5 +4.2 +3.3 +2.3

無し 
運転 － +2.5 +1.6 +1.2

停止 +2.6 +4.5 +3.4 +2.4
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第2-2 表 損失水頭表の対応一覧 表６－２ 水位上昇側の評価結果（放水施設） 

※下線を引いた箇所が最大ケース。

波源 

防

波

堤 

有

無 

貝

付

着 

有

無 

ポンプ 

運転 

状況 

入力津波高さ EL（m）※ 

１号炉 

放水槽 

１号炉 

冷却水

排水槽 

１号炉 

マンホ

ール

１号炉 

放水接

合槽 

２号炉 

放水槽 

２号炉 

放水接合

槽 

３号炉 

放水槽 

３号炉 

放水接

合槽 

日

本

海

東

縁

部 

基

準

津

波

１ 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +7.0 +5.9 +6.9 +6.2

停止 +4.3 +4.5 +4.2 +3.4 +7.2 +5.6 +6.5 +5.8

無

し 

運転 ― ― ― ― +7.0 +5.9 +6.9 +6.2

停止 +4.8 +4.7 +4.8 +3.5 +7.9 +5.7 +6.8 +6.2

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +6.4 +6.0 +6.5 +5.8

停止 +4.4 +4.2 +3.9 +3.4 +7.1
+6.1

[+6.04] +6.4 +5.9

無

し 

運転 ― ― ― ― +6.2 +5.9 +6.6 +6.3

停止 +4.0 +3.9 +3.6 +3.4 +7.8
+6.1

[+6.04] +6.8 +6.2

基

準

津

波

２ 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +6.3 +4.2 +4.5 +4.4

停止 +3.3 +3.3 +3.2 +3.0 +5.3 +3.7 +5.0 +4.7

無

し 

運転 ― ― ― ― +6.3 +4.0 +4.5 +4.2

停止 +3.4 +3.4 +3.3 +3.2 +5.5 +3.9 +5.0 +4.5

基

準

津

波

５ 

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +5.8 +4.5 +6.5 +5.9

停止 +2.7 +2.7 +2.5 +2.3 +4.8 +5.1 +7.0 +6.3

無

し 

運転 ― ― ― ― +5.9 +4.1 +6.8 +6.3

停止 +2.8 +2.8 +2.5 +2.4 +5.5 +4.6 +7.3 +6.5

海

域

活

断

層 

基

準

津

波

４ 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.1
+2.8

[+2.80] +3.1 +2.9

停止 +1.9 +1.8 +1.8

[+1.73] 
+1.8 +3.2 +2.5 +3.1 +3.2

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.5 +2.7 +2.8 +2.6

停止 +1.9 +1.9

[+1.83] 

+1.8

[+1.76] 
+1.8 +3.7 +2.4

+3.3

[+3.27] 
+3.5

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.2
+2.8

[+2.79] +3.1 +2.9

停止 +2.0
+1.9

[+1.82] 
+1.8

[+1.79] +1.8 +3.3 +1.8 +2.8 +2.5

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.5 +2.6 +2.8 +2.6

停止 +2.1
+1.9

[+1.88] 
+1.8

[+1.80] +1.9 +3.7 +1.8
+3.3

[+3.26] 
+2.8

海
域
活
断
層
上
昇
側
最
大
ケ
ー
ス

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.0 +2.7 +3.0 +2.7

停止 +1.8 +1.7 +1.6 +1.6 +2.7 +2.1 +2.6 +2.7

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.3 +2.5 +2.7 +2.5

停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.6 +3.0 +2.1 +2.8 +2.9

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.0 +2.7 +3.0 +2.7

停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.7 +2.9 +1.6 +2.8 +2.4

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.4 +2.5 +2.7 +2.5

停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.7 +3.1 +1.6 +3.1 +2.5
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第2-3 表(1) 放水路の損失水頭表 

(水路A，貝付着あり，流量0(m3/hr)，順流側) 

（以下，第2-3表(2)～第2-9表(6) 省略） 

表７ 水位下降側の評価結果（２号炉取水施設） 

※下線を引いた箇所が最大ケース。

波源 
防波堤 

有無 

貝付着 

有無 

ポンプ 

運転 

状況 

入力津波高さ EL（m）※ 

２号炉 

取水槽 

日
本
海
東
縁
部

基準津波１ 

有り 

有り 
運転 -6.8

停止 -5.8

無し 
運転 -6.5

停止 -5.8

無し 

有り 
運転 -8.2

停止 -5.9

無し 
運転 -8.0

停止 -5.9

基準津波３ 有り 

有り 
運転 -6.5

停止 -5.6

無し 
運転 -6.5

停止 -5.7

基準津波６ 無し 

有り 
運転 -8.4

停止 -6.0

無し 
運転 -8.3

停止 -6.1

海
域
活
断
層 

基準津波４ 

有り 

有り 
運転 -6.1

停止 -4.8

無し 
運転 -6.1

停止 -5.0

無し 

有り 
運転 -6.4

停止 -5.0

無し 
運転 -6.5

停止 -5.1

海域活断層

上昇側で 

最大となる

ケース

有り 

有り 
運転 -5.1

停止 -4.4

無し 
運転 -5.2

停止 -4.5

無し 

有り 
運転 -5.5

停止 -4.6

無し 
運転 -5.6

停止 -4.7
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3. ＳＡ用海水ピット取水塔～ＳＡ用海水ピット～緊急用海水ポ

ンプピット 

東海第二発電所の緊急用海水系は，ＳＡ用海水ピット取水塔か

らＳＡ用海水ピットを経て，緊急用海水ポンプピットに至る。第

3-1 図に緊急用海水系の平面図及び断面図，第3-2 図に緊急用海

水系の管路解析モデルを示す。 

本解析では外海，ＳＡ用海水ピット取水塔，ＳＡ用海水ピット

及び緊急用海水ポンプピットを池でモデル化し，管路モデルや節

点で結んでいる。損失水頭のうち管路内の摩擦は各管路モデルで，

それ以外の損失は各節点で表現するようにモデル化した。第3-1 

表～第3-3 表及び第3-3 図～第3-5 図に解析に用いた各損失を示

す。第3-4 表，第3-5 表に計算毎の具体的な損失水頭を整理した。 

なお，解析には解析コード「SURGE」を使用した。 
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第3-1 図(1) 緊急用海水系の平面図 

第3-1 図(2) 緊急用海水系の断面図 

（ＳＡ用海水ピット取水塔～ＳＡ用海水ピット～緊急用海水ポン

プピット） 
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第3-2 図(1) 緊急用海水系の管路解析モデル（１／２） 

図11―１ 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部（１／３） 
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第3-2 図(2) 緊急用海水系の管路解析モデル（管路,節点番号）（２

／２） 

図11―２ 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部（２／３） 
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第3-1 表 損失水頭算定公式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11―３ 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部（３／３） 
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第3-3 図 入口形状と損失係数 

（土木学会水理公式集(平成11 年版) p.375） 

第3-2 表 貝等の付着代と粗度係数 

(火力原子力発電所土木構造物の設計 p.788 より抜粋) 

第3-3 表 急縮損失係数(火力原子力発電所土木構造物の設計 

p.830)

第3-4 図 漸拡損失係数(火力原子力発電所土木構造物の設計 

p.830)

D1,D
2：漸拡前後の管径(m)，V1,V2：漸拡前後の平均流速(m/s)，θ：

漸拡部の開き 

（※本施設では矩形断面管の漸拡に上記の図による値を適用す

る。矩形断面と同様の断面積を持つ円管を仮定して，半径D1,D2 を

算出した。) 

図12 水位下降側の時刻歴波形 日本海東縁部 
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第3-5 図 漸縮損失係数(火力原子力発電所土木構造物の設計 

p.831) 

D1,D2：漸縮前後の管径(m)，V1,V2：漸縮前後の平均流速(m/s)，θ：

漸縮部の開き 

（※本施設では矩形断面管の漸縮に上記の図による値を適用す

る。矩形断面と 

同様の断面積を持つ円管を仮定して，半径D1,D2 を算出した。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13－１ 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層（１／３） 
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第3-4 表(1) 緊急用海水系の損失水頭表（貝付着なし，順流）

（以下，第3-4表(2)～第3-5表(2) 省略） 

図13－２ 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層（２／３） 
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図13－３ 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層（３／３） 
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図14 水位下降側の時刻歴波形 海域活断層 
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6.3 防波堤の損傷を考慮した影響評価 

管路解析に関わる影響評価として，防波堤が地震により損傷

する場合を保守的に想定し，その際に生じる水位に対する外郭

防護の成立性の確認を行った。 

具体的には， 各補機取水槽及び放水庭の入力津波に対し,

防波堤がない条件における遡上解析により評価した取水口及

び放水口前面の水位を入力波形として改めて管路解析を実施

することにより，防波堤が損傷した場合を模擬した各所の水位

を算定した。取水路における取水路奥の各冷却海水ポンプ位置

（補機取水槽）の最高水位をまとめた結果を添付第6-7 表に，

放水路における放水庭の最高水位をまとめた結果を添付第6-8 

表に示す。また，それらの詳細な結果について，それぞれ添付

第6-9 表，添付第6-10 表に示す。また時刻歴波形をそれぞれ

添付第6-6 図，添付第6-7 図に示す。 

その上で，この水位と外郭防護における許容津波高さとの比

較を行うことにより， 外郭防護の成立性の確認を行った。取

水路（ 補機取水槽）， 放水路（放水庭）に対する確認結果を

それぞれ添付第6-11 表，添付第6-12 表に示す。 

以上より，防波堤が地震により損傷した場合においても，外

郭防護の成立性に影響のないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方法の相違 

【柏崎6/7】 

島根２号炉は防波堤有

無の検討をまとめて実

施。（評価結果にまとめ

て記載している。） 
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添付資料６ 

 

管路解析のパラメータスタディについて 

 

海洋から水路部（取水路，放水路，ＳＡ用海水ピットの海水引

込み管及び緊急用海水取水管）を経由する各評価地点（取水ピッ

ト，放水路ゲート設置箇所，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポ

ンプピット）までの水路について，水理特性を考慮した管路解析

を実施した。管路解析において評価地点の水位に影響がある条件

について，パラメータスタディを実施した結果を以下に示す。 

(1) 取水路管路解析 

基準津波による取水路の管路解析結果（上昇側最高水位）一

覧を第1 表に，解析ケース毎の時刻歴波形を第2 表及び第3 表

にそれぞれ示す。また，取水路の管路解析結果（下降側最低水

位）一覧を第4 表に，解析ケース毎の時刻歴波形を第5 表及び

第6 表にそれぞれ示す。なお，下降側水位については非常用海

水ポンプの取水性評価に用いることから，非常用海水ポンプが

据え付けられている取水ピットに限定し，パラメータスタディ

を実施した。 

(2) 放水路管路解析 

基準津波による放水路の管路解析結果（上昇側最高水位）一

覧を第7 表に，解析ケース毎の時刻歴波形を第8 表及び第9 表

にそれぞれ示す。 

(3) ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピット管路解析 

基準津波によるＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピッ

トの管路解析結果（上昇側最高水位）一覧を第10 表に，解析ケ

ース毎の時刻歴波形を第11 表にそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方法の相違 

【東海第二】 

柏崎6/7，島根２号炉は，

管路計算の条件と結果

をまとめて添付資料に

記載。 
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第1表 取水路の管路解析結果（上昇側最高水位）一覧（1／2）
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第1表 取水路の管路解析結果（上昇側最高水位）一覧（2／2） 
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第2表 取水ピットにおける上昇側水位の解析ケース毎の時刻歴波

形（防波堤あり） 
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第3表 取水ピットにおける上昇側水位の解析ケース毎の時刻歴波

形（防波堤なし） 

309



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

第4表 取水路の管路解析結果（下降側最低水位）一覧（1／2） 
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第4表 取水路の管路解析結果（下降側最低水位）一覧（2／2）
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第5 表 取水ピットにおける下降側水位の解析ケース毎の時刻歴

波形（防波堤あり） 
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第6表 取水ピットにおける下降側水位の解析ケース毎の時刻歴波

形（防波堤なし） 
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第7表 放水路の管路解析結果（上昇側最高水位）一覧 
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第8表 放水路ゲート設置箇所における上昇側水位の解析ケース毎

の時刻歴波形（防波堤あり） 
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第9表 放水路ゲート設置箇所における上昇側水位の解析ケース毎

の時刻歴波形（防波堤なし） 
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第10表 ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットの管路解

析結果（上昇側最高水位）一覧 
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第11表 ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットにおける

上昇側水位の解析ケース毎の時刻歴波形 
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２号炉取水施設の評価位置における入力津波水位について 

日本海東縁部を波源とする基準津波６による水路内最低水位

(EL-8.31m)は，非常用海水冷却系の海水ポンプの取水可能水位に

対して裕度が小さいことから，大津波警報発令時には循環水ポン

プを停止する運用に見直すが，参考としてポンプ運転状態での地

殻変動による取水への影響を検討する。２号炉取水施設断面図を

図１に示す。 

入力津波の設定における水位下降側の水路内水位は，管路計算

結果から地殻変動(隆起)分の水位を引き下げ，設定している。計

算条件を表１に示す。この計算における取水槽及び取水管端部下

端の水位は図２のとおり。 

地殻変動量（隆起0.34m）分を考慮した場合，取水管端部下端に

おける水位はEL-7.57mとなり，貝付着を考慮した取水管端部下端

高さ（EL-7.25m）を下回る値となったが，取水槽における水位は

EL-8.31mとなり，許容津波高さ（EL-8.32m）を下回らない。 

図１ ２号炉取水施設断面図 

表１ 管路計算結果から隆起分の水位を引き下げ， 

入力津波を設定する際の計算条件 

・検討内容の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

島根２号炉は地殻変動

に関する詳細な検討を

実施。 

取水管下端
T.P.-7.3m

原子炉補機海水ポ
ンプ設計取水可能
水位 T.P.-8.32m 取水口呑口位置

（T.P.-9.5m～-12.5m）

循環水ポンプ

防水壁
T.P.+10.8m

取水管上端
T.P.-3.0m

T.P.-9.80m

漸拡ダクト除じん機系

ポンプ室

漸拡ダクト及び除じん機系上部

(L.W.L)EL-0.19m

EL-12.50m
EL-9.50m

EL-18.00m

(EL-9.50m～-12.50m)

EL-9.80m

EL-3.00m

EL+15.00m

EL+10.80m

EL+8.80m

EL-8.32m
取水管端部下端 EL-7.3m
・貝付着を考慮した場合
下端高さ-7.3+貝の付着代0.05m=-7.25ｍ

取水管端部上端

波源 基準津波６ 

地形変化 防波堤無し 

潮位変動 -0.19m

地殻変動 隆起0.34m 

貝付着 有り，5cm 

循環水ポンプ状態 運転 
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２号炉取水管端部（東）（循環水ポンプ運転時） 

２号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 

図２ 管路計算結果から隆起分の水位を引き下げる場合の 

取水槽及び取水管端部における水位の時刻歴波形 

取水管端部下端において，評価水位が取水管端部下端高さを下

回ることから，地殻変動の影響を詳細に確認するため，初期条件

として地殻変動量を考慮した管路計算を実施した。計算条件を表

２に示す。この計算における取水槽及び取水管端部下端の水位は

図３のとおり。 

地殻変動量（隆起0.34m）を初期条件として考慮した場合，取水

管端部における水位はEL-7.25mとなり，貝付着を考慮した取水管

端部下端高さと同じ高さ（EL-7.25m）となった。また，取水槽に

おける水位はEL-8.27mとなり，許容津波高さ（EL-8.32m）を下回

らないことを確認した。 
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表２ 初期条件として地殻変動量を考慮し， 

入力津波を設定する際の計算条件 

２号炉取水管端部（東）（循環水ポンプ運転時）

２号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 

図３ 初期条件として地殻変動量を考慮した場合の 

取水槽及び取水管端部における水位の時刻歴波形 

波源 基準津波６ 

地形変化 防波堤無し 

潮位変動 -0.19m

地殻変動 隆起0.34m 

貝付着 有り，5cm 

循環水ポンプ状態 運転 

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

120 140 160 180 200 220 240

水
位
(m

)

時間（分）

-7.25m=貝付着を考慮した取水管下端高さ-7.25m

-7.25m

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

120 140 160 180 200 220 240

水
位

(E
L
 m

)

時間（分）

-8.27m(初期条件として地殻変動を考慮) ＞許容高さ-8.32m

-8.27m

321



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料21 

燃料等輸送船の係留索の耐力について 

21.1 概要 

燃料等輸送船（以下，「輸送船」という。）は，津波警報等発

令時，原則，緊急退避するが，津波流向及び物揚場と取水口との

位置関係を踏まえ，短時間に津波が襲来する場合を考慮し，係留

索の耐力について評価を実施する。 

係留索については，船舶の大きさから一定の算式によって計算

される数値（艤装数）に応じた仕様（強度，本数）を有するもの

を備えることが，日本海事協会（NK）の鋼船規則において定めら

れている。 

本書では，輸送船が備えている係留索の係留力及び津波による

流圧力を石油会社国際海事評議会OCIMF（Oil Companies 

International Maritime Forum）刊行“MooringEquipment 

Guidelines”の手法を用いて算出し，耐力評価を行う。なお，同

書は船舶の係留方法・係留設備に関わる要求事項を規定するもの

であり，流圧力の評価については大型タンカーを主たる適用対象

とするものであるが，輸送船は大型タンカーと同じ1 軸船であり，

水線下の形状が類似しているため，同評価を輸送船に適用するこ

とは可能と考える。 

添付資料１９ 

燃料等輸送船の係留索の耐力について 

1．概要

燃料等輸送船（以下「輸送船」という。）は，津波警報等発

表時は，原則として緊急退避するが，極めて短時間に津波が襲

来する場合を考慮し，津波の流向及び物揚岸壁（以下「岸壁」

という。）と取水口の位置関係を踏まえ，係留索の耐力につい

て評価を実施する。 

係留索については，船舶の大きさから一定の算式によって計

算される数値（艤装数）に応じた仕様（強度，本数）を有する

ものを備えることが，日本海事協会（NK）の鋼船規則において

定められている。 

今回，輸送船が備えている係留索の係留力及び流圧力につい

て ，石油会 社国際海 事評議会 OCIMF（ Oil Companies 

International Marine Forum）の手法を用いて算出し，耐力評

価を行う。 

添付資料 16 

燃料等輸送船の係留索の耐力について 

1. 概要

 燃料等輸送船（以下，「輸送船」という。）は，津波襲来までに

時間的余裕がある津波の場合は，緊急退避するが，津波襲来まで

に時間的余裕がない津波の場合は，荷揚場に係留することとなる。

そのため，ここでは，係留索の耐力について評価を実施する。 

 係留索については，船舶の大きさから一定の算式によって計算

される数値（艤装数）に応じた仕様（強度，本数）を有するもの

を備えることが，日本海事協会（NK）の鋼船規則において定めら

れている。 

 本書では，輸送船が備えている係留索の係留力及び津波による

流圧力を石油会社国際海事評議会 OCIMF（Oil Companies 

International Maritime Forum）刊行“Mooring Equipment 

Guidelines”の手法を用いて算出し，耐力評価を行う。なお，同

書は船舶の係留方法・係留設備に関わる要求事項を規定するもの

であり，流圧力の評価については大型タンカーを主たる適用対象

とするものであるが，輸送船は大型タンカーと同じ 1 軸船であり，

水線下の形状が類似しているため，同評価を輸送船に適用するこ

とは可能と考える。 
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21.2 評価 

（１）輸送船，係留索，係船柱 

輸送船，係留索，係船柱の仕様を添付第21-1 表に，配置を添付

第21-1 図に示す。 

 

添付第 21-1 表 輸送船，係留索，係船柱の仕様 

 

 

 

 

 

 

なお，岸壁については，基準地震動Ｓｓに対して，必要な対

策工を実施し，当初の位置及び高さを確保すること（添付資料

１８参照），また，津波に対して，緊急退避可能時間（本文 第

2.5-26 図参照）を考慮すると，基準津波及び早く到達する敷

地周辺の海域活断層を波源とした津波の到達（第 2表）までに

輸送船は退避可能であることから，本係留索の耐力評価に影響

を及ぼさない。 

 

 

 

 

 

 

 

2．評価 

(1) 輸送船，係留索，係留柱 

輸送船，係留索，係留柱の仕様を第 1表に，配置を第 1図に

示す。 

 

第 1表 輸送船，係留索，係留柱の仕様 

 

 

 

 なお，荷揚場については，岩着構造であり，基準地震動 Ssに対

して損傷することはなく，本係留索の耐力評価に影響を及ぼさな

い（添付資料 38参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 評価 

(1)輸送船，係留索，係船柱の仕様 

 輸送船，係留索，係船柱の仕様を表１に，配置を図１に示す。 

 

 

表１ 輸送船，係留索，係船柱の仕様 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の荷揚場は

基準地震動 Ss に対して

損傷しない。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では海域活

断層から想定される地

震による津波に対して，

緊急退避を想定しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

係船柱強度の相違 
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添付第 21-1 図 輸送船，係留索，係船柱の配置 第 1図 輸送船，係留索，係留柱の配置 

※接岸時には通常 6本以上で係留する。本評価においては，保守

的に鋼船規則上の最低本数（4本）を仮定 

図１ 輸送船，係留索，係船柱の配置 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

荷揚場設備の配置等の

相違 
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（２）津波条件（流向，水位，流速）

襲来までに時間的余裕がなく，輸送船を離岸できない可能性が

ある基準津波3（別添1 本文 第2.5-19 図参照）を評価条件とする。 

(2) 津波条件（流向，水位，流速）

津波警報等発表時は，原則として緊急退避するが，極めて短

時間に津波が襲来する場合を考慮し，早く襲来する可能性があ

る第 2 図に示す敷地周辺の海域活断層を波源とした津波の中

から，評価対象津波を選定する。 

第 2図 海域活断層の位置 

第 2 表に，取水口前面位置における各海域活断層の津波高さと

到達時間の関係を示す。第 2表に示すとおり，F8及び F16を波源

とした津波は他の海域活断層を波源とした津波に比べて，早く到

達するが，F8及び F16を波源とした津波の到達時刻はほぼ同様で

あるため，ここでは保守的に最高水位が最も大きい F16 を波源と

した津波を選定した。 

(2)津波条件（流向，水位，流速）

襲来までに時間的余裕がなく，輸送船を離岸できない海域活断

層から想定される地震による津波を評価条件とする。 

・評価条件の相違

【東海第二】 

東海第二では，基準津波

到達までに緊急退避が

可能であることから，敷

地に早く襲来する津波

を津波高さも考慮し選

定 

・評価条件の相違

【東海第二】 

東海第二では，基準津波

到達までに緊急退避が

可能であることから，敷

地に早く襲来する津波

を津波高さも考慮し選

定 
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基準津波3 による物揚場近傍の流向は，添付第21-2 図に例示す

るとおり物揚場に対する接線方向の成分が支配的となる。これに

対し，輸送船は物揚場（コンクリート製）と平行して接岸される

ことから，評価は輸送船の船首及び船尾方向の流圧力に対する係

留索の耐力について実施する。 

第 2表 各海域活断層の津波高さと到達時間の関係（取水口前面） 

評価対象津波の流向は，第 3図に例示するとおり岸壁に対す

る接線方向の成分が支配的となる。これに対して，輸送船は岸

壁と平行して接岸されることから，評価は輸送船の船首及び船

尾方向それぞれの流圧力に対する係留索の耐力について実施

する。 

 海域活断層から想定される地震による津波による荷揚場近傍の

流向は，図２に例示するとおり，荷揚場に対する接線方向の成分

が支配的となる。これに対し，輸送船は荷揚場と平行して接岸さ

れることから，評価は輸送船の船首及び船尾方向の流圧力に対す

る係留索の耐力について実施する。 

・評価条件の相違

【東海第二】 

東海第二では，基準津波

到達までに緊急退避が

可能であることから，敷

地に早く襲来する津波

を津波高さも考慮し選

定 
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添付第 21-2 図 基準津波 3 の流向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3図 評価対象津波の流向 

 

 

（地震発生後５分 50秒後） 

 

（地震発生後６分 10秒後） 

図２－１ 基準津波４の流向 

 

（地震発生後６分 50秒後） 

図２－２ 基準津波４の流向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

327



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

一方，基準津波3 の物揚場位置における水位及び接線方向成分

の流速は，添付第21-3-1 図のとおりとなる。 

添付第21-3-1 図に示すとおり地震発生後15 分で第一波の最高

点に達する。その後，引き波が発生し，流速は地震発生後30 分に

最大の3.2m/s に達する。 

緊急退避時間との関係から，津波が最大流速に到達する前に輸

送船は退避できると考えられるものの（別添1 本文 第2.5-19 図

参照），今回は係留により対応することを仮定し，最大流速3.2m/s 

で生じる流圧力に対する係留力を評価する。 

添付第21-3-1 図 基準津波3 の水位・流速（物揚場前面） 

評価対象津波の岸壁位置における水位及び接線方向成分の

流速を第 4図に示す。 

地震発生からの時間（分） 

第 4図 評価対象津波の水位及び流速（岸壁） 

 一方，海域活断層から想定される地震による津波の荷揚場位置

における水位及び接線方向成分の流速は，図３－１のとおりとな

る。 

 図３－１に示すとおり，地震発生後，押し波が５分程度継続し

た後，引き波に転じ約６分で第一波の最低点に達し，流速は第１

波の最低点と同時刻に最大の 2.3m/sに達する。 

図３－１ 基準津波４の流速（荷揚場近傍） 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

・資料構成の相違

【東海第二】 

東海第二は評価条件を

図の後に記載 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 
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なお，地震等により防波堤の損傷を想定した場合（防波堤なし

の条件）でも，接線方向成分の流速は，添付第21-3-2 図に示すと

おり防波堤健全時（添付第21-3-1 図）よりも小さいため，流速条

件は健全状態における流速に包含される。 

添付第 21-3-2 図 防波堤損傷時における基準津波 3 の流速（物揚

場前面） 

第 4 図に示すとおり評価対象津波は地震発生後約 17 分で第

一波の最高点に到達後，引き波が発生し，地震発生後約 26 分

の第二波で最高津波高さ T.P.＋1.9m に達する。流速は地震発

生後約 23分に最大 1.9m／sに達する。 

緊急退避可能時間（本文 第 2.5-26図参照）を考慮すると，

輸送船は最大流速到達前に退避可能であるものの，今回は係留

による対応を仮定し，最大流速 1.9m／sで生じる流圧力に対す

る係留力を評価する。また，係留力の評価に当たっては，第 4

図に示す押し波高さ T.P.＋1.9m（朔望平均満潮位（T.P.＋

0.61m）及び 2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動

（0.2m沈下）考慮済み）に上昇側潮位のばらつき（＋0.18m）

を考慮した最高水位 T.P.＋2.1mで評価する。 

なお，図３－１に示した津波の流速は，防波堤の損傷を想定し

た場合における流速であり，防波堤の損傷を想定しない場合（防

波堤健全の条件）でも，接線方向成分の流速は，図３－２に示す

とおり，流速条件は防波堤損傷状態における流速と同程度である。 

図３－２ 防波堤健全時における基準津波４の流速（荷揚場近傍） 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉では，防波堤

有無による評価条件へ

の影響について記載 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は評価条件

を図の前に記載 

・評価条件の相違

【東海第二】 
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(３）係留力

係留力の計算方法を添付第21-2 表に，計算結果を添付第21-3 

表，添付第21-4図及び添付第21-5 図に示す。 

添付第 21-2 表 係留力の計算方法 1) 

参考文献 

1) 日本タンカー協会：係留設備に関する指針 第 2 版，pp.167，

2002. 

(3) 係留力

係留力の計算方法を第 3表に，計算結果を第 4表，第 5図及

び第 6図に示す。 

第 3表 係留力の計算方法 

（出典：係留設備に関する指針 OCIMF刊行） 

(3)係留力

係留力の計算方法を表２に，計算結果を表３，図４，５に示

す。 

表２ 係留力の計算方法 
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添付第 21-3 表 係留力（添付第 21-1 図）の計算結果 

 

 

 

 

 

 

第 4表 係留力（第 1図）の計算結果 

 

 

 

 

 

 

表３ 係留力（図１）の計算結果 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

評価条件，荷揚場配置等

による評価結果の相違 
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添付第 21-4 図 船尾方向への移動に対する船首方向係留力 第 5図 船尾方向への移動に対する船首方向係留力 

図４ 船尾方向への移動に対する船首方向係留力 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

津波条件，荷揚場配置等

による評価結果の相違 
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添付第 21-5 図 船首方向への移動に対する船尾方向係留力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6図 船首方向への移動に対する船尾方向係留力 

 

 

 

 

 

 

図５ 船首方向への移動に対する船尾方向係留力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

津波条件，荷揚場配置等

による評価結果の相違 
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（４）流圧力

流圧力の計算方法を添付第21-4 表に，係留力との比較結果を添

付第21-6 図に示す。 

添付第 21-4 表 流圧力の計算方法 1) 

参考文献 

1) OCIMF：Mooring Equipment Guidelines 3rd Edition，pp.178，

pp.187，pp.202， 

2008. 

(4) 流圧力

流圧力の計算方法を第 5表に示す。計算結果について，前項

で求めた係留力と比較した結果を第 7図に示す。 

第 5表 流圧力の計算方法 

（出典：VLCCにおける風圧及び流圧の予測 OCIMF刊行） 

（出典：VLCCにおける風圧及び流圧の予測 OCIMF刊行） 

縦方向流圧力係数［ＣＸ］ 

(4)流圧力

流圧力の計算方法を表４に示す。計算結果について，前項で求

めた係留力との比較結果を図６に示す。 

表４ 流圧力の計算方法 
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添付第21-6 図 流圧力と係留力の比較 第 7図 流圧力と係留力比較 図６ 流圧力と係留力の比較 ・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

津波条件，荷揚場配置等

による評価結果の相違 

船尾方向の流圧力と 

船尾スプリング等の係留力 

船首方向の流圧力と 

船首スプリング等の係留力 

・最大津波流速 2.3m/s による船尾方

向への流圧力約 18tonf に対し，船

尾スプリング＋ヘッドラインの係

留力は約 38tonf であり対抗可能で

ある

・荷揚場の係船柱に掛ける係船索（船

尾スプリング）のみを考慮した場合

においても，船尾スプリングの係留

力は約 19.7tonf であり，船尾方向

への流圧力約 18tonf を上回ってい

るため，対抗可能である

・最大津波流速 2.3m/s による船首方

向への流圧力約 12tonf に対し，船
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可能である 
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においても，船首スプリングの係留
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21.3 結論 

津波（最大流速3.2m/s：添付第21-3 図参照）による流圧力に対

し，係留力（約51tonf，約57tonf）が上回ることを確認した。 

したがって，津波に対し，輸送船が係留によって対応すると仮

定した場合においても係留力により物揚場に留まり続けることが

できる。 

3．結論 

評価対象津波（最大流速 1.9m／s：第 4 図参照）による流圧

力に対し，係留力（約 32tonf）が上回ることを確認した。 

従って，早い津波に対し，輸送船が係留によって対応すると

仮定した場合においても，係留力により岸壁に留まり続けるこ

とができる。 

3.結論

津波（最大流速 2.3m/s）による流圧力に対し，地震時に健全

性が確保された荷揚場の係船柱に掛ける係船索のみを考慮した

場合でも，係留力（約 19.7tonf，約 19.3tonf）が上回ることを

確認した。 

したがって，津波に対し，輸送船が係留によって対応すると

仮定した場合においても係留力により荷揚場に留まり続けるこ

とができる。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

津波条件，荷揚場配置等

による評価結果の相違 

・記載内容の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，地震時に

健全性が確保された荷

揚場の係船柱に掛ける

係船索のみを考慮した

評価結果について記載 
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添付資料22 

燃料等輸送船の喫水と津波高さの関係について 

 

22.1 はじめに 

燃料等輸送船は，津波警報等発令時，原則，緊急退避するが，

津波の襲来までに時間的な余裕がなく緊急退避が困難な場合につ

いて，燃料等輸送船の喫水と津波高さとの関係に基づき，寄せ波

に対して物揚場に乗り上げることのないこと，引き波に対して座

礁及び転覆するおそれのないことを確認する。また，緊急退避が

可能であった場合についても，退避中に引き波により，座礁及び

転覆するおそれのないことを確認する。 

 

22.2 確認条件 

燃料等輸送船は，津波警報等発令時，原則，緊急退避する。輸

送行程（「物揚場への接岸」～「荷役」～「物揚場からの離岸」）

において，輸送船と輸送物の干渉がない「荷役」以外の行程にお

いては，津波警報等の発令から数分程度で緊急退避が可能である

が，輸送船と輸送物が干渉し得る「荷役」行程では，緊急退避に

15～30 分程度を要する場合がある。 

柏崎刈羽原子力発電所で襲来が想定される津波の到達時間と緊

急退避に要する時間との関係を示すと添付第22-1 図のとおりと

なる。 

これを踏まえ，以下の3 ケースを確認ケースとする。なお，添

付第22-1 図より，40 分程度の時間があれば緊急退避が十分可能

であることから，確認の範囲は津波警報等の発令後，40 分の期間

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料２０ 

燃料等輸送船の喫水と津波高さとの関係について 

 

1．概要 

燃料等輸送船（以下「輸送船」という。）は，津波警報等発表時

は，原則として緊急退避するが，極めて短時間に津波が襲来する

場合を考慮し，押し波により輸送船が物揚岸壁（以下「岸壁」と

いう。）に乗り上げることはないこと，また引き波により座礁及び

転覆するおそれのないことを確認する。 

 

 

 

2．評価 

津波警報等発表時は，原則として緊急退避するが，極めて短時

間に津波が襲来する場合を考慮し，早く襲来する可能性がある第

1図に示す敷地周辺の海域活断層を波源とした津波の中から，評

価対象津波を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 17 

燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係について 

 

1. はじめに 

燃料等輸送船は，津波警報等発令時，原則，緊急退避するが，

津波の襲来までに時間的な余裕がなく緊急退避が困難な場合につ

いて，燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係に基づき，寄

せ波に対して荷揚場に乗り上げることのないこと，引き波に対し

て座礁，転覆するおそれのないことを確認する。また，緊急退避

が可能であった場合についても，退避中に引き波により，座礁，

転覆するおそれのないことを確認する。 

 

2. 確認条件 

燃料等輸送船は，津波警報等発令時，原則，緊急退避する。輸

送行程（「荷揚場岸壁への接岸」～「荷役」～「荷揚場岸壁からの

離岸」）において，燃料等輸送船と輸送物の干渉がない「荷役」以

外の行程においては，津波警報等の発令から数分程度で緊急退避

が可能である。また，燃料等輸送船と輸送物が干渉し得る「荷役」

行程では， 30 分程度の時間があれば緊急退避が十分可能である

ことから，確認の範囲は，早く襲来する海域活断層から想定され

る地震による津波で水位変化が一番大きい押し波，引き波を評価

対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

東海第二では，基準津波

の到達までに緊急退避

が可能であることから，

早く襲来する津波を，高

さも考慮し選定 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

基準津波の到達時間等

の相違 
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第 1図 検討用海域活断層の位置 

第 2表に，取水口前面位置における各海域活断層の津波高さと

到達時間の関係を示す。第 2表に示すとおり，F8及び F16を波源

とした津波は他の海域活断層を波源とした津波に比べて，早く到

達するが，F8及び F16を波源とした津波の到達時刻はほぼ同様で

あるため，ここでは保守的に最高水位がもっとも高く，また最低

水位がもっとも低い F16を波源とした津波を選定した。 

第 2表 各海域活断層の津波高さと到達時間の関係（取水口前面） 

・評価条件の相違

【東海第二】 

東海第二では，基準津波

の到達までに緊急退避

が可能であることから，

早く襲来する津波を津

波高さも考慮し選定 
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ケース1：寄せ波による物揚場への乗り上げ評価

緊急退避できずに基準津波3 の寄せ波第一波（※）を受ける 

※最高水位 T.M.S.L.＋4.08m（発生時刻：地震後約15 分）

ケース2：引き波による座礁及び転覆評価（緊急退避不能時）

緊急退避できずに基準津波3 の引き波第一波（※）を受ける 

※最低水位 T.M.S.L.－3.46m（発生時刻：地震後約26 分）

※基準津波1 の引き波第一波は本ケースに包含される

(1) 津波高さ

ａ．押し波 

第 2図に，最高水位を示した評価対象津波の波形を示す。第

2図に示すとおり地震発生後約 17分で第一波の最高点に到達

後，引き波が発生し，地震発生後約 26分の第二波で最高津波

高さ（T.P.＋1.90m（朔望平均満潮位（T.P.＋0.61m）及び 2011

年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動（0.2m沈下）考慮済

み））に達している。 

地震発生からの時間（分） 

第 2図 評価対象津波の波形（最高水位を示したケース，岸壁） 

ｂ．引き波 

第 3図に，最低水位を示した評価対象津波の波形を示す。第

3図に示すとおり地震発生後約 17分で第一波の最高点に到達

後，引き波が発生し，地震発生後約 22 分に最低津波高さ（T.P.

－2.53m（朔望平均干潮位（T.P.－0.81m）及び 2011年東北地

方太平洋沖地震に伴う地殻変動（0.2m沈下）考慮済み））に達

している。 

地震発生からの時間（分） 

第 3図 評価対象津波の波形（最低水位を示したケース，岸壁） 

(1) 検討ケース

図１，２に，燃料等輸送船が停泊する荷揚場における海域活断

層から想定される地震による津波の波形を示す。押し波時の最大

水位は T.P.2.0m，引き波時の最低水位は T.P.-4.07m である。 

図１ 基準津波４による荷揚場での時刻歴波形 

（水位上昇側） 

図２ 基準津波４による荷揚場での時刻歴波形 

（水位下降側） 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

津波等の高さ，地盤変動

に係る相違 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

津波等の高さ，地盤変動

に係る相違 
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ケース3：引き波による座礁及び転覆評価（退避中） 

緊急退避中に基準津波3 の引き波第一波（※）を受ける 

※ケース 2 と同条件 

 

 

 

添付第 22-1 図 津波の到達と燃料等輸送船の緊急退避に要する時

間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は早く襲来

する津波（海域活断層か

ら想定される地震によ

る津波）が敷地に数分程

度で到達するため，緊急

退避を実施しないこと

から，退避中の評価は実

施しない 
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22.3 確認結果 

（1） ケース1：寄せ波による物揚場への乗り上げ評価 

寄せ波による津波高さと喫水の関係を添付第22-2 図に示す。 

これより， 燃料等輸送船は物揚場に乗り上げることはないこと

を確認した。 

 

 

 

添付第 22-2 図 寄せ波による津波高さと喫水の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 押し波（岸壁乗上げ評価） 

押し波高さと喫水の関係を第 4図に示す。第 4図に示すとお

り，輸送船は岸壁に乗り上げることはないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4図 押し波高さと喫水の関係 

  

（備考） 

・津波の原因となる地震による地殻変動（＋0.05m）は岸壁が

高くなる方向に寄与するため，保守的に考慮していない。 

・押し波高さ（T.P.＋1.90m）は，朔望平均満潮位（T.P.＋0.61m）

及び 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動（0.2m 沈

下）を考慮している。 

・輸送船の喫水は，積荷，バラスト水等で変動するが，積荷な

しでも 3.8m以上（実績）である。 

 

3．確認結果 

(1) 寄せ波による岸壁への乗り上げ評価 

寄せ波による津波高さと岸壁高さ及び喫水高さの関係を図３に

示す。 

寄せ波による津波高さは岸壁高さを下回ることから，燃料等輸

送船は岸壁に乗り上げることはないことを確認した。 

なお，地震により地盤の隆起が考えられるが，保守的に考慮し

ないものとする。 

 

 

 

 

図３ 寄せ波による津波高さと岸壁高さ及び喫水高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

評価条件の違いによる

相違 

 

 

 

 

 

 

 

①津波高さ 

・寄せ波水位       T.P.1.38m 

・朔望平均満潮位    T.P.0.58m 

・潮位のばらつき      0.14m        ②－①＝3.90m 

合計        T.P.約 2.10m           

    

②津波襲来時岸壁高さ 

   ・岸壁高さ（通常時）     T.P.6.00m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸壁 

T.P.6.0m 

〈通常時〉 〈津波襲来時〉 

津波高さ T.P.2.10m 

喫水３～５ｍ 

岸壁 

地盤隆起 

T.P.6.0m 

岸壁 

喫水３～５ｍ 

燃料等輸送船 

燃料等輸送船 
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（2） ケース2：引き波による座礁及び転覆評価（緊急退避不能時） 

引き波による津波高さと喫水の関係を添付第22-3 図に示す。 

これより， 燃料等輸送船は引き波のピークの際には一時的に着

底し得ることが示されるが，この場合も，以下の理由より座礁及

び転覆することはない（漂流物とならない）。 

● 一時的な着底があったとしても，輸送船は二重船殻構造等，

十分な船体強度を有しており，水位回復後に退避が可能で

ある。 

● また，着底後の引き波による流圧力，あるいは水位回復時

の寄せ波による流圧力に対する転覆の可能性については， 

輸送船の重量及び扁平な断面形状より，その可能性はない。

なお，転覆の可能性に関わる具体的な評価を別紙に示す。 

 

 

 

 

 

添付第 22-3 図 引き波による津波高さと喫水の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 引き波（着底評価） 

引き波高さと喫水の関係を第 5図に示す。第 5図に示すとお

り，輸送船は引き波の最低高さ時には一時的に着底し得るが，

この場合も以下の理由により座礁及び転覆することはなく漂

流物とならない。 

・仮に一時的な着底があったとしても，輸送船は二重船殻構造

等，十分な船体強度を有しており，水位回復後に退避が可能

であり座礁する可能性はない。 

・輸送船の重量及び扁平的な断面形状より，着底後の引き波に

よる流圧力，又は水位回復時の押し波による流圧力に対して

転覆の可能性はない。なお，転覆に関わる評価を別紙に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

第 5図 引き波高さと喫水の関係 

（備考） 

・津波の原因となる地震による地殻変動（＋0.05m）を考慮し

た。 

・引き波高さ（T.P.－2.53m）は，朔望平均干潮位（T.P.－0.81m）

及び 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動（0.2m 沈

下）を考慮している。 

 

 

(2) 引き波（着底評価） 

引き波による津波高さと喫水高さの関係を図４に示す。 

これにより，燃料等輸送船は引き波のピークの際には一時的に

着底し得ることが示されるが，この場合も，以下の理由により座

礁，転覆することはない（漂流物とならない）。 

・一時的な着底があったとしても，燃料等輸送船は二重船殻

構造等，十分な船体強度を有しており，水位回復後に退避

が可能である。 

・また，着底後の引き波による流圧力，あるいは水位回復時

の押し波による流圧力に対する転覆の可能性については，

燃料等輸送船の重量及び扁平な断面形状より，その可能性

はない。 

 

図４ 引き波による津波高さと喫水高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

評価条件の違いによる

相違 

 

 

 

 

 

①津波高さ 

・引き波水位      T.P.-3.88m 

・朔望平均干潮位    T.P.-0.02m 

・潮位のばらつき      -0.17m            ①－②＝3.59m 

合計        T.P.約-4.07m        ＜喫水（３～５ｍ） 

  ②海底面高さ       

・海底面高さ      T.P.-8.00m 

・地盤変動         +0.34m 

T.P.約-7.66m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〈早い津波（引き波）時〉 

喫水３～５ｍ 

引き波（最低水位）T.P.-4.07m 

地盤隆起（0.34m） 

海底面 T.P.-8.0m 

岸壁 

海底面 T.P.-7.66m 

T.P.6.0m 

燃料等輸送船 
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（3） ケース3：引き波による座礁及び転覆評価（退避中） 

柏崎刈羽原子力発電所の港湾内の海底面高さは， 港湾内でほぼ

一定であるため，本ケースにおける引き波高さと喫水との関係は

ケース2 における添付第22-3 図と同等である。 

したがって，図より燃料等輸送船は，退避中，引き波のピーク

の際には一時的に着底し得ることが示されるが，この場合も，前

述と同様，輸送船の船体強度，重量及び形状より，離岸後の輸送

船は，座礁及び転覆することなく，退避可能（漂流物とならない）

と判断できる。 

 

22.4 結論 

朔望平均満潮位・干潮位等の保守的な条件を考慮した場合でも，

燃料等輸送船は，津波高さと喫水高さの関係から寄せ波により物

揚場に乗り上げることはなく，また，緊急退避ができない場合及

び退避中に引き波により一時的に着底した場合でも，座礁及び転

覆しない（漂流物とならない）ことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．結論 

朔望平均満潮位，干潮位等の保守的な条件を考慮し，極めて

短時間に津波が襲来する場合を仮定しても，輸送船は，津波高

さと喫水高さの関係から岸壁に乗り上げることはなく，また，

引き波により一時的に着底したとしても，座礁及び転覆せず漂

流物とならないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 結論 

 朔望平均満潮位，干潮位等の保守的な条件を考慮した場合でも，

燃料等輸送船は，津波高さと喫水高さの関係から寄せ波により荷

揚場に乗り上げることはなく，また，緊急退避ができない場合で

も，引き波により一時的に着底することが考えられるが，船体は

二重船殻構造等，十分な強度を有しており，水位回復後に退避が

可能であり，漂流物とならないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は早く襲来

する津波（海域活断層か

ら想定される地震によ

る津波）が敷地に数分程

度で到達するため，緊急

退避を実施しないこと

から，退避中の評価は実

施しない 
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別紙 

 

燃料等輸送船の着底時の転覆の可能性について 

 

 

本別紙では，燃料等輸送船が物揚場における停泊時及び港湾内

で緊急退避中に引き波により着底することを想定し，その際の転

覆の可能性について評価する。 

 

 

 

 

1．評価条件 

(1) 燃料等輸送船の仕様・形状 

燃料等輸送船の仕様を表 1に，外形図を図 1 及び図 2に示す。 

 

表 1 燃料等輸送船の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 

 

燃料等輸送船の着底時の転覆の可能性について 

 

1．概要 

燃料等輸送船（以下「輸送船」という。）の物揚岸壁におけ

る停泊中及び港湾内で緊急退避中に引き波により着底するこ

とを想定し，その際の転覆の可能性について評価する。 

 

 

 

 

2．評価条件 

(1) 輸送船の仕様・形状 

輸送船の仕様を第 1表に，外形図を第 1図及び第 2図に示す。 

 

第 1表 輸送船の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 

 

燃料等輸送船の着底時の転覆の可能性について 

 

 

本別紙では，燃料等輸送船が荷揚場における停泊時に引き波に

より着底することを想定し，その際の転覆の可能性について評価

する。ここでは，転覆の可能性の観点から，転覆しやすい

よう重心位置が高くなる積荷がない場合の評価結果を示

す。 

 

 

１．評価条件 

(1) 燃料等輸送船の仕様・形状 

  燃料等輸送船の仕様を表１に，外形図を図１及び図２に示す。 

 

表１ 燃料等輸送船の仕様 

項 目 仕様 

満載排水量 約 7,000トン（空荷状態；約 4,000 トン） 

載貨重量トン 約 3,000トン 

喫水 約 5m 

全長 100.0m（垂線間長：94.4m） 

型幅 16.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は早く襲来

する津波（海域活断層か

ら想定される地震によ

る津波）が敷地に数分程

度で到達するため，緊急

退避を実施しないこと

から，退避中の評価は実

施しない 
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図 1 燃料等輸送船外形図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 燃料等輸送船外形図（A-A 矢視） 

 

(2) 転覆モード 

小型の船舶の場合，丸型やV 型の船底を有しているものがある。

このような船舶の場合，図3 に示すとおり引き波により着底した

際には傾きが発生し，この状態で津波による流圧力を受けると転

覆する可能性が考えられる。 

 

 

 

 

第 1図 輸送船外形図 

 

 

 

第 2図 輸送船外形図（Ａ矢視） 

 

(2) 転覆モード 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 燃料等輸送船外形図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 燃料等輸送船外形図（A-A断面） 

 

(2) 転覆モード 

 小型の船舶の場合，丸型や V型の船底を有しているものがある。

このような船舶の場合，図３に示すとおり引き波により着底した

際には傾きが発生し，この状態で津波による流圧力を受けると転

覆する可能性がある。 
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図 3 丸型の船底を有する船舶の着底状態 

 

一方，燃料等輸送船は一般のタンカーなどと同様に図2 で示し

たとおり，断面形状が扁平であり船底が平底型である。このため，

引き波により着底した場合にも傾くことなく安定していると考え

られるが，ここでは保守的に，図4 に示すように燃料等輸送船が

津波を受けた際に船底の端部が海底に引っ掛かり，船底端部周り

に回転する状況を想定し，転覆可能性の評価を行うものとする。 

 

 

 

図 4 想定転覆モード 

 

2．転覆評価 

図4 の転覆モードにおいて燃料等輸送船に働く力とモーメント

を図5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般の船舶の場合，丸型や V型の船底を有しているものがあ

るが，輸送船は第 2図に示すとおり，断面形状が扁平であり船

底が平底型である。このため，引き波により着底した場合にも

傾くことなく安定していると考えられるが，ここでは保守的

に，第 3図に示すように輸送船が津波を受けた際に船底の端部

が海底に引っ掛かり，船底端部周りに回転する状況を想定し，

転覆可能性の評価を行うものとする。 

 

 

 

第 3図 想定転覆モード 

 

3．転覆評価 

第 3図の想定転覆モードにおいて輸送船に働く力とモーメン

トを第 4図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 丸型の船底を有する船舶の着底状態 

 

 一方，燃料等輸送船は一般のタンカーなどと同様に図２で示し

たとおり，断面形状が扁平であり船底が平底型である。このため，

引き波により着底した場合にも傾くことなく安定していると考え

られるが，ここでは保守的に，図４に示すように燃料等輸送船が

津波を受けた際に船底の端部が海底に引っ掛かり，船底端部周り

に回転する状況を想定し，転覆の可能性の評価を行うものとする。 

 

 

 

図４ 想定転覆モード 

 

２．転覆評価 

 図４の転覆モードにおいて燃料等輸送船に働く力とモーメント

を図５に示す。 
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図 5 燃料等輸送船に働く力とモーメント 

 

津波を受けると流圧力FYc によるモーメントN が発生し，船底端

部を中心に燃料等輸送船を回転させる。また，浮力FBr によるモー

メントNB も流圧力によるモーメントN と同じ方向に発生する。一

方，重力FG によるモーメントNG がこれらのモーメントと逆方向に

発生し燃料等輸送船の傾きを戻す。この際，流圧力及び浮力によ

るモーメントにより傾きが増大し，重心位置が回転中心の鉛直線

上を超える場合には転覆する。 

重心位置が回転中心の鉛直線上にあるときの傾きは約60°であ

るため，ここでは傾きを30°と仮定し，流圧力によるモーメントN 

と浮力によるモーメントNB の和と重力によるモーメントNG との

モーメントの釣り合いから転覆しないことを確認する。 

 

重力によるモーメントNG は次式のとおりとなる。 

 

NG=FG×X(GR) 

=7000×5.1 

=35700［tonf·m］ 

 

NG：重力によるモーメント［tonf·m］ 

FG：燃料等輸送船の重量(=満載排水量)［tonf］(=7000) 

X(GR)：重心と回転中心の水平方向距離［m］ (≒5.1) 

 

次に流圧力によるモーメントN は次式にて計算できる。 

 

 

 

 

 

 
第 4図 輸送船に働く力とモーメント 

 

津波を受けると流圧力ＦＹｃによるモーメントＮが発生し，船

底端部を中心に輸送船を回転させる。また，浮力ＦＢによるモ

ーメントＮＢも流圧力によるモーメントＮと同じ方向に発生

する。一方，重力ＦＧによるモーメントＮＧがこれらのモーメ

ントと逆方向に発生し輸送船の傾きを戻す。この際，流圧力及

び浮力によるモーメントにより傾きが増大し，重心位置が回転

中心の鉛直線上を超える場合には転覆する。 

重心位置が回転中心の鉛直線上にあるときの傾きは約 48°

であるため，ここでは傾きを 24°と仮定し，流圧力によるモ

ーメントＮと浮力によるモーメントＮＢの和と重力によるモ

ーメントＮＧとのモーメントの釣り合いから転覆しないこと

を確認する。 

重力によるモーメントＮＧは次式のとおりとなる。 

 

ＮＧ＝ＦＧ×Ｘ（ＧＲ） 

＝4,000×4.5 

＝18,000［tonf•m］ 

 

ＮＧ：重力によるモーメント［tonf•m］ 

ＦＧ：輸送船（空荷状態）の重量［tonf］（＝4,000） 

Ｘ（ＧＲ）：重心と回転中心の水平方向距離［m］（≒4.5） 

 

次に流圧力によるモーメントＮは次式にて計算できる。 

 

 

図５ 燃料等輸送船に働く力とモーメント 

 

 津波を受けると流圧力 FYCによるモーメント Nが発生し，船底端

部を中心に燃料等輸送船を回転させる。また，浮力 FBrによるモー

メント NBも流圧力によるモーメント Nと同じ方向に発生する。一

方，重力 FGによるモーメント NGがこれらのモーメントと逆方向に

発生し，燃料等輸送船の傾きを戻す。この際，流圧力及び浮力に

よるモーメントにより傾きが増大し，重心位置が回転中心の鉛直

線上を超える場合には転覆する。 

 重心位置が回転中心の鉛直線上にあるときの傾きは約 48°であ

るため，ここでは，傾きを 24°と仮定し，流圧力によるモーメン

ト Nと浮力によるモーメント NBの和と重力によるモーメント NGと

のモーメントの釣り合いから転覆しないことを確認する。 

 

 重力によるモーメント NGは次式のとおりとなる。 

 

 NG＝FG×X(GR) 

   ＝4,000×4.5 

     ＝18,000[tonf・m] 

 

   NG：重力によるモーメント [tonf・m] 

   FG：燃料等輸送船の重量（＝空荷状態重量）[tonf](=4,000) 

    X(GR)：重心と回転中心の水平方向距離 [m] (≒4.5) 

 

次に流圧力によるモーメント Nは次式にて計算できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は空荷状態

を考慮 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は空荷状態

を考慮 
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N=FYc×W÷2 

=FYc×d÷2 

 

N：流圧力によるモーメント［tonf·m］ 

FYc：流圧力［tonf］ 

W：水位［m］ 

d：喫水［m］(=5) 

 

ここで，流圧力は受圧面積が最大のときに最も大きくなり，か

つ，流圧力によるモーメントは流圧力の作用点と回転中心との距

離が最大のときに最も大きくなるため，本評価における水位は喫

水と同等とした。 

また，横方向の流圧力FYc を表2 に示す方法で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 横方向流圧力の計算方法 1 ) 

 

 

 

 

 

このとき，流速は図6-1 に示す早く襲来する津波の最大流速

3.2m/s を適用し，横方向流圧力係数を図7 より10 と仮定する。 

 

Ｎ＝ＦＹｃ×Ｗ÷2 

＝ＦＹｃ×ｄ÷2  

 

Ｎ：流圧力によるモーメント［tonf•m］ 

ＦＹｃ：流圧力［tonf］ 

Ｗ：水位［m］ 

ｄ：喫水［m］（＝5） 

 

ここで，流圧力は受圧面積が最大のときに最も大きくなり，

かつ，流圧力によるモーメントは流圧力の作用点と回転中心と

の距離が最大のときに最も大きくなるため，本評価における水

位は喫水と同等とした。 

また，横方向の流圧力ＦＹｃを第 2表に示す方法で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2表 横方向流圧力の計算方法 

 

（出典：VLCCにおける風圧及び流圧の予測 OCIMF刊行） 

 

このとき，流速は第 5図に示す最低水位を示した早く襲来す

る津波の最大流速 2.0m／sを適用し，横方向流圧力係数を第 6

 

 N＝FYC×W÷2 

   ＝FYC×d÷2 

 

   N：流圧力によるモーメント[tonf・m] 

    FYC：流圧力 [tonf] 

    W：水位 [m] 

    d：喫水 [m] (=5) 

 

 ここで，流圧力は受圧面積が最大のときに最も大きくなり，か

つ，流圧力によるモーメントは流圧力の作用点と回転中心との距

離が最大の時に最も大きくなるため，本評価における水位は喫水

と同等とした。 

 また，横方向の流圧力 FYCを表２に示す方法で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 横方向流圧力の計算方法 1) 

 

 

 

 

 

このとき，流速は図６に示す基準津波の最大流速 2.3m/sを適用

し，横方向流圧力係数を図７より 10と仮定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図 6-1 基準津波 3 の水位・流速（物揚場前面） 

 

 

なお，地震等により防波堤が損傷した場合でも，流速は図6-2 に

示すとおり防波堤健全時（図6-1）よりも小さいため，流速条件は

防波堤健全時における流速に包含される。 

 

 

 

図6-2 防波堤損傷時における基準津波3 の流速（物揚場前面） 

 

 

 

 

 

図より 10と仮定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生からの時間（分） 

第 5図 早く襲来する津波の流速 

（最低水位を示したケース，岸壁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 基準津波４の流速（荷揚場近傍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波流速の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基準津波の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価内容の相違 

【柏崎 6/7】 

添付資料 16 において確

認した最大流速を適用 
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図7 横方向の流圧力係数1 ) 

 

参考文献 

1) OCIMF：Mooring Equipment Guidelines 3r d Edition，

pp.178，pp.190，pp.202，2008. 

 

 

上記の表2 によりFYｃは以下のとおりとなる。 

 

FYｃ＝1÷2×10×104.7×3.22×94.4×5 

≒2531000［kgf］ 

=2531［tonf］ 

 

従って，流圧力によるモーメントは以下のとおりとなる。 

 

N=FYc×d÷2 

=2531×5÷2 

≒6328［tonf·m］ 

 

 

 

 

（出典：VLCCにおける風圧及び流圧の予測 OCIMF刊行） 

第 6図 横方向流圧力係数 

 

 

 

 

 

第 2表によりＦＹｃは以下のとおりとなる。 

 

ＦＹｃ＝1÷2×10×104.5×2.0２×94.4×5  

＝986,480［kgf］ 

≒1,000［tonf］ 

 

したがって，流圧力によるモーメントＮは以下のとおりとな

る。 

Ｎ＝ＦＹｃ×ｄ÷2  

＝1,000×5÷2 

＝2,500［tonf•m］ 

 

 

 

 

 

図 7 横方向の流圧力係数 1) 

 

参考文献 

1)  OCIMF：Mooring Equipment Guidelines 3rd Edition，pp.178，

pp.190，pp.202，2008. 

 

 

 表２より FYCは以下のとおりとなる。 

 

   FYC=1÷2×10×104.7×2.32×94.4×5 

     ≒1,308,000 [kgf] 

     ＝1,308 [tonf] 

 

 したがって，流圧力によるモーメント Nは以下のとおりとな

る。 

    N＝FYC×d÷2 

     ＝1,308×5÷2 

     ＝3,270 [tonf・m] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

津波流速等の相違 
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最後に浮力によるモーメントNB は次式にて評価する。 

NB = FBr×X(BR) 

=2500×2.0 

≒5000［tonf·m］ 

 

NB：浮力によるモーメント［tonf·m］ 

FBr：傾いた際の燃料等輸送船の浮力［tonf］ (≒2500) 

X(BR)：浮心と回転中心の水平方向距離［m］ (≒2.0) 

 

以上の結果をまとめると，以下に示すとおり重力によるモ

ーメントNG は流圧力によるモーメントと浮力によるモーメ

ントの和より大きくなるため，燃料等輸送船は転覆すること

はない。 

 

N+NB=6328+5000 

=11328［tonf·m］ < NG=35700［tonf·m］ 

 

3．結論 

燃料等輸送船は着底後に津波による流圧力を受けてもその形状

から通常の状態であれば転覆することはなく，また，保守的に船

底の一部が固定されるような状態を想定した場合であっても転覆

しないことを確認した。 

最後に浮力によるモーメントＮＢは次式にて評価する。 

ＮＢ＝ＦＢｒ×Ｘ（ＢＲ） 

＝1,700×3.0 

＝5,100［tonf•m］ 

 

ＮＢ：浮力によるモーメント［tonf•m］ 

ＦＢｒ：傾いた際の輸送船の浮力［tonf］（≒1,700） 

Ｘ（ＢＲ）：浮心と回転中心の水平方向距離［m］（≒3.0） 

 

以上の結果をまとめると，以下に示すとおり重力によるモー

メントＮＧは流圧力によるモーメントと浮力によるモーメン

トの和より大きくなるため，輸送船は転覆することはない。 

 

 

Ｎ＋ＮＢ＝2,500＋5,100 

＝7,600［tonf•m］ ＜ ＮＧ（＝18,000）［tonf•m］ 

 

4．結論 

輸送船は着底後に津波による流圧力を受けてもその形状から通

常の状態であれば転覆することはなく，また，保守的に船底の一

部が固定されるような状態を想定した場合であっても転覆しない

ことを確認した。 

 

 最後に浮力によるモーメント NBは次式にて評価する。 

   NB=FBr×X(BR) 

    ＝1,700×3.0 

    ＝5,100[tonf・m] 

 

    NB：浮力によるモーメント[tonf] 

    FBr：傾いた際の燃料等輸送船の浮力[tonf]（≒1,700） 

    X(BR)：浮心と回転中心の水平方向距離[m]（≒3.0） 

 

  以上の結果をまとめると，以下に示すとおり重力によるモー

メント NGは流圧力によるモーメントと浮力によるモーメントの

和より大きくなるため，燃料等輸送船は転覆することはない。 

 

 

   N＋NB＝3,270＋5,100 

      ＝8,370 [tonf・m] ＜ NG=18,000 [tonf・m] 

 

３．結論 

燃料等輸送船は着底後に津波による流圧力を受けてもその形状

から通常の状態であれば転覆することなく，また，保守的に船底

の一部が固定されるような状態を想定した場合であっても転覆し

ないことを確認した。 
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添付資料 26 

 

津波監視設備の監視に関する考え方 

 

津波に関する情報は，気象庁から発信される津波情報（日本気

象協会からのファックス受信または，緊急警報ラジオ）や，構内

に設置している津波監視カメラ及び取水槽水位計によって収集す

る。地震・津波が発生した際のプラント運用に関するフローは添

付第26-1 図に示す通り。 

構内に設置する津波監視設備（津波監視カメラ，取水槽水位計）

は，津波襲来状況及び構内の状況を監視するため，昼夜にわたっ

て監視可能な設計としている。監視の考え方について，添付第26-1 

表に纏める。 

 

添付第 26-1 表 津波監視の考え方 

 

 

 

添付資料 19 

 

津波監視設備の監視に関する考え方 

 

津波に関する情報は，気象庁から発信される津波情報（日本気

象協会からのファックス受信又は緊急警報ラジオ）や，構内に設

置している津波監視カメラ及び取水ピット水位計によって収集す

る。地震・津波が発生した際のプラント運用に関するフローは図

1 及び図２に示すとおり。 

構内に設置する津波監視設備（津波監視カメラ，取水ピット水

位計）は，津波襲来状況及び構内の状況を監視するため，昼夜に

わたって監視可能な設計としている。監視の考え方について，表

１に纏める。 

 

表１ 津波監視の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 19 

 

津波監視設備の監視に関する考え方 

 

津波に関する情報は，気象庁から発信される津波情報（日本気

象協会からのデータ受信による警報発報及びパソコン画面への表

示又は緊急警報ラジオ）や，構内に設置している津波監視カメラ

及び取水槽水位計によって収集する。地震・津波が発生した際の

プラント運用に関するフローは添付資料 37 に示すとおり。 

構内に設置する津波監視設備（津波監視カメラ，取水槽水位計）

は，津波襲来状況及び構内の状況を監視するため，昼夜にわたっ

て監視可能な設計としている。監視の考え方について，表１に纏

める。 

 

表１ 津波監視の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,女川 2号】 

島根 2号炉は，地震・津

波時の対応フローを添

付資料 37に記載 
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津波監視カメラの映像は添付第26-2 図に示すフローに従い，中

央制御室にて当直員が監視することを基本とするが，5 号炉緊急

時対策所でもカメラ映像の確認を通して現場状況の確認が可能と

なるよう監視設備を配備する。 

複数箇所で同時にカメラ操作を行い操作信号が重複することを

避けるため，カメラの操作は中央制御室にて実施する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波監視カメラの映像は図３に示すフローに従い，中央制御室

にて当直員が監視することを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波監視カメラの映像は図１に示すフローに従い，中央制御室

にて当直員が監視することを基本とするが，緊急時対策所でもカ

メラ映像の確認を通して現場状況の確認が可能となるよう監視設

備を配備する。 

複数箇所で同時にカメラ操作を行い操作信号が重複することを

避けるため，カメラの操作は中央制御室にて実施する設計とする。 
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添付第 26-1 図 地震・津波時の対応フロー 

 

 

図 1 地震・津波時の対応フロー（大津波警報発令時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,女川 2号】 

島根 2号炉は，地震・津

波時の対応フローを添

付資料 37に記載 
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図 2 地震・津波時の対応フロー（大津波警報発令時以外） 
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添付第 26-2 図 津波監視カメラ運用フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 津波監視カメラ運用フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 津波監視カメラ運用フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 津波（地震）発生 

津波警報が発令 

中央制御室にて運転員が状況を確認 

・敷地前面における津波襲来状況を確認する。 

・津波襲来後における現場状況を確認する。 

得られた情報を事故対応に活用 

録画状況の確認 
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添付資料33 

 

水密扉の運用管理について 

 

33.1 概要 

浸水対策として整備する水密扉については基本的には閉止状態

にある。津波時に扉が確実に閉止されていることを確認するため，

以下の運用管理を行う方針である。 

・発電所内に入所する者に対して， 確実な閉止運用がなされるよ

う， 周知徹底する（ 作業を計画・実施するにあたっての「柏

崎刈羽統一実施事項」として定める。）。 

・水密扉開放時は，現場ブザーにより注意喚起し，閉止忘れを防

止する。中央制御室にて水密扉の開閉状態が確認できるよう監

視設備を設置し，扉「開」状態が， 一定時間続いた場合は，運

転員に告知警報を発生する。 

 

 

・屋外に通じる大物搬入口等の開放は，大津波警報発生時に速や

かに閉鎖できる人員を確保する。 

なお，資機材の運搬や作業に伴い開放する必要がある場合は，

以下を条件に連続開放を可とする運用としている。 

・大津波警報発生後，速やかに閉止できる人員が確保されている

こと。 

・津波警報発発令時には， 当直長からのページング放送等により， 

直ちに水密扉を閉止すること。 

 

 

 

 

添付資料２５ 

 

水密扉の運用管理について 

 

１．概要 

浸水対策として整備する水密扉については，津波時に扉が確実

に閉止されていることを確認するため，以下の運用管理とする方

針である。水密扉監視設備の概略図を図１に示す。 

（１）発電所内に入所する者に対して，確実な閉止運用がなされ

るよう周知徹底する。 

（２）水密扉開放時には，現場ブザーにより注意喚起し，閉止忘

れを防止する。 

（３）水密扉は原則閉運用とし，施錠管理を行う。なお，資機材

の運搬や作業に伴い，水密扉を連続開放する必要がある場合

は，以下の体制がとられていることを条件に，連続開放を可

とし，開放前に発電課長に作業の実施を連絡することとする。 

 

 

 

 

【作業条件】 

・監視人を配置し，緊急時は閉止可能な体制がとられていること。 

 

・津波警報（注意報）発令時には，発電課長からのページング等

により，直ちに水密扉を閉止すること。 

 

 

 

添付資料 23 

 

水密扉の運用管理について 

 

1. 概要 

浸水防止設備として整備する水密扉は通常時閉運用としてお

り，現場での注意表示（水密扉表示，常時閉表示）及び各種手順

書にて閉運用とすることとしている。また，開閉状態の確認のた

め，水密扉に対して，以下により「扉設置場所での“開”状態の

認知性向上」及び「中央制御室での開閉状態の監視」を実施し，

水密扉の閉め忘れを防止している。図１に水密扉監視設備の概略

を示す。 

・発電所内に入所する者に対して，確実な閉止運用がなされる

よう周知徹底する。 

・警報ブザーを扉設置場所に設置する。 

・中央制御室に警報ブザーを設置する。 

 

 

 

なお，資機材の運搬や作業に伴い開放する必要がある場合は，

以下を条件に連続開放を可とする運用としている。 

・津波注意報，津波警報又は大津波警報発令後，速やかに閉止

できる人員が確保されていること。 

・津波注意報，津波警報又は大津波警報発令時には，当直長か

らのページング放送等により，直ちに水密扉を閉止すること。 

（添付資料 23 は柏崎

6/7，女川 2と比較） 
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添付第 33-1 図 水密扉監視設備の概略図 

 

 

33.2 監視対象となる水密扉の位置 

「4.2 浸水防止設備の設計」に記載するとおり，タービン建屋

内の浸水防護重点化範囲の境界において，浸水防止設備として水

密扉を設置している。 

これらの水密扉については，全て中央制御室にて監視が可能な

設計としている。 

なお，タービン水密扉の設置位置は前述の「添付資料14 浸水防

護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実施範囲及び

施工例」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 水密扉監視設備の概略図（開状態） 

 

図１ 監視設備の概略 

 

2. 監視対象となる水密扉の位置 

「4.2 浸水防止設備の設計」に記載するとおり，除じん機エ

リア及びタービン建物の浸水防護重点化範囲の境界において，

浸水防止設備として水密扉を設置している。 

これらの水密扉については，全て中央制御室にて監視が可能

な設計としている。 

なお，水密扉の設置位置は，添付資料９「津波防護対策の設

備の位置付けについて」参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【女川 2】 

島根 2号炉は，監視対象

となる水密扉の位置に

ついて記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

中央制御室 

ブザー 

監視盤 

水密扉 

ハンドル 

スイッチ 

現場ブザー 

現場 
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 添付資料28 

 

 

 

 

 

１号炉取放水路流路縮小工について 

 

 

 

 

１．はじめに 

１号炉取放水路に設置する取放水路流路縮小工（以下「流路縮

小工」という。）は，１号炉海水ポンプ室及び１号炉放水立坑か

ら津波が溢水し２号炉が損傷することを防止するために必要な設

備であり，２号炉申請の中で津波防護施設として整理している。

流路縮小工の設置位置を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料29 

 

 

 

 

 

１号炉取水槽流路縮小工について 

 

 

 

 

１．はじめに 

１号炉取水槽流路縮小工（以下，「流路縮小工」と記す）は，１

号炉取水路を遡上する津波に対して，１号炉取水槽から敷地への

津波の到達，流入を防止するために設置することから，２号炉申

請の中で津波防護施設として整理している。流路縮小工の設置位

置を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉と比較対

象施設が柏崎 6/7 号炉

に無い（以下，女川 2

と比較） 

・対象施設の相違 

 島根２号炉では，流路

縮小工を１号炉取水槽

内に設置する。（以下，

①の相違） 

 

・対象施設の相違 

①の相違 
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図１ 流路縮小工設置位置 

 

２．流路縮小工設置による１号炉への影響について 

（１）流路縮小工の構造概要 

ａ．取水路の流路縮小工（図２参照） 

（ａ）取水路の流路縮小工は，取水路の海水ポンプ室側直

線部に設置する。 

（ｂ）取水路の流路縮小工は，取水路からの敷地への津波

の流入を防止するために設置し，１号炉の補機冷却海

水ポンプ（常用系・非常用系）に必要な海水を取水す

るため，貫通部（φ1.0m×2 条）を設ける。 

 

 

ｂ．放水路の流路縮小工（図３参照） 

（ａ）放水路の流路縮小工は，放水路の放水立坑側に設置

する。 

（ｂ）放水路の流路縮小工は，放水路からの敷地への津波

の流入を防止するために設置し，１号炉の補機冷却海

水ポンプ（常用系・非常用系）からの放水を流下する

ため，貫通部（φ0.5m×1 条）を設ける。 

 

 

図１ 流路縮小工設置位置 

 

２．流路縮小工設置による１号炉への影響について 

（１）流路縮小工の構造概要 

 a．流路縮小工の構造（図２参照） 

 （ａ）既設部 

    流路縮小工の既設部は，鋼製の取水管とする。 

 （ｂ）新設部 

    流路縮小工の新設部は，開口率５割程度とした縮小板，

取付板及び固定ボルトで構成する鋼製の構造物とし，取水

管端部に設置する。 

    新設部材の設置は，取水管フランジの両側に取り付けた

縮小板と取付板を固定ボルトで固定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流路縮小工設置位置

１号炉取水槽流路縮小工
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図２ 取水路の流路縮小工の構造概要 

（水位は津波時のイメージ） 

 

 

 

図３ 放水路の流路縮小工の構造概要 

（水位は津波時のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

縦断図 

  

 

  

流路縮小工拡大イメージ図 

図２ １号炉取水槽流路縮小工の構造例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

①の相違 

 

 

 

 

 

単位：mm

新設部

既設部

▽EL-7100

▽EL+8800

単位：mm

新設部▽EL±0

既設部

取水管

固定ボルト

縮小板
（開口率５割程度）

（縮小板正面図）

（断面図）

縮小板

固定ボルト

取水管

取付板

１号炉取水槽
（取付板正面図）

固定ボルト
取付板

取水管フランジ

流路縮小工（新設部材）

流路縮小工（既設取水管）
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（２）流路縮小工設置による1 号炉取水機能・放水機能への影

響について 

ａ．１号炉取水機能への影響について 

 

 

 

 

 

（ａ）補機冷却海水ポンプ（常用系・非常用系）の取水性

評価 

 

 

 

 

取水路への流路縮小工設置により増加する損失水

頭は約0.01～0.02ｍであり，海水ポンプ室水位は僅か

に低下するものの，ポンプの取水可能最低水位から十

分余裕があることから，プラント停止状態における常

用海水系の取水機能及び事故時における非常用海水

系の取水機能への影響はない（表１，２参照）。 

 

 

 

表１ 流路縮小工設置による1 号炉取水機能（常用系）への影響 

 

※１ 原子炉補機冷却海水ポンプ運転時の流量（960 m3/h×2 台） 

※２ 貝付着代10cm を考慮 

※３ 取水路については，流路縮小工設置後は，設置前のプラン

ト通常運転時と同様，流速は小さいことなどから，通水性

に問題はない。 

※４ 取水路の流路縮小工における局所損失（急拡，急縮）及び

摩擦損失を考慮（「参考２」図２参照） 

 

（２）流路縮小工設置による 1号炉取水機能への影響について 

 

 ａ．1号炉取水機能への影響について 

1 号炉に貯蔵中の使用済燃料の冷却は十分進んでおり，崩

壊熱による発熱量は小さいため，使用済燃料プールの冷却が

停止しても，その水温の上昇は緩やかな状況であるため，こ

こでは流路縮小工設置による原子炉補機海水ポンプへの取水

性について評価した。 

  （ａ）原子炉補機海水ポンプの取水性評価 

 

 

 

 

 

   流路縮小工設置後は，1号炉循環水ポンプは全台停止する

運用とすることから，表１に示すとおり，流速が小さくなり，

損失水頭は低下するため，流路縮小工設置により取水槽内の

水位が低下することはなく，原子炉補機海水ポンプの取水機

能への影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

・運用の相違 

 島根１号炉は，使用済

燃料の冷却が十分進ん

でいる旨記載 

 

・評価条件の相違 

 島根１号炉ではプー

ル冷却のため原子炉補

機海水ポンプを評価対

象とする（以下，②の相

違） 

・運用及び評価結果の相

違 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

 ②の相違 
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表２ 流路縮小工設置による1 号炉取水機能（非常用系）への影

響 

 

※１ 残留熱除去海水ポンプ運転時の流量（545 m3/h×4 台）＋

非常用補機冷却海水ポンプ運転時の流量（390 m3/h＋450 

m3/h） 

※２ 貝付着代10cm を考慮 

※３ 取水路については，流路縮小工設置後は，設置前のプラン

ト通常運転時と同様，流速は小さいことなどから，通水性

に問題はない。 

※４ 取水路の流路縮小工における局所損失（急拡，急縮）及び

摩擦損失を考慮（「参考２」図２参照）。 

 

（ｂ）津波襲来時の海水確保について 

基準津波の引き波時の水位低下に対して，補機冷却海水

ポンプの運転に必要な海水を確保する必要があることか

ら，流路縮小工設置後の水路内貯留量について検討した。 

基準津波による引き波時において，海水面が取水路の流

路縮小工開口部下端（O.P.-4.55m）を下回る時間は約５分

（244 秒）である。また，3.11 地震の余効変動による約0.3m 

の隆起を考慮した場合の流路縮小工開口部下端を下回る時

間は255 秒，今後も余効変動が継続することを想定し3.11 

地震の広域的な地殻変動の解消により約１m 隆起したとし

ても流路縮小工開口部下端を下回る時間は292 秒である。 

なお，津波に伴う水位変動により水路内に海水が繰り返

し流入・流出するが，取水口前面水位が最も低くなる第１

波引き波時の地震発生後45 分～70 分のうち取水路の流路

縮小工開口部下端を下回る時間を保守的にすべて足し合わ

せると362 秒である。また，3.11 地震の余効変動による約

0.3m の隆起を考慮した場合の流路縮小工開口部下端を下

回る時間は393 秒，3.11 地震の広域的な地殻変動の解消に

より約１m 隆起したとしても流路縮小工開口部下端を下回

る時間は539 秒である（図５参照）。 

表１ 流路縮小工設置による 1号炉取水機能への影響 

流路縮小工 循環水ポンプ状態 流量(m3/s) 水路断面積(m2) 流速(m/s) 

設置前 ポンプ運転時 28 約 17.63 約 1.59 

設置後 ポンプ停止時 1 約 8.81 約 0.11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価内容の相違 

島根１号炉における

使用済燃料の冷却は十

分進んでおり，使用済燃

料プールの冷却に対し，

一時的な引き波の影響

は軽微 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

363



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 女川原子力発電所 ２号炉 (2019.11.6版) 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

これに対し，補機冷却海水ポンプが15 分間取水するた

めの貯留量（2,155 m3）以上を確保する設計とする※。１号

炉取水路～海水ポンプ室縦断図を図４に示す。表３のとお

り流路縮小工設置後の水路内貯留量は2,600m3 であり，基

準津波の引き波時に補機冷却海水ポンプの運転に必要な海

水を確保できることを確認した。 

 

 

 

図４ １号炉取水路～海水ポンプ室縦断図 

 

 

図５ １号炉取水口前面における基準津波による水位時刻歴波

形（水位下降側） 

表３ １号炉取水路～海水ポンプ室内貯留量 
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（ｃ）漂流物による閉塞の可能性評価 

基準津波に伴って生じた漂流物が１号炉取水口に到達

して，１号炉取水口及び取水路の流路縮小工を閉塞させる

可能性について評価した。 

図６に示すとおり，１号炉取水口は２号炉取水口と同じ

発電所の港湾内に位置し，離隔は100m 程度であるため，１

号炉取水口が閉塞する可能性の検討において考慮すべき漂

流物は，２号炉取水口が閉塞する可能性で考慮した漂流物

と同様と考えることができる。 

「別添資料１ 2.5(2)津波の二次的な影響による非常用

海水冷却系の機能保持確認」において，上記と同様に２号

炉取水口が閉塞する可能性を評価しており，２号炉取水口

前面に到達する可能性がある施設・設備として，発電所敷

地内からは，車両，カーテンウォールPC 板，キュービクル

類，角落し，３号炉放水口モニタリング架台及びがれき（壁

材等）を考慮し，発電所敷地外からは，車両，コンテナ・

ユニットハウス，小型船舶，油槽所のタンク及びがれき（壁

材，木片，廃プラスチック類等）を考慮したが，２号炉取

水口の取水面積との比較や形状，水面を浮遊することから，

いずれも２号炉取水口を閉塞することはないと評価してい

る。 

 

 

 

１号炉取水口は，２号炉取水口と取水口形状が異なるも

のの，考慮すべき漂流物のうち投影面積が最大となる施

設・設備は車両（約15.2m×約3m）であるのに対して，１号

炉取水口の取水面積（6m×4m，4 口）はこの車両の投影面

積よりも十分に大きいことから，１号炉取水口を閉塞する

ことはない（図７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価内容の相違 

島根１号炉における

使用済燃料の冷却は十

分進んでおり，使用済燃

料プールの冷却に対し，

一時的な漂流物の影響

は軽微 
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図６ １号炉取水口と２号炉取水口の位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

図７ １号炉取水口概要図 

 

１号炉取水口には，呑み口（6m×4m）から約3m 奥（取

水路側）に固定式バースクリーン（鋼製，目開き：200mm，

高さ方向の鋼材間隔：約500mm）が設置されている（写真１）。

そのため，同スクリーンの開口面積よりも小さい漂流物が

取水路へ流入する可能性があるが，取水路の流路縮小工の

貫通部はφ1,000mmであるため，固定式バースクリーンを通

過した小さい漂流物により取水路の流路縮小工が閉塞する

可能性はない。 
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また，固定式バースクリーンは溶接接合した構造となっ

ており，仮に変形するようなことがあっても，個々の鋼材

が分離し漂流物化することや大きな開口が生じることは考

えにくい。 

以上より，取水路の流路縮小工が漂流物によって閉塞す

る可能性はない。 

なお，東北地方太平洋沖地震に伴う津波によって，発電

所港湾内にがれき等の漂流物が到達していたが，各号炉の

取水性への影響はなく，その後に作業船等により撤去して

いる。この実績を踏まえ，津波襲来後には必要に応じて漂

流物を撤去する方針としていることから，補機冷却海水ポ

ンプの取水は可能である。 

 

 

 

 

写真１ １号炉取水口固定式バースクリーン 

 

（ｄ）海生生物の付着による閉塞の可能性 

「火力原子力発電所土木構造物の設計-増補改訂版-（電

力土木技術協会）」によると，暗渠水路における貝等の付

着代は0～200mm に対し，１号炉取水路の至近３回の定期点

検時における調査結果では，貝等の付着厚さは平均で5～

20mm，最大で90mm となっている（表４）。 

取水路に設置する流路縮小工の貫通部はφ1,000mm で

あり，断面縮小に伴い当該区間の流速が増大することによ

り，流路縮小工設置前より当該区間には海生生物が付着し

にくくなる。仮に設置前と同等程度付着したとしても，貫

通部は貝付着厚さに比べて十分大きいことから，付着によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）海生生物の付着による閉塞の可能性 

1号炉取水槽の流路縮小工の開口部は，1箇所あたり直径約

2.4mであり，これまでの取水設備の点検結果から，海生生物

の付着代は最大で 5cm程度であることを確認していることか

ら，海生生物の付着による閉塞の可能性はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・点検結果の相違 
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る閉塞の可能性はない。 

なお，流路縮小工設置後においても定期的な点検と清掃

を行う。 

以上より，海生生物による流路縮小工の閉塞の可能性は

ない。 

 

表４ １号炉取水路における貝付着実績 

（流路縮小工設置前） 

 

ｂ．１号炉放水機能への影響について 

（ａ）補機冷却海水ポンプ（常用系・非常用系）運転時の排水

時溢水評価 

放水路への流路縮小工設置による流路抵抗の増加によ

り，プラント停止状態における常用海水系運転時における

放水立坑水位が約0.64ｍ上昇し，O.P.+2.08ｍとなるもの

の，放水立坑高さのO.P.+14.0ｍより低いことから，１号炉

放水立坑から敷地への溢水は生じない（表５参照）。流路

縮小工設置による抵抗増分に関する検討について，「参考

１」に示す。 

 

表５ 流路縮小工設置による1 号炉放水機能（常用系）への影響 

 

 

なお，流路縮小工設置後においても定期的な点検と清掃を行

う。 

以上より，海生生物による流路縮小工の閉塞の可能性はな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 
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プラント事故時における非常用海水系運転時における

放水立坑水位は，O.P.+2.97ｍとなるものの，放水立坑高さ

のO.P.+14.0ｍより低いことから，１号炉放水立坑から敷地

への溢水は生じない（表６参照） 

 

表６ 流路縮小工設置による1 号炉放水機能（非常用系）への影

響 

 

 

（ｂ）補機冷却海水ポンプ（常用系）運転時の排水性評価 

放水路への流路縮小工設置後のプラント停止状態にお

ける放水立坑水位O.P.+2.08ｍは，原子炉補機冷却海水ポン

プの放水高さO.P.+4.6ｍより低いことから，ポンプの排水

機能（ポンプ性能）への影響はない（図８参照）。なお，

津波時における排水性に関しては，取水側及び放水側の水

位が上昇するため，ポンプ排水性への影響はない。 

 

 

図８ 放水立坑内の原子炉補機冷却海水ポンプ放出配管位置 
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（３）原子炉施設保安規定への影響 

流路縮小工設置による1 号炉停止状態における保安管理

に関する事項として，原子炉施設保安規定（以下「保安規

定」という。）上の影響について以下のとおりまとめた。 

ａ．1 号炉停止状態の保安確保における該当条文 

（ａ）第27 条（計測および制御設備）： 

・中間領域モニタ（動作不能でないことを毎日1 回確

認） 

・中性子源領域モニタ（計数率が3cps 以上であること

を毎日1 回確認） 

・原子炉建屋隔離系計装（原子炉建屋原子炉棟内での

照射された燃料に係る作業時に動作不能でないこと

を指示により確認） 

・中央制御室非常用換気空調系計装（原子炉建屋原子

炉棟内での照射された燃料に係る作業時に動作不能

でないことを指示により確認） 

（ｂ）第36 条（原子炉停止時冷却系その2）： 

・原子炉停止時冷却系が停止した場合においても，原

子炉冷却材温度を100℃未満に保つことができること 

（ｃ）第40 条（非常用炉心冷却系その2）： 

・非常用炉心冷却系2 系列または非常用炉心冷却系1 

系列および復水補給水系1 系列 

・ただし，原子炉内から全燃料が取り出され，かつプ

ールゲートが閉の場合本条文は適用しない 

（ｄ）第49 条（原子炉建屋）： 

・原子炉建屋原子炉等の機能が健全であること（原子

炉建屋原子炉棟内での照射された燃料に係る作業時

において） 

（ｅ）第51 条（非常用ガス処理系）： 

・2 系列が動作可能であること（原子炉建屋原子炉棟

内での照射された燃料に係る作業時において） 

（ｆ）第56 条（使用済燃料プールの水位・水温）： 

・使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水位付近

にあること 

・使用済燃料プールの水温が65℃以下 

（ｇ）第58 条（中央制御室非常用換気空調系）： 

（３）原子炉施設保安規定への影響 

流路縮小工設置による1 号炉における保安管理に関する

事項として，原子炉施設保安規定（以下「保安規定」とい

う。）上の影響について以下のとおりまとめた。 

ａ．1 号炉の保安確保における該当条文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）第143 条（使用済燃料プールの水位および水温） 

・使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水位付近に

あること 

・使用済燃料プールの水温が65℃以下 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 島根１号炉は廃止措

置段階であり，対象条文

が相違 
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・2 系列が動作可能であること（原子炉建屋原子炉棟

内での照射された燃料に係る作業時において） 

（ｈ）第60 条（外部電源その2）： 

・外部電源1 系列が動作可能であること 

（ｉ）第62 条（非常用ディーゼル発電機その2）： 

・非常用交流高圧母線に接続する非常用ディーゼル発

電機を含め2 台の非常用発電設備が動作可能である

こと 

（ｊ）第63 条（非常用ディーゼル発電機燃料油等）： 

・非常用ディーゼル発電機に対し必要量確保されてい

ること 

（ｋ）第65 条（直流電源その2）： 

・直流電源が動作可能であること 

（ｌ）第67 条（所内電源系統その2）： 

・第27 条，第35 条，第36 条および第40 条で要求さ

れる設備の維持に必要な非常用交流高圧電源母線，直

流電源母線および原子炉保護系母線が受電されてい

ること 

 

ｂ．保安規定上直接影響がある条文 

上記ａ．の該当条文の結果から流路縮小工設置に伴い関連

する条文は以下のとおり。 

（ａ）第56 条（使用済燃料プールの水位・水温）： 

・使用済燃料プールの冷却水として，原子炉補機冷却系

を使用しているため 

（ｂ）第62 条（非常用ディーゼル発電機その2）： 

・非常用ディーゼル発電機の冷却水として非常用補機冷

却海水系を使用しているため 

 

ｃ．保安規定上の影響 

上記ａ．及びｂ．の結果から流路縮小工設置後においても，

海水系（原子炉補機冷却海水系，非常用補機冷却海水系）に必

要な流量は確保されていることから，保安規定上要求される事

項への影響がないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．保安規定上直接影響がある条文 

上記ａ．の該当条文の結果から流路縮小工設置に伴い関連

する条文は以下のとおり。 

（ａ）第143 条（使用済燃料プールの水位および水温） 

・使用済燃料プールの冷却水として，原子炉補機冷却系

を使用しているため 

 

 

 

 

ｃ．保安規定上の影響 

(２)の結果から流路縮小工設置後においても，海水系（原

子炉補機冷却海水系）に必要な流量は確保されていることか

ら，保安規定上要求される事項への影響がないことを確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

 ②の相違 
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３．流路縮小工の保守管理について 

流路縮小工については，津波防護施設としての機能及び1 

号炉取水機能・放水機能を維持していくため，別途定める保

全計画に基づき，適切に管理していく。具体的には，取水路

については定期的な抜水による点検・清掃等を実施する。ま

た放水路については定期的な抜水，ダイバー，水中カメラ等

を用いた点検・清掃等を実施することにより，流路縮小工部

の変状の有無等を確認し，変状等が確認された場合には，詳

細な調査等を行うこととする。 

 

４．放水路の貝付着の有無が入力津波に与える影響について 

１号炉放水路は，１系統のみで抜水点検できない構造である

ことから，「貝付着あり」を基本条件としているが，流路縮小

工設置時に施工区間の清掃を実施することから，当該区間を

「貝付着なし」とした場合の入力津波への影響について検討し

た。清掃範囲を図９に示す。影響検討については，入力津波の

設定と同様に一次元不定流の管路解析を実施した。管路解析の

主な解析条件を表７に，解析結果を表８に示す。管路解析の結

果，「貝付着なし」とした場合の評価水位は僅かに高くなるも

のの，入力津波水位に与える影響はないことを確認した。 

 

 

図９ 放水路の流路縮小工施工時の清掃範囲 

 

表７ 管路解析の主な解析条件 

３．流路縮小工の保守管理について 

  流路縮小工については，津波防護施設としての機能及び 1 号

炉取水機能を維持していくため，別途定める保全計画に基づき，

適切に管理していく。 

  具体的には，流路縮小工の縮小板・取付板は腐食代を確保す

るとともに，縮小板・取付板・固定ボルトは腐食防止のため塗

装を行う。なお，固定ボルトに塗装の劣化や腐食等の傾向が確

認された場合には，当該ボルトを交換する。また，潜水士によ

り取水槽内の定期的な点検・清掃を行い，縮小板や固定ボルト

等の流路縮小工の各部位を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 
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表８ 貝付着の有無が入力津波に与える影響 

 
 

５．流路縮小工（取水路）の最小開口径について 

流路縮小工は，１号炉取放水路から敷地への津波の流入を防

止することに加え，１号炉の補機冷却海水ポンプの取水機能に

影響を与えないことが求められる。 

津波の流入防止の観点からは，流路縮小工の開口径（貫通部

の大きさ）を小さく設定した方が，流路抵抗の増大により津波

の水位上昇が抑制されるため効果的である。一方，開口径の縮

小は，海水ポンプ室の水位低下に伴い補機冷却海水ポンプの取

水機能に影響を与える。 

このため，取水路における流路縮小工の最小開口径は，補機

冷却海水ポンプの取水可能最低水位（O.P.-2.43m）を指標とし

て，海水ポンプ室水位がこれを下回らないよう検討した。検討

の結果，開口径φ0.3ｍとしても，海水ポンプ室水位

（O.P.-1.56m）であり，取水可能最低水位を上回ることを確認

している。 

よって，流路縮小工（取水路）の開口径（φ1.0ｍ）は，取

水性に対して十分な裕度を持った開口径である（「参考２」参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．流路縮小工（取水槽）の開口面積について 

流路縮小工は，１号炉取水路から敷地への津波の流入を防止

することに加え，１号炉の補機冷却海水ポンプの取水機能に影

響を与えないことが求められる。 

管路計算の結果を踏まえて，流路縮小工の開口面積を4.4m2

とする構造としている。（２）ａ．（ａ）に示す通り，循環水ポ

ンプを停止運用とすることにより，原子炉補機海水ポンプの必

要流量に対し，十分な開口面積を確保している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

・設備の相違 
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６．流路縮小工部の異常の検知性について 

流路縮小工部が閉塞する可能性はないと評価しているもの

の，仮に閉塞を仮定した場合の検知性について検討する。 

（１）取水路側流路縮小工が閉塞した場合の検知性 

取水路側で閉塞した場合，海水ポンプ室入口水位が低下

傾向を示すため，中央制御室においてその兆候が確認でき

る。また，水位の低下が継続した場合は，「海水ポンプ（Ａ）

または（Ｂ）室入口水位 低」の警報が中央制御室で発報す

ることから，保安規定に紐づくＱＭＳ文書「警報処理運転

手順書」に基づき対応が可能である。 

 

（２）放水路側流路縮小工が閉塞した場合の検知性 

放水路側で閉塞した場合，流路縮小の上流側である放水

立坑の水位が上昇し，反対に下流側である放水口側の水位

は低下する（外洋の水位による）ことになるため，以下に

より検知が可能であり，いずれの事象においても，中央制

御室での警報確認後，保安規定に紐づくＱＭＳ文書「警報

処理運転手順書」に基づき対応が可能である。 

ａ．流路縮小工下流側にある，排水路試料採取設備異常が発

生する。 

ｂ．放水立坑水位の上昇により，補機冷却海水ポンプ（常用

系）の排水性が確保できなくなることから，補機冷却海

水ポンプ（常用系）の過負荷トリップや冷却水の温度

「高」等の異常が発生する。なお，この場合でも放水立

坑水位は最高でもO.P.+13ｍ程度であり，敷地へ溢水す

ることはない。 

 

７．まとめ 

流路縮小工を設置することによる影響について，以下のとお

り確認した。 

（１）１号炉取水機能への影響 

 

 

 

 

 

５．流路縮小工部の異常の検知性について 

流路縮小工部が閉塞する可能性はないと評価しているもの

の，仮に閉塞を仮定した場合の検知性について検討する。 

 

流路縮小工が閉塞した場合，取水槽水位が低下傾向を示

すため，「取水槽水位低」の警報が中央制御室において発

報することにより検知可能であり，保安規定に紐づくＱＭ

Ｓ文書「設備別運転要領書 別冊 警報発生時の措置」に

基づき対応が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．まとめ 

流路縮小工を設置することによる影響について，以下のとお

り確認した。 

（１）１号炉取水機能への影響 

1号炉に貯蔵中の使用済燃料の冷却は十分進んでおり，崩壊

熱による発熱量は小さいため，使用済燃料プールの冷却が停止

しても，その水温の上昇は緩やかな状況であることを踏まえ，

流路縮小工の設置による取水機能への影響を以下のとおり確

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 島根１号炉は，使用済

燃料の冷却が十分進ん

でいる旨記載 
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ａ．プラント停止状態における常用海水系の取水機能及び事

故時における非常用海水系の取水機能への影響はない。 

ｂ．基準津波による水位の低下に対して冷却に必要な海水が

確保される。 

ｃ．漂流物による流路縮小工部の閉塞の可能性はない。 

ｄ．海生生物による流路縮小工部の閉塞の可能性はない。 

 

 

（２）１号炉放水機能への影響 

ａ．１号炉放水立坑から敷地への溢水は生じない。 

ｂ．補機冷却海水ポンプ（常用系）の排水機能への影響はな

い。 

（３）流路縮小工設置後においても，海水系（原子炉補機冷却

海水系，非常用補機冷却海水系）に必要な流量は確保さ

れていることから，保安規定上要求される事項への影響

がないことを確認した。 

（４）流路縮小工については，津波防護施設としての機能及び1 

号炉取水機能・放水機能を維持していくため，別途定め

る保全計画に基づき，適切に管理していく。 

 

（５）流路縮小工（取水路）の開口径をφ0.3ｍとしても補機冷

却海水ポンプの取水可能最低水位を上回り，流路縮小工

（取水路）の開口径（φ1.0ｍ）は，取水性に対して十

分な裕度を持った開口径である。 

（６）流路縮小工部が閉塞する可能性はないと評価しているも

のの，仮に閉塞を仮定した場合の検知性について評価

し，中央制御室で異常を検知（警報の確認）した後，保

安規定に紐づくＱＭＳ文書「警報処理運転手順書」に基

づき対応が可能であることを確認した。 

 

参考１ 取放水路流路縮小工（1 号炉放水路）設置に伴い増加す

る抵抗（損失）について 

参考２ 流路縮小工の開口径設定の考え方 

参考３ 流路縮小工の津波時の流速による構造成立性 

参考４ 流路縮小工の設置に伴う放水立坑の水位について，貝付

 

ａ．非常用海水系の取水機能への影響はない。 

 

 

 

 

ｂ．海生生物による流路縮小工部の閉塞の可能性はない。 

 

 

 

 

 

 

（２）流路縮小工設置後においても，原子炉補機冷却海水系に

必要な流量は確保されていることから，保安規定上要求

される事項への影響がないことを確認した。 

 

（３）流路縮小工については，津波防護施設としての機能及び1 

号炉取水機能を維持していくため，別途定める保全計画

に基づき，適切に管理していく。 

 

（４）流路縮小工の開口面積（4.4m2）は，原子炉補機冷却海水

ポンプの必要流量から十分な開口面積である。 

 

 

（５）流路縮小工部が閉塞する可能性はないと評価しているも

のの，仮に閉塞を仮定した場合の検知性について評価

し，中央制御室で異常を検知（警報の確認）した後，保

安規定に紐づくＱＭＳ文書「設備別運転要領書 別冊 

警報発生時の措置」に基づき対応が可能であることを確

認した。 

 

  

 

 

 

・評価条件の相違 

 ②の相違 

・評価内容の相違 

島根１号炉における

使用済燃料の冷却は十

分進んでおり，使用済燃

料プールの冷却に対し

て一時的な引き波・漂流

物の影響は軽微 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

 

・評価条件の相違 

 ②の相違 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 
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着等の保守的な条件を考慮した場合の２号炉の安全性

等への影響 

参考５ 流路縮小工の施工方針及び常時における津波防護機能

維持の確認方法 

 

 

 

参考１ 

 

取放水路流路縮小工（1 号炉放水路）設置に伴い増加する抵抗

（損失）について 

 

流路縮小工の設置に伴い，①急縮による抵抗（損失），②急拡

による抵抗（損失），③摩擦による抵抗（損失）が働く。放水路

を対象とした管路解析（補機冷却系運転時）から得られる流路縮

小工内の流速（𝑈2＝2.7m/s）を用いて，各抵抗（損失）を算定し

た結果を以下に示す。 

 

補機冷却系運転時の管路内の流速が遅いことから，その抵抗（損

失）は小さいものとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・結果の相違 

流路縮小工設置により

循環水ポンプ停止運用

とするため，流速が小さ

くなり，抵抗も小さくな

る。 
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表 各局所損失の算定式 

 

 

 

参考２ 

 

流路縮小工の開口径設定の考え方 

 

流路縮小工に求められる要求事項及び開口径の設定に関する留

意点を以下に示す。また，開口径の設定の流れを図１に，流路縮

小工設置による抵抗（損失）の概念図を図２に，開口径の大小に

よる機能への影響を表１に示す。 

 

（１）流路縮小工に求められる要求事項 

【取放水路から敷地への津波の流入防止】 

① 基準津波による水位の上昇高さが施設高さを上回らないこ

と（構造成立性を含む）。 

【津波時における非常用海水冷却系の取水機能】 

② 基準津波による水位の低下に対して冷却に必要な海水が確

保（貯留）できること。 

③ 基準津波による水位の低下に対して取水機能が確保できる

こと（補機冷却海水ポンプの取水機能維持）。 

【非津波時における取水・放水機能※】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

 島根２号炉では，後述

する参考２において，角

落とし付近にて開口率

を３割とすることで溢

水防止対策の成立性の

見通しが確認できたこ

とを示している。 
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④ 非津波時の取水機能が確保できること（補機冷却海水ポン

プの取水機能維持）。 

⑤ 非津波時の放水機能が確保できること（放水立坑から溢水

しないこと，補機冷却海水ポンプの放水機能維持）。 

※ 通水性の確保を前提とする。 

 

（２）開口径の設定に関する留意点 

① 基準津波による水位の上昇高さが施設高さ以下となる，十

分な抵抗（損失）が得られる開口径であること（水位上昇

側の観点）。 

② 流路縮小工設置に伴う抵抗（損失）の増加が，津波時及び

非津波時の取水機能（補機冷却海水ポンプの機能保持）に

影響を及ぼさない開口径とすること（水位下降側の観点）。 

③ 非津波時の放水機能が確保できる開口径を有しているこ

と。 

 

図１ 開口径の設定の流れ 
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参考３ 

 

流路縮小工の津波時の流速による構造成立性 

 

 

津波時流速が作用した場合において，構造成立性に関する既往

知見について整理するとともに，それを踏まえ流路縮小工の各部

位が損傷し要求機能を喪失しうる事象（例えば，津波による作用

水圧や貫通部の高流速により躯体安定性が確保できない，すりへ

りや負圧により損傷する）を抽出し，これらの損傷モードの発生

可能性を評価する。これを踏まえ，構造成立性を示す。 

 

 

 

 

 

 

（１）構造成立性に関する既往知見の整理 

 

流路縮小工の各部位が損傷し要求機能を喪失しうる事象

の抽出にあたり，既往知見を整理した結果を以下に示す。 

 

流路縮小工は，補機冷却海水ポンプ流量の通水が可能な貫通

部を確保しつつ，断面をコンクリートで閉塞する構造であ

る。「土地改良事業計画設計基準 設計[ダム] 技術書[コン

クリートダム編]（H15.4，農林水産省）」によれば，作用水

圧に対して閉塞工がせん断破壊，滑動，円板としての曲げに

対する安定性の観点から，必要閉塞工長を設定することとさ

れている。また，同様に「多目的ダムの建設－平成１７年版 

第６巻 施工編（（財）ダム技術センター）」では，作用水

圧に対して確実な止水を行うため，プラグ※そのものが水圧

によって破壊しないこと，プラグが抜けないことが求められ

るとしている。 

※ プラグとは，水路トンネルを閉塞するコンクリート

のことである。 

 

参考１ 

 

１号炉取水槽流路縮小工の構造成立性 

 

 

 １号炉取水槽流路縮小工（以下，「流路縮小工」と記す）は津波

防護施設であることから，基準地震動Ｓｓによる地震荷重や基準

津波による津波荷重に対し，構成する部材が概ね弾性域内に収ま

るよう設計する。 

 ここでは，地震荷重や流水圧等の津波荷重により流路縮小工を

構成する部材が曲げやせん断等により損傷する以外に，津波時流

速が作用した場合の構造成立性に関する既往知見について整理す

るとともに，それを踏まえ，流路縮小工の各部位が損傷して要求

機能を喪失しうる事象（例えば，津波による作用水圧や縮小部の

流速により躯体安定性が確保できない等）を整理する。これらの

損傷モードの発生可能性を評価し，設計・施工上の配慮事項を整

理した上で，構造成立性を示す。 

（１）津波時流速が作用した場合の構造成立性に関する既往知見

の整理 

   流路縮小工の各部位が損傷して要求機能を喪失しうる事象

の抽出にあたり，津波時流速が作用した場合の構造成立性に

関する既往知見を整理した結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

・資料構成の相違 

 島根２号炉の流路縮

小工では，地震荷重や津

波荷重に対する設計方

針や構造成立性の見通

しについて，津波時流速

が作用した場合の構造

成立性に関する知見も

踏まえて示している（以

下，③の相違） 

 

 

・資料構成の相違 

 ③の相違 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 
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津波時には，流路縮小工貫通部を高流速の津波が通過する。

「水門鉄管技術基準（水圧鉄管・鉄鋼構造物編）平成29 年

版（（社）水門鉄管協会）」によれば，水圧鉄管の固定台（ア

ンカーブロック）の設計において，考慮すべき外力として，

管の重量（管傾斜による推力）や湾曲部に作用する遠心力等

に加え，管内流水の摩擦による推力が挙げられる。 

 

津波時には，流路縮小工貫通部を高流速の津波が通過する。

「建設省河川砂防技術基準（案）同解説 設計編［Ⅰ］」に

よれば，ダムの放水設備について，流水に接する構造物の表

面は，流水による洗堀や摩耗の軽減に配慮して設計するとと

もに，流速が大きい場合には，流水やキャビテーションによ

る摩耗や浸食の対策を考える必要があり，施工上生じたコン

クリート面の不整や段差がキャビテーションの原因となる

ことも予想されるとしている。 

 

 

 

 

津波時には，流路縮小工前後及び貫通部に砂礫を含んだ海水

の流れが生じる。「コンクリート診断技術[基礎編]’19 日

本コンクリート工学会」によれば，ダムや水路などの水路構

造物は，流水に砂礫を含むとすりへりによる損傷が増大する

とされている。 

 

流路縮小工は，流路断面が縮小されることから，流路縮小工

前面と貫通部の間で津波流速の変化が生じる。「コンクリー

ト診断技術[基礎編]’19 日本コンクリート工学会」によれ

ば，凹凸や急激な屈曲をもつコンクリート表面に沿って高速

の水が流れる場合などに局部的な圧力低下が加わると，その

下流は負圧となって空洞を生じ，水の流れが圧力の高いとこ

ろに移動すると水蒸気の気泡は急激に圧潰され壁面に大き

な衝撃を与えて，ピッチング損傷を与えるとされている。 

 

 

 

  ・津波時には，流路縮小工による開口部を高流速の津波が通

過する。「水門鉄管技術基準（水圧鉄管・鉄鋼構造物編）平

成 29 年版（（社）水門鉄管協会）」によれば，水圧鉄管の

固定台（アンカーブロック）の設計において，考慮すべき外

力として，管の重量（管傾斜による推力）や湾曲部に作用す

る遠心力等に加え，管内流水の摩擦による推力が挙げられ

る。 

  ・津波時には，流路縮小工による開口部を高流速の津波が通

過する。「建設省河川砂防技術基準（案）同解説 設計編

[Ⅰ]」によれば，ダムの放水設備について，流水に接する

構造物の表面は，流水による洗掘や摩耗の軽減に配慮して

設計するとともに，流速が大きい場合には，渦や流水によ

る摩耗や浸食の対策を考える必要があるとしている。島根

２号炉の津波時に流入する海水については，参考資料に示

すとおり，輪谷湾の底質は岩及び砂礫で構成されており，

島根２号炉の基準津波における砂移動の検討結果から取水

口及び取水槽付近の砂の最大堆積厚さが小さく，砂の流入

は少ないことから，海水に含まれる砂等による影響は小さ

いと判断する。 

 

 

 

 

 

 

  ・流路縮小工は，流路断面が縮小されることから，流路縮小

工前面と流路縮小工による開口部の間で津波流速の変化が

生じる。「ダム・堰施設技術基準（案）平成 23 年版（（社）

ダム・堰施設技術協会）」によれば，高流速の水が流れる放

流管内では，管路の湾曲や壁面の凹凸によって局所的に圧

力降下が生じ，その下流は負圧となって空洞を生じ，水の

流れが圧力の高いところに移動すると水蒸気の気泡は急激

に圧潰され壁面に著しい損傷を与えるとしている。 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 

 

 

 

・対象施設の相違 

① 相違 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

 ①の相違 
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（２）要求機能を喪失しうる事象の抽出 

前述を踏まえ，流路縮小工各部位が損傷し要求機能を喪失

しうる事象を抽出し，これに対する設計・施工上の配慮を整

理した。表１及び表２に整理結果を示す。 

 

表１ 津波時の流速により要求機能を喪失しうる事象と設計・施

工上の配慮事項（流路縮小工全体） 

 

 

表２ 津波時の流速により要求機能を喪失しうる事象と設計・施

工上の配慮事項（流路縮小工貫通部） 

 

 

 

 

 

 

（２）要求機能を喪失しうる事象の抽出 

   前述を踏まえ，流路縮小工各部位が損傷により要求機能を

喪失しうる事象を抽出し，これに対する設計・施工上の配慮

を整理した。表１～表３に整理結果を示す。 

 

表１ 地震荷重や津波荷重により要求機能を喪失しうる事象と設

計・施工上の配慮事項（新設の鋼製部材） 

  

 

表２ 地震荷重や津波荷重により要求機能を喪失しうる事象と設

計・施工上の配慮事項（取水管） 

   

表３ 津波時流速により要求機能を喪失しうる事象と設計・施工

上の配慮事項（流路縮小工全体） 

   

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失しうる事象 設計・施工上の配慮 照査

新設の鋼製部材

・地震荷重や津波荷重により，縮小板が曲げ破壊又はせん
断破壊することで津波防護機能を喪失する。
・縮小板から伝達する荷重により，取付板及び固定ボルトが
破断し，津波防護機能を喪失する。

・縮小板に生じる断面力による応力度が，許容限界以下であることを
確認する。
・取付板及び固定ボルトについては，各部位に生じる断面力による応
力度が，許容限界以下となるように詳細設計段階で設計する。 ○

（構造
成立性の
見通しの
確認にお
いては縮
小板を評
価対象と
する）

・開口部における流水の摩擦により推力が生じ，縮小板が曲
げ破壊又はせん断破壊することで津波防護機能を喪失する。
・縮小板から伝達する荷重により，取付板及び固定ボルトが
破断し，津波防護機能を喪失する。

・津波時及び重畳時の津波荷重として，流水の摩擦による推力を考
慮する。

○
（構造
成立性の
見通しの
確認にお
いては縮
小板を評
価対象と
する）

正面図 断面図

正面図 断面図

推力

抵抗力

FLOW

地震荷重

鋼製部材
（新設）

津
波
荷
重

正面図 断面図

地震荷重

鋼製部材
（新設）

津
波
荷
重

正面図 断面図

推力

抵抗力

FLOW

部位の名称 要求機能を喪失しうる事象 設計・施工上の配慮 照査

取水管

・地震荷重や新設の鋼製部材から伝達する津波荷重により，
取水管が曲げ破壊，せん断破壊又は引張破壊することで，
津波防護機能を喪失する。
・地震荷重や新設の鋼製部材から伝達する津波荷重により，
取水管フランジが曲げ破壊又はせん断破壊することで，津
波防護機能を喪失する。

・取水管に生じる断面力による応力度が，許容限界以下であることを
確認する。

○

断面図（管軸直交方向） 断面図（管軸方向）

地震荷重

取水管

津
波
荷
重

取水管

取水管フランジ

断面図（管軸直交方向） 断面図（管軸方向）

地震荷重

取水管

津
波
荷
重

取水管

取水管フランジ

設備の名称 要求機能を喪失しうる事象 設計・施工上の配慮 照査

流路縮小工
全体

・急縮部・急拡部で発生する砂や貝を含んだ渦や流水による
摩耗(エロージョン摩耗※1)によって形状に変化が生じ，津波
防護機能を喪失する。

・「建設省河川砂防技術基準（案）同解説 設計編[Ⅰ]」によれば，
渦や流水による摩耗は経年劣化による損傷である。常時の流路縮小
工による開口部の流速が0.11m/sと遅いこと，前述のとおり流水に砂
がほとんど含まれないこと及び貝については定期的な清掃により貝を除
去する保守管理方針とすることから，摩耗による流路縮小工の健全
性への影響は小さいと判断する。
・津波は短期的な事象であるが，安全側に以下の配慮を行う。「水門
鉄管技術基準（水圧鉄管・鉄鋼構造物編）平成29年版
（（社）水門鉄管協会）」によれば，管の摩耗による板厚の減少に
対して余裕厚を確保する方法が用いられていることから，新設の鋼製
部材に対して適切な余裕厚を詳細設計段階で設定する。

－

・急縮部に高速な津波が流れ込むことよる局部的な圧力降
下によって，その下流は負圧となって空洞を生じ(キャビテー
ション) ，圧力が高まる急拡部付近に移動すると，水蒸気
の気泡は急激に圧潰され，壁面に損傷を与えることにより，
形状に変化が生じ，流路縮小性能を喪失する(ピッチング損
傷)。

・「ダム・堰施設技術基準（案）平成23年版（（社）ダム・堰施設
技術協会）」によれば，円形断面で出口面積が３～４m2未満の放
流管を「小容量放流管」とし，小断面で管内流速が10m/sを超える
場合は圧力降下を生じる可能性があるとしている。一方で，流路縮
小工は円形断面で出口面積が4.5m2程度を確保し，管路解析の
結果から１号炉取水槽における津波時の流速が最大でも9.4m/sで
あることから，圧力降下が生じる可能性は小さく，キャビテーションによ
る流路縮小工の健全性への影響は小さいと判断する。

－

正面図 断面図

FLOW

正面図 断面図

FLOW
気泡の圧潰

※1：エロージョン摩耗とは，液体粒子・固体粒子あるいは液体の流れが角度をなして物体表面に衝突することで生じる摩耗である、
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（３）流路縮小工全体の構造成立性 

 

津波時における流路縮小工全体の構造成立性について，国

や地方自治体等のダムの水路閉塞において，多数の実績を有

する「土地改良事業計画設計基準 設計[ダム] 技術書[コン

クリートダム編]（H15.4，農林水産省）」の評価手法（次頁

に示す）に基づき，評価を行った。 

同基準によれば，打設面のせん断強さからの必要閉塞長

さ，滑動に対する必要閉塞長さ，周辺が固定の円板としての

必要閉塞長さの３つの観点から，これを全て満足するよう

に，必要閉塞長を算定することとされている。 

評価の結果，以下のとおり，流路縮小工は，津波時に作用

する外力に対して十分な安定性を有していることを確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）流路縮小工全体の構造成立性の見通しの確認 

 ａ．概要及び評価方針 

   流路縮小工全体の構造成立性の見通しについて以下に示

す。 

   流路縮小工は，津波防護施設であり，津波時及び地震時に

おいて開口面積を確保する必要があるため，部材が降伏しな

いことが求められる。流路縮小工は開口率５割程度とした縮

小板，取付板及び固定ボルトで構成する鋼製部材を取水管端

部に設置し，取水管は取水槽北側壁を貫通して設置している

ことから，取水槽北側壁が間接支持部材となり，部材が終局

状態に至らないことが求められる。 

   なお，流路縮小工は鋼材で構成することから，部材の許容

限界は「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，2005改定）」に基づき設定し，取水槽北側壁は鉄筋

コンクリート部材で構成されていることから，部材の許容限

界は「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指

針・マニュアル（土木学会，2005）」に基づき設定する。 

   以上のことから，構造成立性の見通しの確認における，各

部位に必要な性能に係る許容限界は，表４に示すとおり設定

する。 

 

縦断図 

 
 流路縮小工拡大イメージ図 

図１ 流路縮小工及び流路縮小工を間接支持する部材 

・資料構成の相違 

 ③の相違（島根２号炉

の（３）章における相違

理由は，以下，同様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北）（南）

鋼製部材
（新設）

取水管

取水槽北側壁

縮小板

固定ボルト

取水管

取付板

１号炉取水槽

取水槽北側壁

流路縮小工（新設部材）

流路縮小工（既設取水管）
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ａ．荷重条件 

津波時荷重として，津波時の静水圧※１，流水圧※２，

及び流水の摩擦による推力※３を考慮する。 

※１ 取放水口前面の最大津波水位から算定（取水口前

面：O.P.+20.78m，放水路前面： O.P.+20.02m ）。 

※２ 「漂流物対策施設設計ガイドライン（H26.3 沿岸

表４ 構造成立性の見通しの確認における要求機能に応じた許容

限界 

 

 ｂ．縮小板のモデル化方針 

   流路縮小工の縮小板は，図２に示すとおり，取水管端部の

フランジを挟んで取付板とボルト接合し，鋼製部材が地震荷

重や津波荷重により一体的に応答するモードとなることか

ら，有孔円の固定板としてモデル化する。 

 

図２ 縮小板のモデル化方針 

 

 ｃ．荷重組合せ 

   流路縮小工の設計においては，以下のとおり，常時荷重，

地震荷重及び津波荷重を適切に組合せて設計を行う。 

①地震時：常時荷重＋地震荷重 

②津波時：常時荷重＋津波荷重 

③重畳時：常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切

に考慮する。（添付資料20参照） 

 

 ｄ．荷重条件 

   流路縮小工の設計において考慮する荷重は，以下のように

設定する。 

 （ａ）常時荷重 

    自重を考慮する。 

 （ｂ）地震荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（正面図）

取水管

固定ボルト

縮小板

（断面図）

縮小板

固定ボルト

取水管

取付板

１号炉取水槽

（北）（南）

取水管フランジ
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技術センター・寒地港湾技術研究センター）」及

び「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港

湾協会）」に基づく評価式により算定。津波時流

速は，管路解析による流路縮小工前面及び背面の

最大流速に基づき保守的に10m/s と設定（取水路

2.7m/s，放水路6.5m/s）（満管時のみを対象） 

※３ 貫通部内の津波時流速によって貫通部に生じる

摩擦による推力を水門鉄管技術基準（水圧鉄管・

鉄鋼構造物編）平成29 年版（（社）水門鉄管協会） 

に基づく評価式により算定。津波時流速は，管路

解析による流路縮小工貫通部の最大流速に基づき

保守的に20m/s と設定（取水路13.0m/s，放水路

14.3m/s）（満管時のみを対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    基準地震動Ｓｓを考慮する。なお，構造成立性の見通し

の確認においては，取水槽底版の水平方向１次固有周期に

おける加速度応答スペクトルが最も大きい基準地震動Ｓｓ

－Ｄを用いる。 

 

 （ｃ）津波荷重 

    津波時の静水圧，流水圧及び流水の摩擦による推力を考

慮する。 

    静水圧は，津波時及び重畳時において，以下の管路計算

により算定された流路縮小工の上流側と下流側の水位差か

ら算定し，上流側と下流側の水位差が最大となる時の水位

差から求める。なお，重畳時は管路計算における流路縮小

工上流側の水位が最大となる時の水位差からも算定する。 

    ・津波時（対象：日本海東縁部に想定される地震による

津波（基準津波１，２，３，５，及び６）） 

     流路縮小工上流側 EL+7.51m，流路縮小工下流側

EL-0.75m 

    ・重畳時（対象：海域活断層に想定される地震による津

波（基準津波４）） 

     流路縮小工上流側 EL+1.64m，流路縮小工下流側

EL+1.63m 

    流水圧は，流路縮小工が水中の部材で構成されることか

ら，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会）」

に基づく評価式により算定する。なお，津波の流速は，管

路計算による流路縮小工地点の最大流速に基づき保守的

に，津波時は 9.5m/s，重畳時は 5.5m/sと設定する。 

 

    流水の摩擦による推力は，「水門鉄管技術基準（水圧鉄

管・鉄鋼構造物編）平成 29年版（（社）水門鉄管協会）」に

基づく評価式により算定する。 

 

 （ｄ）余震荷重 

    海域活断層に想定される地震による津波荷重に組み合わ

せる余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる荷重を設

定する。（添付資料 22参照） 
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ｂ．評価結果 

評価結果を表３に示す。また，津波時の荷重作用イメージ

を図１に示す。 

なお，評価式の概要を「c．評価式」に，評価結果の詳細

を「d．算定結果」に示す。 

 

 

表３ 評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｅ．評価方法 

 （ａ）地震時 

    地震時の検討では，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解

析を実施し，部材の発生応力度が許容限界を超えないこと

を確認する。 

    地震時の縮小板に作用する水平方向荷重イメージは図３

に示すとおりであり，動水圧は以下の Westergaard 式から

算定する。 

 

    ・動水圧（Westergaard式） 

 

 

 

図３ 地震時の流路縮小工の縮小板に作用する水平方向荷重イメ

ージ 
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図１ 津波時の荷重作用イメージ※ 

※ P1,P2 の算定にあたっては，流路縮小工には貫通部がある

が，表１の設計・施工上の配慮に示すとおり，保守的に開口が無

いものとみなし，縮小工全体に荷重が作用することとして評価す

る（P3 については貫通部のみに作用）。また，縮小工の敷地側に

は内水がないものとして評価する。 

 （ｂ）津波時 

    津波時の検討では，入力津波による津波荷重を作用させ，

部材の発生応力度が許容限界を超えないことを確認する。 

    津波時の縮小板に作用する水平方向荷重イメージは図４

に示すとおりであり，流水圧及び流水の摩擦による推力は

下式から算定する。 

 

    ・流体力 

   

 

・推力 

    

  

図４ 津波時の流路縮小工の縮小板に作用する水平方向荷重イメ

ージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（=0.2D-1/3）
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 （ｃ）重畳時 

    重畳時の検討では，余震荷重及び津波荷重を作用させ，

部材の発生応力度が許容限界を超えないことを確認する。 

    重畳時の縮小板に作用する水平方向荷重イメージは図５

に示すとおりであり，構造成立性の見通しの確認では，流

路縮小工に作用する荷重が大きい，管路計算による流路縮

小工上流側の水位が最大となる時の静水圧及び動水圧を考

慮する。 

 

  

図５ 重畳時の流路縮小工の縮小板に作用する水平方向荷重イメ

ージ 

 

 （ｄ）作用荷重を踏まえた構造成立性の見通しの確認における

検討ケースの絞り込み 

    流路縮小工の縮小板に作用する地震時，津波時及び重畳

時の荷重について，水平方向の荷重を比較すると，表５に

示すとおり，津波時の作用荷重が大きいことから，構造成

立性の見通しの確認においては，津波時について評価を行

うとともに，南北方向を評価対象断面に設定する。 

 

表５ 地震時，津波時及び重畳時における流路縮小工の縮小板に

作用する水平方向荷重比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流路縮小工
縮小板
概算重量

地震時 津波時 重畳時

荷重
評価設計

震度

荷重内訳
荷重
合計

荷重内訳
荷重
合計

設計
震度

荷重内訳
荷重
合計水平

慣性力
動水圧 静水圧 静水圧 流水圧※ 水平

慣性力
動水圧 静水圧 流水圧※

25kN
Ｋh=
0.71

18
kN

634
kN

34
kN

686
kN

609
kN

682
kN

1291
kN

Ｋh=
0.36

9
kN

391
kN

1
kN

229
kN

630
kN

重畳時 ＜
地震時 ＜
津波時

※流水の摩擦による推力は，津波時で0.06kN，重畳時で0.02kNであり，流水圧等に比べて十分小さいことから，流水圧に含めて整理した。
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ｃ．評価式 

評価式を以下に示す。 

（a） 安定性の確保のために必要な長さ 

・せん断に対する安定性から求まる必要長さＬ１ 

 

・滑動に対する安定性から求まる必要長さＬ２ 

 

 ｆ．評価式 

   評価式を以下に示す。 

 （ａ）流路縮小工（縮小板） 

    ・曲げに対する評価式 

縮小板に生じる曲げ応力度を下式から算定し，表６に

示す鋼材の短期許容応力度以下であることを確認する。 

     

    ここに， σ：曲げ応力度 

         Ｍ：曲げモーメント 

         Ｚ：断面係数 

 

表６ 曲げに対する短期許容応力度 

 

 

  ・せん断に対する評価式 

   縮小板に生じるせん断応力度を下式から算定し，表７に

示す短期許容応力度以下であることを確認する。 

    

    ここに， τ：せん断応力度 

         Ｑ：せん断力 

         Ａ：断面積 

 

表７ せん断に対する短期許容応力度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用材料

短期許容応力度
（N/mm2）

曲げ

SS400（板厚t≦40mm） 235

使用材料

短期許容応力度
（N/mm2）

せん断

SS400（板厚t≦40mm） 135
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・曲げに対する安定性から求まる必要長さＬ３ 

 

 

（b） 作用水圧の算定 

 

 

 

 

 

 

 （ｂ）流路縮小工（取水管） 

    ・引張に対する評価式 

     取水管に生じる引張応力度を下式から算定し，表８に

示す短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

      

    ここに， σt：引張応力度 

          Ｔ：引張力 

          Ａ：断面積 

 

表８ 引張に対する短期許容応力度 

 
 

 

 ｇ．評価結果 

   評価結果を表９に示す。 

流路縮小工は，地震荷重より大きい津波荷重に対して十分

な安定性を有しており，構造成立性の見通しがあることを確

認した。 

なお，本評価結果は暫定条件を用いた評価結果であること

から，正式条件を用いた評価結果は詳細設計段階で示す。 

 

表９ 流路縮小工に関する評価結果（津波時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用材料

短期許容応力度
（N/mm2）

引張

SS400（板厚t≦40mm） 235
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（c） 評価に用いる物性値 

 

 

d．算定結果 

評価結果を以下に示す。 

なお，L1 及びL2 の算定にあたっては，縮小工と既設覆工コン

クリート間でのせん断を想定した場合に加え，既設覆工コンクリ

ートと周辺岩盤間でのせん断を想定した場合の2 ケースで算定

し，必要長が大きい方の算定結果を採用する。 

 

（a） L１の算定結果 

① 縮小工と既設覆工コンクリート間でのせん断を想定した

場合 

 

 

 

 

（参考１）基準津波に伴う取水槽及び取水口周辺の砂移動評価 

 参考に，島根２号炉における基準津波に伴う取水槽及び取水口

周辺の砂移動評価について以下に示す。（第 662回審査会合 p.6，

8，52から抜粋） 

 

 

（第 662回審査会合 p.6から抜粋） 

 

（第 662回審査会合 p.8から抜粋） 
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② 既設覆工コンクリートと周辺岩盤間でのせん断を想定し

た場合 

 

 

 

 

（第 662回審査会合 p.52から抜粋） 

 

（参考２）港湾基準における流水圧の適用性について 

 流路縮小工に作用する津波による流水圧は，「港湾の施設の技術

上の基準・同解説（日本港湾協会）」に基づく評価式により算定す

る。 

 同基準によると，「水中又は水面付近の部材及び施設に作用する

流れによる力は，流速の 2 乗に比例する力であり，流れの方向に

作用する抗力がある」としている。また，「流れによる抗力は，粘

性による表面抵抗と圧力による形状抵抗の和として表され，抗力

係数は物体の形状，粗度，流れの方向，レイノルズ数などによっ

て異なり，レイノルズ数が 103 程度より大きい場合は，物体の形

状に応じて 0.2～2.01 の値を標準値として用いることができる」

としている。 

 流路縮小工は水中に設置する構造物であること，管路計算によ

る流路縮小工地点の最大流速発生時における縮小板付近のレイノ

ルズ数が 106～107のオーダーであることから，流路縮小工は同基

準における流水圧の適用性があると判断する。 

 なお，流水圧の算定に当たっては，保守的に抗力係数の最大値

である 2.01を採用する。 
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（b） L２の算定結果 

① 縮小工と既設覆工コンクリート間の滑動を想定した場合 
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② 既設覆工コンクリートと周辺岩盤間の滑動を想定した場

合 
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（c） L３の算定結果 
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表４ 算定結果一覧 

 
 

（４）キャビテーションの発生の可能性に関する評価 

ａ．キャビテーションに関する知見の整理 

「コンクリート診断技術[基礎編]’19 日本コンクリート

工学会」では，風化・劣化現象の一つとしてキャビテーシ

ョンが挙げられ，経年的に劣化していくものとされており，

徐々に欠損していく現象である。 

「Cavitation Guide for Control Valves，NUREG/CR-6031，

Tullis ら」によれば，キャビテーションは段階的に発達し，

軽い間欠的なキャビテーションの発生領域を初生キャビテ

ーションとしており，更に発達すると壁面等に損傷を及ぼ

す初生損傷キャビテーションと定義されている（図２）。 

キャビテーションの発生有無は図３により算定されるキ

ャビテーション係数により予測できるとされており※１，

２，文献※３によるとキャビテーション現象の発生限界と

される初生キャビテーション係数（σｉ）を1.8 としてい

る。 

 

 

図２ キャビテーションの発達過程（文献※４による，一部加筆） 
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図３ キャビテーション係数の算定式 

 

※１ 「応用水理工学，巻幡ら」 

※２ 「水理公式集[昭和60 年版]，土木学会」 

※３ 「Hydraulics Engineering， Hunter Rouse」 

※４ 「Cavitation Guide for Control Valves，NUREG/CR-6031，

Tullis ら」 

 

ｂ．評価方針及び保守性確保の考え方 

キャビテーションによる影響は経年的に劣化するものと分

類されているが，津波時においても評価を行う。 

キャビテーションの発生によって損傷が生じる可能性があ

るが，ここでは閾値を保守的に初生キャビテーション係数と

する。 

キャビテーション係数の算定においては，キャビテーショ

ン現象発生近傍の大気圧を含む平均圧力（P０）や飽和蒸気圧

（Pv)が支配的な要因の一つであることから，これらの不確

実性を考慮し，保守的に設定する。 

 

①大気圧を含む平均圧力算定における保守性 

P０は大気圧と貫通部下端からの上流側水深の合算によって

算定されることから，図４のとおり貫通部下端の標高を仮想

的にO.P.±0ｍと高く設定することにより，相対的に水深を

小さくした場合を想定し，保守的にP０を算定する。 

 

②飽和蒸気圧の設定における保守性 

女川海域よりも高い海水温度※として30℃（この場合の飽和

蒸気圧4,250Pa）を設定する。 
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※女川３号環境影響調査書によると女川海域の海水温は最

高でも22℃である。 

 

 
図４ 平均圧力P０算定時における保守性の考え方 

 

ｃ．キャビテーションの発生の可能性に関する評価 

前述の評価方針に基づき，表５のとおりCase1 は「②飽和

蒸気圧の設定における保守性」を考慮し，Case2 は更に「①

大気圧を含む平均圧力算定における保守性」を考慮して，貫

通部周辺のキャビテーション係数を評価した（満管状態とな

っている場合の評価）。 

この結果，Case1，2 ともに取水路貫通部において初生キャ

ビテーション係数1.8 を下回るものの，継続時間は極めて短

時間であることから，キャビテーションにより流路縮小工の

形状に変化を生じさせるような損傷は発生しないと考えら

れる。なお，常時におけるキャビテーション係数は取水路・

放水路ともに10 以上であり，キャビテーションは発生しな

い。 

以上のことから，キャビテーションにより流路縮小工の健

全性に影響を及ぼさないことを確認した。 
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表５ 取水路貫通部及び放水路貫通部のキャビテーション係数

評価結果 
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参考４ 

 

流路縮小工の設置に伴う放水立坑の水位について，貝付着等の

保守的な条件を考慮した場合の２号炉の安全性等への影響 

 

流路縮小工貫通部の貝付着は，プラント停止状態における放水

立坑の水位評価に影響を与えることから，貫通部の流速等を踏ま

えた，貫通部への貝付着の可能性について検討した。 

 

（１）文献調査 

坂口ら※は，貝等の付着に影響する流速は，壁面付近での

流速であり，平均流速が同一でも管径により壁面付近の流

速が異なるため，付着限界流速の検討は，壁面付近の流速

を対象としなければならないとしている。 

また，図１に示す「発電所海水設備の汚損対策ハンドブ

ック（火力原子力発電協会編）」によれば，流速は貝付着

の重要な要因とされている。同ハンドブックでは，実験に

より，管路の流速と海生生物の付着との関係を調べており，

壁面流速が１.0m/s 以上であれば，付着量は極めて少量で

実用上はこの程度の流速でほとんど問題は生じないとさ

れ，1.4m/s では付着しなかったとしている。 

 

※ 海水管内の流速と汚損生物付着との関係，化学工学，

47(5)，316-318 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考２ 

 

１号炉取水管端部への流路縮小工設置による 

入力津波高さ低減効果について 

 

１．１号炉取水施設の概要 

１号炉取水管端部への流路縮小工の設置に伴い，取水槽内の水位

を確認する。１号炉取水施設の平面図，断面図及び管路解析モデ

ルについては添付資料６に示す。 

 

２．計算条件 

計算条件については，添付資料６のとおりとする。 

 

３．計算結果 

１号炉取水管端部への流路縮小工設置を考慮した管路計算の結

果，最大の入力津波高さに外郭防護の裕度評価において参照する

高さである0.64mを考慮しても，１号炉取水槽の天端高さである

EL+8.8mを越えないことを確認した（表１参照）。 

また，１号炉取水槽の浸水範囲を図１に，最大水位上昇量を示し

たケースの時刻歴波形を図２に示す。なお，対策前の取水槽の時

刻歴波形を図３に示す。 

 

表１ 基準津波による取水槽水位の結果 

 

 

・記載の相違 

 島根１号炉では，流路

縮小工設置に伴う水位

の変化について記載 
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図１ 生物付着と流速の関係 

（発電所海水設備の汚損対策ハンドブック ｐ156） 

 

（２）貝付着の可能性 

放水路貫通部の平均流速は2.65m/s（貫通部内径0.5m，補

機冷却海水ポンプ流量0.53m3/s）であり，対数分布則（図

２）に基づけば壁面流速は1.16m/s となる。文献によれば，

壁面流速が1.16m/s の場合，付着した貝等の湿重量は１

g/m2未満であることから，放水路貫通部は貝等の海生生物

が付着しにくい環境であると考えられる。 

 

 

図２ 対数分布則 

 

（３）放水立坑の水位評価 

貫通部は貝等の汚損生物が付着しにくい環境にあるが，

保守的に貝付着を考慮した場合の放水立坑水位を算定し，

敷地への溢水等への影響について検討した。 

表１に貝付着を考慮した場合の放水立坑水位を示す。 

貝付着厚さの設定にあたっては，貝付着の実績及び貝付

 

図１ １号炉取水槽流路縮小工による浸水範囲※ 

 

※ 漸拡ダクト部，除じん機系＋ポンプ室の最大水位上昇量を図

に示す。 

（基準津波１ 防波堤無し 貝無し） 

 

 

図２ 時刻歴波形（基準津波１ 防波堤無し 貝付着無し） 

 

 

図３ 対策前の取水槽の時刻歴波形 

（基準津波１ 防波堤無し 貝付着無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽EL-7100

▽EL+8800

漸拡ダクト部除じん機系＋ポンプ室

▽6.95m

▽6.95m

流路縮小工
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着に関する既往文献等を踏まえ，貫通部内を一律全面的に

貝付着代６cm※１に設定した。この場合，貝付着が無い場合

に比べ放水立坑水位は約1.8m 上昇するが，放水立坑水位は

O.P.+3.90m であり，放水立坑天端レベル（O.P.+14.0m）に

対して十分な余裕があることを確認した。 

以上のとおり，貫通部への貝付着等の保守的な条件を考

慮しても，２号炉の安全性に影響がないことを確認した。 

なお，貝等の貫通部への付着については，抜水点検やダ

イバー点検等で，変状有無を定期的に確認していく。 

※１ 貝付着の実績として，流速が放水路貫通部よりも遅

く貝が付着しやすいと考えられる1 号炉取水路（流

路縮小工設置前（壁面流速0.7m/s 程度））では平

均0.5 ㎝～２㎝である。一方，既往文献から貝が付

着する限界の壁面流速は1.4m/s であり，貫通部の

流速は貝付着厚さが６㎝でこの流速を超える。さら

に貫通部は，直線形状で延長が短いことから，流れ

の澱みにより局所的に貝付着が発生しにくい構造

である。これらを踏まえ，保守的に貝付着厚さを６

㎝に設定した。 

 

表１ 貝付着を考慮した場合の放水立坑水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考３ 

 

１号炉取水槽に設置する流路縮小工に関する 

水理模型実験の実施について 

 

１号炉取水槽に設置する流路縮小工による損失水頭および流水圧

について，詳細設計段階において模型実験により，設計の妥当性

を確認する。 

模型実験における流れの状態は，津波による最大水位上昇時は満

管状態の流れによるものであることから，実験においても満管状

態の流れを想定する。 

模型実験の相似則はフルード則を用い，縮尺の詳細については，

実験装置の性能等を踏まえて設定する。模型実験の概要図を図１，

実験条件の概要を表１に示す。 

 

 

図１ 模型実験概要図 

 

表１ 実験条件の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FLOW

▽

▽

損失水頭

急拡損失 急縮損失

流水圧

実験条件 内容 

計測項目 
・損失水頭 

・流水圧 

流れ状態 
管路流れ 

(満管状態の流れ) 

相似則 フルード則 

模型縮尺 1/10程度 

 

401



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 女川原子力発電所 ２号炉 (2019.11.6版) 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考４ 

 

１号炉取水槽内へ堰を設置した場合の 

入力津波高さ低減効果について 

 

１．検討概要 

１号炉取水槽への流路縮小工は，取水管端部に設置することとす

るが，当初選定していた取水槽内に堰を設置した場合の入力津波

高さ低減効果を確認する。１号炉取水施設の平面図を図１，断面

図を図２，管路計算モデルを図３に示す。 

 

２．計算条件 

計算条件については，添付資料６のとおりとする。ただし，１号

取水槽内へ流路縮小工を設置した場合の各損失は表１の損失水頭

表のとおりとする。１号取水槽内の流路縮小工による損失を表２

及び図４に示す。 

 

３．計算結果 

１号炉取水槽内へ堰を設置した場合を考慮した管路計算の結果，

最大の入力津波高さに外郭防護の裕度評価において参照する高さ

である 0.64m を考慮しても，１号炉取水槽の天端高さである

EL+8.8mを越えないことを確認した。（表１参照）１号炉取水槽の

浸水範囲を図５に，最大水位上昇量を示したケースの時刻歴波形

を図６に示す。なお，対策前の取水槽の時刻歴波形を図７に示す。 

 

４．結果の考察 

１号取水槽へ堰を設置によることにより，図８に示すとおり，漸

拡ダクト部の水位は堰を設置しない場合に比較し，一時的に水位

が上昇し，その影響により，図９に示すとおり，取水槽への津波

の流入量は減少することを確認した。除じん系＋ポンプ室および

漸拡ダクト部の最大水位は，取水槽への津波の流入量の減少およ

び堰の設置による損失から，堰を設置しない場合に比較し，低減

することを確認した。 

以上より，１号炉取水槽へ堰を設置した場合においても，漸拡

ダクト部の取水槽ピットにて入力津波高さは許容値以下であり，

取水槽ピット閉止板等の対策工を設置する必要はないことを確認
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した。 

 

 

図１ 平面図（1号炉取水施設） 

 

 

図２ 断面図（1 号炉取水施設） 

 

 

図３ １号炉取水施設の管路計算モデル 
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表１ １号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 

 

 

表２ 損失水頭算定公式 
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図４ スルースゲートによる流量係数 

(土木学会水理公式集（平成 11 年版）p.255）注 

 

 

表３ 基準津波による取水槽水位の結果 
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図５ １号炉取水槽流路縮小工による浸水範囲※ 

※ 漸拡ダクト部，除じん機系＋ポンプ室の最大水位上昇量を図

に示す。 

（基準津波１ 防波堤無し 貝無し） 

 

 

漸拡ダクト（東ルート） 

 
除じん機系＋ポンプ室 

図６ 時刻歴波形（基準津波１ 防波堤無し 貝付着無し） 

 

 

図７ 対策前の取水槽の時刻歴波形 

（基準津波１ 防波堤無し 貝付着無し） 
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図８ 取水槽水位最大となる押し波１波あたりの水位 

（漸拡ダクト部，除じん機系+ポンプ室） 

 

 

図９ 取水槽水位が最大となる押し波１波あたりの流量 

（取水管部） 
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参考５ 

 

流路縮小工の施工方針及び常時における 

津波防護機能維持の確認方法 

 

流路縮小工の構築に際し，取水路は２系統ある水路を切り替え

ながら，また，放水路はバイパス水路を設置し，施工する計画で

あり，施工ステップ図及び既往の施工実績を示す。 

常時において津波防護機能を維持していく観点から，その機能

が喪失しうる事象※１を踏まえた設計・施工上等の配慮※２を行うと

ともに，機能が喪失しうる事象の進展速度が緩速であることや先

行の類似構造物の維持管理事例等を踏まえ，定期的に抜水点検や

ダイバー点検等により機能が維持されていることを確認すること

で，流路縮小工の常時の健全性を維持する方針とする。 

 

※１ 機能が喪失しうる事象として，砂礫や貝を含んだ海水の流

下によるコンクリート表面のすりへり，貝付着による流路

の縮小，及び水路内の異物混入による流路阻害。 

※２ 設計・施工上等の配慮として，すりへり抵抗を増すための

観点から水セメント比の低下や細骨材を少なくするなど

コンクリート配合の配慮，貫通部に貝付着を防止する観点

から付着しにくい流速となっていることを確認する。ま

た，定期的な点検時に貝や異物の除去を行う。 

 

（１）流路縮小工（取水路）の施工について 

流路縮小工は基準地震動Ss 及び津波波圧等に十分耐え

られるよう頑健で耐久性のあるコンクリート構造として計

画している。 

本構造を構築するに当たり，コンクリートの強度管理及

び貫通部の寸法管理は重要であり，ドライ環境で施工を行

い確実に機能確保を行うこととする。 

１号炉取水路に設置する流路縮小工の施工フローを図１

に示す。 

工事に当たっては，２系統ある取水路を１系統ずつ断水

しドライ環境の中で工事を行う※ 。 

水路内の貝等の付着物の除去を行った後，既往の水路構

・対象施設の相違 

 ①の相違 
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造物の施工実績等を踏まえ，既設取水路表面を目粗し等の

一体化処理を施す。 

次に，温度応力によるひび割れを抑制するため適切なリ

フト割を検討した上で，型枠を設置しコンクリート打設を

実施する。 

施工完了後に出来形を検査し，設計上必要な寸法が確保

されているか確認を行う（出来形検査）。 

※ １系統ずつ断水することで１号炉の取水機能は維持される。 

 

 
図１ 流路縮小工（取水路）の施工フロー 

 

（２）流路縮小工（放水路）の施工について 

１号炉放水路に設置する流路縮小工の施工フローを図２

及び図３に示す。 

工事に当たって，放水路は１系統であることに鑑み，施

工用の立坑を構築の上，補機放水経路をバイパスさせドラ

イ環境の中で工事を行う※ 。この後の工事における留意点

は取水路と同様である。 

※ 放水経路をバイパスさせることで１号炉の放水機能

は維持される。 
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図２ 流路縮小工（放水路）の施工フロー（その１） 

 

 

図３ 流路縮小工（放水路）の施工フロー（その２） 

 

（３）水路閉塞に関する既往の施工実績について 

水力発電所の廃止に伴い，ダムから発電所までの導水路

をコンクリートプラグにて閉塞する施工実績が数多く報告

※１されている。 

これは，作用水圧に対し閉塞に必要なプラグ長を確保す

るもので，今回の女川の例は，それと同様なもので施工面

積や延長は実績の範囲内にある。 

図４に，東北電力㈱沼沢沼発電所における水路閉塞の施

工例※２を示す。 

この例では，地山の状況も踏まえ，湧水処理のためプラ
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グ施工前に覆工背面の地山にグラウトを実施している。 

その後，水和熱によるひび割れ発生を抑制するため打設

のリフト割を検討の上，コンクリートの打設を実施してい

る。 

コンクリートプラグの施工終了後，プラグ上流側を充水

し，プラグ下流から目視確認を実施したところ，漏水は認

められず，コンクリートプラグが問題なく施工されたこと

を確認している。 

 

※１ 国，地方自治体，電力会社において，多数の実績が

報告されている。<土木学会図書館蔵書の施工記録等

より確認>（文献調査範囲においては，竣工年＝1975 

年～2004 年，A≒10m2～70m2，Ｌ≒16m～80m ）。 

※２ 電力土木(316)「沼沢沼発電所廃止に伴う土木設備

撤去工事の概要」前田ほか（平成17 年3 月） 

 

 

図４ 東北電力㈱沼沢沼発電所における水路閉塞の施工例 

 

（４）常時における津波防護機能維持の確認方針について 

流路縮小工の常時における津波防護機能維持を図ってい

く観点から，海水中に設置されていることや構造的な特徴

に鑑み機能が喪失しうる事象を挙げ，それを踏まえた設

計・施工上等の配慮及び事象の進展予想等を行った上で，

機能維持の確認方針を検討した。 

常時において機能が喪失しうる事象と，それを踏まえた

設計・施工上の配慮及び事象の進展予想を表１に示す。 
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表１ 常時において要求機能を喪失しうる事象を踏まえた 

設計・施工上の配慮及び事象の進展予想 

 

流路縮小工は，先に述べたとおり，頑健で耐久性のある

コンクリート構造であるとともに，施工はドライ環境で確

実にでき，機能が喪失しうる事象に対しては，設計・施工

上等の配慮を行った上で，事象の進展速度が緩速であるこ

とを示した。 

これを踏まえると，常時における津波防護機能維持の確

認方法としては，定期的な抜水点検，ダイバー点検及び水

中カメラによる点検が有効と考えられる。 

施工の段階で寸法管理が確実にできることから，点検に

ついては有意な損傷や変状に着目し実施する。 

 

点検内容（案） 

 

 

また，今回と同様に海水中に設置されたコンクリート構

造物の維持管理について，躯体が受ける劣化の機構（風化・

老化のうち摩耗，生物付着）が同様と想定される川内原子

力発電所の貯留堰コンクリートでは，次のように定期的な

点検方法により機能が維持されていることを確認※してい

る事例もある。 
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① 取水路内部の水中設備となるため，水中からの点検頻度は定

期点検時に合わせて実施する。 

② 点検は潜水士が水中カメラで撮影し，同時に社員が外観を目

視点検（確認）する。 

③ 点検の状況（表面の損傷やクラックなどの異常）に応じ，詳

細な点検を計画実施する。 

④ 長期点検計画は今後，保全の有効性評価を行うことで，適宜

見直しを行う。 

 

※ 川内原子力発電所１号機 工事計画に係る説明資料（平成27 

年３月）資料番号KO ｰ118 改１ 

 

事象の進展影響として各構造物における水位の変動が考

えられるが，すりへりと貝付着による水位変動について試

算した結果を表２に示す。 

開口径が広がると津波防護機能の低下に繋がるが，保守

的にすりへり量を設定した場合でも海水ポンプ室における

設計値との水位差は１cm と試算され，水位による事象検出

は難しいものと考えられる。 

また，放水立坑における設計値との水位差は34cm である

が，事象の進展速度が緩速であることを踏まえると，水位

変動も同様となり経時変化の検出が難しく，定期的な抜水

等による直接的な点検が維持管理には適しているものと考

えられる。 

なお，これまで述べてきたとおり２号炉の津波防護機能

維持だけではなく，１号炉に対しても取水機能・放水機能

維持の観点から検討し，すりへりや貝付着の事象進展を保

守的に考慮した場合において，海水ポンプ室水位は補機冷

却海水ポンプの取水可能最低水位を上回り，また，放水立

坑水位は補機冷却海水ポンプの放水高さを下回ることか

ら，すりへりや貝付着による水位変動は，１号炉の取水機

能・放水機能に影響がないことを確認した。 
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表２ 事象が進展した場合における海水ポンプ室及び放水立坑

の水位変動（常時，ポンプ容量=0.53m3/s） 
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添付資料 31 

 

施設護岸の漂流物評価における遡上域の範囲及び流速について 

 

１．概要 

非常用冷却海水系の海水ポンプの取水性へ影響を及ぼす可能性

については，施設護岸の設備等が漂流物となる可能性を踏まえ評

価している。ここでは，施設護岸の設備等が漂流物となる可能性

の評価のうち滑動評価に用いる流速を確認する。 

 

２．検討内容 

遡上域の範囲（最大水位上昇量分布）を保守的に評価するため，

地震による荷揚場周辺の沈下及び初期潮位を考慮した津波解析を

実施した。解析に当たっては，荷揚場付近の水位上昇量が大きい

基準津波１（防波堤有無）を対象とした。解析条件を以下に示す。 

・荷揚場周辺の沈下については，防波壁前面を一律１ｍ沈下

させたケースを用いる。 

・初期潮位については，朔望平均満潮位+0.58mに潮位のばら

つき＋0.14mを考慮する。 

基準津波１（防波堤有無）における荷揚場付近の最大水位上昇

量分布（拡大図）を図 1に示す。図 1より，防波堤有りに比べ，

防波堤無しの方が最大水位上昇量は大きく，遡上範囲が広いこと

から，防波堤無しの流速を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎6/7,東海第二】 

島根２号炉は荷揚場に

ある設備等の漂流評価

のため，遡上域の範囲及

び流速について示して

いる。 
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図１ 最大水位上昇量分布（拡大図） 
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３．確認結果 

遡上域における流速分布を図２に，主な荷揚場漂流物の配置を

図３に示す。 

流速の抽出にあたっては，荷揚場漂流物の配置を踏まえ，遡上

域である荷揚場周辺の 12地点（図４参照）を選定し各地点の最大

流速を抽出した。 

図２に示すとおり，遡上域における流速は概ね 8.0m/s以下であ

るが，遡上域の一部において 8.0m/sを超える流速が確認できる。

各地点における最大流速抽出結果を表１に示す。 

表１に示すとおり，東西方向の流速は荷揚場へ押し波として遡

上する西方向（取水口反対方向）の流速が速く支配的であること

がわかる。一方，東方向（取水口方向）の流れとなる引き波では，

地点 10に示す 4.8m/sが最大流速となるが，漂流物評価に用いる

流速は，最大流速（11.9m/s）とする。最大流速を示す地点７及び

取水口方向への最大流速を示す地点 10について，浸水深・流速の

時刻歴波形及び各地点における最大流速発生時の水位分布・流速

ベクトルをそれぞれ図５，図６に示す。 

なお，図５に示すとおり，最大流速(11.9m/s)を示す地点におけ

る 8.0m/sを超える時間は極めて短い（1秒以下である）。 

 

 

図２ 遡上域における流速分布 
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図３ 主な荷揚場漂流物の配置 

 

 

 

図４ 流速抽出地点 
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表１ 各地点の流速評価結果 

  

 

  

図５ 地点７（最大流速を示す地点）における浸水深・流速時刻

歴波形及び最大流速発生時刻における水位分布・流速ベクトル 

 

地点
Vx方向
最大流速
(m/s)

Vy方向
最大流速
(m/s)

全方向最大流速(m/s)

Vx方向
流速

Vy方向
流速

全方向流速
（√Vx2+Vy2)

1 -4.2 2.1 -4.2 1.9 4.6

2 -4.0 2.5 -4.0 1.4 4.2

3 -6.7 2.1 -6.7 -0.8 6.8

4 -3.6 3.7 -3.2 3.4 4.6

5 -3.6 3.8 -3.6 3.7 5.1

6 -5.5 4.1 -5.5 2.7 6.1

7 -11.8 3.4 -11.8 1.1 11.9

8 -5.3 1.5 -5.3 1.3 5.4

9 -5.9 1.9 -5.9 1.6 6.1

10 4.8 -7.6 4.8 -7.6 9.0

11 -8.9 2.5 -8.9 -1.2 9.0

12 -2.7 5.1 -1.4 5.1 5.3

 

 

 

（最大流速発生時刻（約 190 分）） 

（最大流速発生時刻（約 190 分）における水

位分布・流速ベクトル） 
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図６ 地点 10（取水口方向への最大流速を示す地点）における 

浸水深・流速時刻歴波形及び最大流速発生時刻における水位分

布・流速ベクトル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

（最大流速発生時刻（約 192 分 30 秒）） 

（最大流速発生時刻（約 192 分 30 秒）にお

ける水位分布・流速ベクトル） 
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添付資料 32 

海水ポンプの実機性能試験について 

1. はじめに

ポンプ長尺化に伴うベルマウス下端への耐震サポート設置によ

る影響については，実機性能試験によりポンプ性能に影響を及

ぼさないことを確認した。以下にその内容を示す。 

2. 耐震サポートについて

耐震サポートは海水ポンプ長尺化に伴う耐震性確保のため

に，ベルマウス部に取付けるものである。耐震サポートの構造

を図１に示す。 

図１ 耐震サポート構造図（RSWポンプの例） 

3. 実機性能試験について

実機ポンプを，耐震サポートを設置した状態でピットに設置

し，ポンプ性能（全揚程と吐出量，軸動力，ポンプ効率，振動）

が，判定基準を満足していること及びポンプが安定した運転状

態であることを確認した。試験装置の概略図と試験時における

耐震サポート設置状況を図 2に，確認結果を表１に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は海水ポン

プの長尺化による影響

評価を実施 
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図２ 試験装置概略図 

表１ 試験結果 

W.L

 

耐震サポート用ベース 

耐震サポート 

渦防止板 

耐震サポートベース脚※ 

ピット床面 

※ 実機性能試験では，耐震サポートベース脚を４本としており，実
機耐震サポートベース脚の本数（８本）と異なるが，耐震サポー
トベース脚（８本）による取水性への影響については，別途，取
水槽を模擬した模型試験において確認している。

（耐震サポート設置状況） 

試験項目 判定基準 試験結果 判定 

全揚程と

吐出量 
合格 

軸動力 合格 

ポンプ 

効率 
合格 

振動 合格 
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参考 

 

原子炉補機海水ポンプの取水性能試験 

 

１．概要 

 原子炉補機海水ポンプ（ＲＳＷポンプ）の取水性能を確認す

るため，実機ＲＳＷポンプを用いた試験を実施した。実機ＲＳ

Ｗポンプ取水性能試験では，基準津波襲来による引き波を摸擬

した水位低下時の取水可能水位を確認した。 

 その結果，水位低下中においても連続渦は確認されず，ＲＳ

Ｗポンプベルマウス下端(EL-9.3m)付近まで取水が可能である

ことを確認した。 

 ここでは，その試験内容を示す。 

 

２．原子炉補機海水ポンプ（ＲＳＷポンプ）の取水試験につい

て 

ａ．試験内容 

基準津波襲来による引き波を摸擬した取水槽における時系列

を想定し，模擬試験水槽の水位を徐々に低下させ，ＲＳＷポン

プの運転パラメータ等を確認した。津波を摸擬した試験水槽の

水位変化とＲＳＷポンプの試験確認項目を表１に示す。 

 

表１ 津波を摸擬した試験水槽の水位変化とＲＳＷポンプの試

験確認項目 

 
津波時の２号取水槽の想定時系列 津波模擬試験水槽 

取水槽水位 取水槽の状態 試験水槽の状態 試験確認項目 

【引き波】 

通常水位～ 

取水槽取水管下端水

位(EL-7.3m) 

・引き波による取水

槽水位低下 

・RSWポンプと水位調整

ポンプにより試験水槽

水位低下 

・RSWポンプ流量，電流等ポ

ンプ運転パラメータ 

【引き波】 

取水槽取水管下端水

位(EL-7.3m)～ 

RSWポンプ取水可能

水位 

・RSWポンプによる

取水槽貯留構造部の

水位低下 

・RSWポンプと水位調整

ポンプにより試験水槽

水位低下 

・RSWポンプの取水可能水位

（取水停止水位） 

・RSWポンプ流量，電流等ポ

ンプ運転パラメータ 
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ｂ．試験結果 

図１に示す試験装置を用い，ポンプ取水性能試験を行った。

試験時の状態を図２に，試験中のポンプ流量と水位の関係を

図３に示す。ＲＳＷポンプは，ＲＳＷポンプベルマウス下端

（EL-9.3m）付近まで定格流量を取水し，その後，再冠水して

も，定格流量が取水可能であった。また，その他の運転パラ

メータについても，水位低下中に連続渦などは確認されず，

運転試験後に実施したポンプ開放点検による外観点検でも部

品に異常は確認されなかった。 

図１ ポンプ取水性能試験装置 

図２ 試験時の状態 
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図３ 試験中のポンプ流量と水位変化 
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  添付資料 33 

 

海水ポンプの吸込流速が砂の沈降速度を上回る範囲について 

 

1. はじめに 

 海水ポンプの長尺化に伴う海水ポンプ近傍への砂の堆積につ

いては，ベルマウス下端近傍の取水槽床面においても海水ポン

プの吸込流速が砂の沈降速度を上回っており，海水ポンプ下端

に到達する砂はポンプに吸込まれることから，ベルマウス下端

近傍に砂は堆積しないと評価している。 

ここでは，評価内容について示す。 

 

2. 砂の沈降速度について 

 砂の沈降速度は Rubey式より算出する。砂の粒径及び密度は，

基準津波に伴う砂移動評価において設定した値（0.3mm）を用い

る。砂の諸元及び沈降速度を表 1 に示す。表 1 より，砂の沈降

速度は 0.05m/sとなる。 

Rubey式： 

 

ここで，s=σ/ρ-1 

 

表１ 砂の諸元及び沈降速度 

粒径

d 

[mm] 

砂密度σ 

[kg/m3] 

海水密度ρ 

[kg/m3] 

重力加速度 g 

[m/s2] 

動粘性係

数ν 

[m2/s] 

沈降速度

wo 

[m/s] 

0.3 2,760 1030 9.8 1.0×10-6 0.05 

 

 

3. 海水ポンプの吸込流速が砂の沈降速度を上回る範囲につい

て 

 海水ポンプ定格流量 Qを吸込面積 Sで除した吸込流速 Vが，

砂の沈降速度 woと等しくなる直径 Dを算出する。算出の概要を

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は海水ポン

プの長尺化に伴う海水

ポンプ近傍への砂の堆

積について資料を作成 
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図１に，算出結果を表２に示す。 

表２に示すとおり，原子炉補機海水系，高圧炉心スプレイ補

機海水系の各々ポンプから直径約 2.99m，約 0.86m の範囲は，

ポンプの吸込流速が，砂の沈降速度を上回ることから，この範

囲は砂が堆積しないと考えられる。 

 

図１ ポンプ吸込流速が砂の沈降速度と等しくなる直径算出の概

要 

 

表２ 海水ポンプ諸元及び吸込流速が砂の沈降速度と等しくなる

直径 

 
 

Dが上記の範囲内の吸込流速は，砂の沈降速度を上回る

吸込流速が砂の沈降速度と等しくなる直径：D

：吸込面積

ベルマウス径：d 取水槽床面までの

距離：h

ポンプ吸込流速

            
 

 

  
 

 

  
 

 
   

 

          
 
 

   

          
  

   
  

              
  

   

海水ポンプ 
流量 Q 

[m3/s] 

ベルマウス径 d 

[m] 

取水槽床面までの

距離 h 

[m] 

吸込流速が砂の沈降速度と

等しくなる直径 D 

[m] 

原子炉補機

海水系 
0.567 0.75 0.50 2.99 

高圧炉心ス

プレイ補機

海水系 

0.093 0.34 0.50 0.86 
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  添付資料 34 

 

水位変動・流向ベクトルについて 

 

１．概要 

島根原子力発電所の基準津波１～６による水位変動・流向

ベクトル図について，第１図～第６図に示す。 

 

第 1図(1) 基準津波１の水位変動・流向ベクトル 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，女川２】 

柏崎 6/7，女川２は，水

位変動・流向ベクトルに

ついて，別添 1 2.5 章

に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以降，同様な図であり

記載を省略する。） 
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  添付資料 35 

 

荷揚場作業に係る車両・資機材の漂流物評価について 

 

１．概要 

荷揚場では，使用済燃料輸送に係る作業や低レベル放射性廃

棄物（LLW）の輸送に係る作業等を定期的に実施することから，

荷揚場作業中の地震または津波の発生を想定し，荷揚場作業に

用いる車両・資機材が津波により漂流物となるか評価する。 

 

２．評価する基準津波と地震影響 

島根原子力発電所において想定する基準津波のうち，海域活

断層から想定される地震による津波は荷揚場に遡上しないこと

から，日本海東縁部に想定される地震による津波に対して評価

を実施する。 

評価にあたっては，日本海東縁部に想定される地震による津

波については，波源が敷地から離れており地震による敷地への

影響はないが，敷地近傍の震源による地震が発生した後に，独

立した事象として日本海東縁部に想定される地震による津波が

発生し，襲来することを想定し，荷揚場作業中に津波が発生す

る場合と地震が発生する場合を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は荷揚場作

業に係る車両・資機材の

漂流物評価について資

料を作成 
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３．荷揚場作業に係る車両・資機材 

 定期的に実施する荷揚場作業に係る車両・資機材を表１に示

す。 

表１ 荷揚場作業に係る車両・資機材 

 

※うち 8 個は輸送車両に積載 

 

４．評価内容 

（１）荷揚場作業中に津波が発生する場合 

荷揚場作業中に，日本海東縁部に想定される地震による津波が

発生した場合，地震発生後に発電所へ津波が到達するまでの時間

は約 110 分である。この間に，荷揚場作業に用いている車両・資

機材が荷揚場から防波壁内に退避可能か評価する。 

各荷揚場作業において，荷揚場に仮置きする資機材とその個数

及び車両等への積載時間を以下に，また退避に要する時間を表２

に示す。各荷揚場作業における，仮置き資機材の車両等への積載

時間，車両退避時間（約 10 分），防波扉の開放・閉止時間（開放・

閉止各約 10分（電動））から求まる退避時間は，津波到達時間（地

震発生後約 110分）より短く，車両・資機材の退避は可能である。  

 

① 使用済燃料輸送作業 

   荷揚場に仮置きする使用済燃料キャスクは，デリッククレ

ーンを用い使用済燃料輸送車両に積載して退避する手順とし

ている。 

  【仮置き資機材と積載時間】 

   使用済燃料キャスク個数：２個 

   輸送車両への積載時間：15分／個 

 

作業項目 作業頻度 種類 名称 個数 質量 

①使用済燃料輸送作

業 

２回／年 

程度 

車両 輸送車両 2 約 32t 

資機材 使用済燃料キャスク 2 約 93t 

②LLW（低レベル放射

性廃棄物）搬出作業 

２回／年 

程度 

車両 輸送車両 4 約 11t 

車両 フォークリフト 2 約 17t 

資機材 LLW輸送容器 10※ 約 1t 

③デリッククレーン

点検作業 

１回／年 

程度 

車両 トラック 1 約 5t 

車両 ラフタークレーン 1 約 39t 

車両 トレーラー 1 約 21t 

資機材 発電機 1 約 8t 

④防舷材設置作業 
大型船舶入

港の都度 

車両 ラフタークレーン 2 約 25t 

車両 トラック 1 約 5t 
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② LLW荷役作業

荷揚場に仮置きする LLW 輸送容器は，輸送船のクレーンを

用い，輸送船に積載し退避する手順としている。 

【仮置き資機材と積載時間】 

LLW輸送容器個数：２個 

輸送船への積載時間：５分/２個※ 

※：LLW輸送容器は２個ずつ輸送船へ積載 

③ デリッククレーン点検作業

荷揚場に仮置きする発電機は，ラフタークレーンを用いト

ラックに積載して退避する手順としている。

  【仮置き資機材と積載時間】 

発電機個数：１個 

トラックへの積載時間：10分／個

④ 防舷材設置作業

防舷材については，「2.5 水位変動に伴う取水性低下による

重要な安全機能への影響防止」において，漂流物として抽出

し取水性へ影響を与えないことを確認している。また，作業

に伴う車両については，退避する手順としている。 

表２ 退避に要する時間 

（２）荷揚場作業中に地震が発生する場合

 敷地近傍の震源による地震が発生した後に，独立した事象とし

て日本海東縁部に想定される地震による津波が発生することを想

定する。 

 荷揚場作業中に，敷地近傍の震源による地震が発生した場合，

荷揚場の沈下や車両の故障等が想定されるが，地震により荷揚場

の沈下や車両の故障等が生じた場合においても，荷揚場の復旧や

作業項目 防波扉開 
資機材の 

積載 

車両退

避 
防波扉閉 合計 評価結果 

①使用済燃料輸送作

業 

約 10 分※１ 

約 30 分 

約 10 分 約 10 分 

約 50 分 

○ 

（約 110 分

までに退避

可能） 

②LLW（低レベル放射

性廃棄物）搬出作業 
約 5分※２ 約 20 分 

③デリッククレーン

点検作業 
約 10 分 約 30 分 

④防舷材設置作業 － 約 20 分 

※１ 資機材の積載，車両退避と同時に防波扉の開作業を実施するため，合計には含まない。

※２ 輸送船へ積載するため，合計には含まない。
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車両の牽引等による退避が可能であるため，津波来襲までに，車

両・資機材が荷揚場から防波壁内に退避可能か評価する。  

 

a. 地震による影響 

荷揚場作業中に地震が発生した場合の車両・資機材の退避への

影響及びこれらへの対応のための退避作業について整理した結果

を，表３に示す。 

 

表３ 地震による車両・資機材の退避への影響と退避作業 

 

 b. 車両・資機材の退避 

 地震発生後に，荷揚場からの車両・資機材を退避させる作業手

順を図１に示す。また，以下の(a)～(d)に，各荷揚場各作業にお

ける車両・資機材の退避に係る具体的な作業内容及び退避時間を

示す。   

 

地震による荷揚場への影響 車両・資機材の退避への影響 退避作業 

荷揚場退

避ルート

への影響 

荷揚場沈降 退避ルートに段差が発生するこ

とにより車両が通行できない可

能性がある。 

①※ 
荷揚場復旧（別紙１） 

（段差解消） 

荷揚場常設設

備の倒壊 

荷揚場常設設備が転倒し，退避ル

ートに干渉することで，車両が通

行できない可能性がある。 

②※ 倒壊物の撤去 

資機材へ

の影響 

荷揚場常設設

備の倒壊 

荷揚場常設設備が倒壊し，資機材

に干渉することで，車両への積込

みができない可能性がある。 

③※ 
倒壊物の干渉回避 

（切断・撤去等） 

資機材の転倒 資機材が転倒する可能性がある。 
④※ 

車両に積込み退避を

実施 

車両への

影響 

荷揚場常設設

備の倒壊 

荷揚場常設設備が倒壊し，車両に

干渉することで，牽引できない可

能性がある。 

③※ 
倒壊物の干渉回避 

（切断・撤去等） 

車両の故障 油漏れ等で自走不可になる可能

性がある。 
⑤※ 

牽引による退避を実

施 

※ 図１のフローの番号と整合 

地震発生

①荷揚場復旧

③倒壊物の干渉回避

④資機材の車両積込

⑤車両退避

作業完了

②倒壊物の撤去作業により，退避ルートの

確保及び荷揚場への必要資機材の配置

を可能とする。

③倒壊物の干渉回避作業により，資機材

の車両への積込作業を可能とする。また，牽

引による車両退避を可能とする。

④資機材の車両積込作業により，資機材の

退避を可能とする。

⑤車両退避作業により，車両及び資機材

の退避を実施する。

②倒壊物の撤去

①荷揚場復旧（段差解消）作業により，

退避ルートの確保及び荷揚場への必要

資機材の搬入を可能とする。
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図１ 荷揚場からの車両・資機材の退避作業手順 

(a) 使用済燃料輸送作業

使用済燃料輸送作業中には，荷揚場に使用済燃料輸送車両，使

用済燃料輸送容器がある。津波による漂流物の発生を防止するた

め，これらを退避させる。 

使用済燃料輸送作業中に地震が発生した場合の，車両・資機材

の退避への影響，退避作業及びこれに必要な資機材等について整

理した結果を表４に示す。また，荷揚場作業と退避ルートの概要

図を図２に，退避作業に係る時系列を図３に示す。 

表４ 地震による車両・資機材の退避への影響と退避作業 

（使用済燃料輸送作業） 

地震による荷揚場への影響 退避への影響 退避作業の内容 退避作業に必要な資機材等 

荷揚場退

避ルート

への影響 

荷揚場沈降 段差が発生することによ

り車両が通行できない可

能性がある。 

① 

・砕石を運搬し，車両通行

可能な勾配になるよう段

差を復旧する。 

・ショベルカー

・トラック

・ホイールローダ

荷揚場常設設備

の転倒による干

渉 

荷揚場常設設備が転倒

し，退避ルートに干渉す

ることで，車両が通行で

きない可能性がある。 

② 
・倒壊物の撤去作業を実施

する。 
・ホイールローダ

資機材へ

の影響 

荷揚場常設設備

の転倒による資

機材への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，使用済燃料輸送容器

に干渉することで，車両

への積込を阻害する可能

性がある。 

③ 

・倒壊物の干渉回避（切断，

撤去等）により，燃料輸送

容器への玉掛け作業を可

能とする。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

資機材の転倒 使用済燃料輸送容器が転

倒する可能性がある。 
④ 

・使用済燃料輸送車両また

は代替可能な運搬車両に

積込み退避を実施する。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・使用済燃料輸送車両または代

替可能な運搬車両 

車両への

影響 

荷揚場常設設備

の転倒による車

両への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，使用済燃料輸送車両

に干渉することで，牽引

できない可能性がある。 

③ 

・倒壊物の撤去（切断，撤

去等）により，燃料輸送車

両の牽引作業を可能とす

る。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

車両の故障 油漏れ等で自走不可にな

る可能性がある。 ⑤ 

・牽引により退避を実施す

る。 

・使用済燃料輸送車両または代

替可能な牽引車両 

・牽引資機材
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図２ 使用済燃料輸送作業の荷揚場作業と退避ルートの概要図 

 

図３ 退避作業に係る時系列（使用済燃料輸送作業） 

 

(b) LLW搬出作業 

  LLW搬出作業中には，荷揚場に LLW輸送車両，LLW輸送容器

がある。津波による漂流物の発生を防止するため，これらを

退避させる。 

  LLW 搬出作業中に地震が発生した場合の，車両・資機材の

退避に影響を及ぼす事象，退避作業及びこれに必要な資機材

等について整理した結果を表５に示す。また，荷揚場作業と

退避ルートの概要図を図４に，退避作業に係る時系列を図５

に示す。 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料輸送容器

使用済燃料輸送車両

荷揚場詰所

オイルフェンスドラム・

オイルフェンス

デリッククレーン

デリッククレーン巻上装置建物

デリッククレーン荷重試験用ウェイト

キャスク取扱収納庫他

 

：作業エリア

：地盤改良部

：防波壁

：防波扉

：施設護岸線

：岩着部

：車両通行範囲

：段差発生箇所

：退避ルート

：倒壊範囲
 

段差最大 70cm 

段差最大 40cm 

作業車両移動

砕石積込

砕石運搬
砕石敷設等

作業車両移動

撤去作業等

作業車両移動

撤去作業等
作業車両移動

玉かけ

積込等

作業車両移動

車両接続
牽引等

6

6

3

3

6h

①段差復旧

③倒壊物の干渉回避

④資機材積込

⑤車両・資機材退避

経過時間
作業内容

作業時間

(h) 12h 18h 24h

②倒壊物の撤去 6
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表５ 地震による荷揚場からの退避への影響と退避作業 

（LLW搬出作業） 

図４ LLW搬出作業の荷揚場作業と退避ルートの概要図 

地震による荷揚場への影響 退避への影響 退避作業の内容 退避作業に必要な資機材等 

荷揚場退

避ルート

への影響 

荷揚場沈降 段差が発生することによ

り車両が通行できない可

能性がある。 

① 

・砕石を運搬し，車両

通行可能な勾配になる

よう段差を復旧する。 

・ショベルカー

・トラック

・ホイールローダ

荷揚場常設設備

の転倒による干

渉 

荷揚場常設設備が転倒

し，退避ルートに干渉す

ることで，車両が通行で

きない可能性がある。 

② 
・倒壊物の撤去作業を

実施する。 
・ホイールローダ

資機材へ

の影響 

荷揚場常設設備

の転倒による資

機材への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，LLW輸送容器に干渉す

ることで，車両への積込

を阻害する可能性があ

る。 

③ 

・荷揚場常設設備の撤

去（切断，撤去等）に

より，LLW 輸送容器へ

の玉かけ作業を可能と

する。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

資機材の転倒 LLW 輸送容器が転倒する

可能性がある。 
④ 

・LLW 輸送車両または

代替可能な運搬車両に

積込み退避を実施す

る。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・LLW 輸送車両または代替可

能な運搬車両 

車両への

影響 

荷揚場常設設備

の転倒による車

両への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，LLW輸送車両に干渉す

ることで，牽引できない

可能性がある。 

③ 

・荷揚場常設設備の撤

去（切断，撤去等）に

より，LLW 車両の牽引

作業を可能とする。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

車両の故障 油漏れ等で自走不可にな

る可能性がある。 
⑤ 

・牽引により退避を実

施する。 

・牽引車両

・牽引資機材

荷揚場詰所

オイルフェンスドラム・

オイルフェンス

デリッククレーン

デリッククレーン巻上装置建物

デリッククレーン荷重試験用ウェイト

キャスク取扱収納庫他

LLW輸送車両

LLW輸送容器

フォークリフト

：作業エリア

：地盤改良部

：防波壁

：防波扉

：施設護岸線

：岩着部

：車両通行範囲

：段差発生箇所

：退避ルート

：倒壊範囲

段差最大 70cm 

段差最大 40cm 
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図５ 退避作業に係る時系列（LLW搬出作業） 

(c) デリッククレーン点検作業

デリッククレーン点検作業中には，荷揚場に発電機，トラ

ック，ラフタークレーンがある。津波による漂流物の発生を

防止するため，これらを退避させる。 

  デリッククレーン点検作業中に地震が発生した場合の，車

両・資機材の退避に影響を及ぼす事象，退避作業及びこれに

必要な資機材等について整理した結果を表６に示す。また，

荷揚場作業と退避ルートの概要図を図６に，退避作業に係る

時系列を図７に示す。 

表６ 地震による荷揚場からの退避への影響と退避作業 

（デリッククレーン点検作業） 

作業車両移動

砕石積込

砕石運搬
砕石敷設等

作業車両移動

撤去作業等

作業車両移動

撤去作業等
作業車両移動

玉かけ

積込等

作業車両移動

車両接続
牽引等

6

6

3

3

6h

①段差復旧

③倒壊物の干渉回避

④資機材積込

⑤車両・資機材退避

経過時間
作業内容

作業時間

(h) 12h 18h 24h

②倒壊物の撤去 6

地震による荷揚場への影響 退避への影響 退避作業の内容 退避作業に必要な資機材等 

荷揚場退

避ルート

への影響 

荷揚場沈降 段差が発生することによ

り車両が通行できない可

能性がある。 

① 

・砕石を運搬し，車両通

行可能な勾配になるよう

段差を復旧する。 

・ショベルカー

・トラック

・ホイールローダ

荷揚場常設設備

の転倒による干

渉 

荷揚場常設設備が転倒

し，退避ルートに干渉す

ることで，車両が通行で

きない可能性がある。 

② 
・倒壊物の撤去作業を実

施する。 
・ホイールローダ

資機材へ

の影響 

荷揚場常設設備

の転倒による資

機材への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，発電機に干渉するこ

とで，車両への積込を阻

害する可能性がある。 

③ 

・荷揚場常設設備の撤去

（切断，撤去等）により，

発電機への玉かけ作業を

可能とする。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

資機材の転倒 発電機が転倒する可能性

がある。 ④ 

・トラックに積込み退避

を実施する。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・トラック

車両への

影響 

荷揚場常設設備

の転倒による車

両への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，トラック，ラフター

クレーンに干渉すること

で，牽引できない可能性

がある。 

③ 

・荷揚場常設設備の撤去

（切断，撤去等）により，

トラック，ラフタークレ

ーンの牽引作業を可能と

する。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

車両の故障 油漏れ等で自走不可にな

る可能性がある。 
⑤ 

・牽引により退避を実施

する。 

・牽引車両

・牽引資機材
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図６ デリッククレーン点検作業の荷揚場作業と退避ルートの

概要図 

 

 

図７ 退避作業に係る時系列（デリッククレーン点検作業） 

 

(d) 防舷材設置作業 

  防舷材設置作業中には，荷揚場にラフタークレーン，トラ

ックがある。津波による漂流物の発生を防止するため，これ

らを退避させる。 

  防舷材設置作業中に地震が発生した場合の，車両・資機材

の退避に影響を及ぼす事象，退避作業及びこれに必要な資機

材等について整理した結果を表７に示す。また，荷揚場作業

と退避ルートの概要図を図８に，退避作業に係る時系列を図

９に示す。 

 

 

 

 

 

荷揚場詰所

オイルフェンスドラム・

オイルフェンス

デリッククレーン

デリッククレーン巻上装置建物

デリッククレーン荷重試験用ウェイト

キャスク取扱収納庫他

トラック 発電機

トレーラ

 

：作業エリア

：地盤改良部

：防波壁

：防波扉

：施設護岸線

：岩着部

：車両通行範囲

：段差発生箇所

：退避ルート

：倒壊範囲
 

段差最大 70cm 

段差最大 40cm 

作業車両移動

砕石積込

砕石運搬
砕石敷設等

作業車両移動

撤去作業等

作業車両移動

撤去作業等
作業車両移動

玉かけ

積込等

作業車両移動

車両接続
牽引等

6

6

3

3

6h

①段差復旧

③倒壊物の干渉回避

④資機材積込

⑤車両・資機材退避

経過時間
作業内容

作業時間

(h) 12h 18h 24h

②倒壊物の撤去 6
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表７ 地震による荷揚場からの退避への影響と退避作業 

（防舷材設置作業） 

図８ 防舷材設置作業の荷揚場作業と退避ルートの概要図 

図９ 退避作業に係る時系列（防舷材設置作業） 

c. 地震発生後の車両・資機材の退避の実現性

各荷揚場各作業において退避に要する時間は，いずれも 24

時間程度であり，必要資機材の手配に１週間を要すると仮定

地震による荷揚場への影響 退避への影響 退避作業の内容 退避作業に必要な資機材等 

荷揚場退

避ルート

への影響 

荷揚場沈降 段差が発生することによ

り車両が通行できない可

能性がある。 

① 

・砕石を運搬し，車両通行可

能な勾配になるよう段差を

復旧する。 

・ショベルカー

・トラック

・ホイールローダ

荷揚場常設設備

の転倒による干

渉 

荷揚場常設設備の転倒範

囲は退避ルートには到達

しない。 

② 
・倒壊物の撤去作業を実施す

る。 
・ホイールローダ

車両への

影響 

荷揚場常設設備

の転倒による車

両への干渉 

荷揚場常設設備が倒壊

し，トラック，ラフター

クレーンに干渉すること

で，牽引できない可能性

がある。 

③ 

・荷揚場常設設備の撤去（切

断，撤去等）により，トラッ

ク，ラフタークレーンの牽引

作業を可能とする。 

・クレーン

・玉かけ資機材

・溶断器

・トラック

車両の故障 油漏れ等で自走不可にな

る可能性がある。 
④ 

・牽引により退避を実施す

る。 

・牽引車両

・牽引資機材

荷揚場詰所

オイルフェンスドラム・

オイルフェンス

デリッククレーン

デリッククレーン巻上装置建物

デリッククレーン荷重試験用ウェイト

キャスク取扱収納庫他

トラック

ラフタークレーン

：作業エリア

：地盤改良部

：防波壁

：防波扉

：施設護岸線

：岩着部

：車両通行範囲

：段差発生箇所

：退避ルート

：倒壊範囲

段差最大 70cm 

段差最大 40cm 

作業車両移動
砕石積込

砕石運搬
砕石敷設等
作業車両移動
撤去作業等

作業車両移動
撤去作業等
作業車両移動
車両接続
牽引等

作業内容
作業時間
(h)

経過時間

6h 12h 18h 24h

①段差復旧 6

③倒壊物の干渉回避 6

④車両・資機材退避 3

②倒壊物の撤去 6
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すると，荷揚場作業に係る車両・資機材は 10日間程度で退避

可能である。従って，敷地近傍の震源による地震が発生した

後，日本海東縁部に想定される地震による津波が襲来するま

での間に，車両・資機材の退避は可能である。 

 

５．まとめ 

  荷揚場作業中に，日本海東縁部に想定される地震による津波

が発生する場合は，津波が到達するまでに荷揚場作業に係る車

両・資機材の退避が可能である。また，荷揚場作業中に，敷地

近傍の震源による地震が発生する場合は，日本海東縁部に想定

される地震による津波が襲来するまでに，荷揚場作業に係る車

両・資機材の退避が可能である。 

荷揚場作業を実施する場合には，その都度，作業に必要な車

両・資機材が，津波または地震が発生する場合に退避可能であ

るか確認することから，荷揚場作業に用いる車両・資機材が津

波により漂流物となることはない。 

なお，仮にこれらの車両・資機材が漂流物となった場合にお

いても，水面上を漂流するものは深層取水方式の取水口に到達

することはなく，港湾内に沈むものは海底面から 5.5mの高さを

有する取水口に到達することはなく，取水口の通水性への影響

を及ぼすことはない。 
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別紙１ 

 

地震による荷揚場への影響と復旧作業について 

 

１．概要 

地震による荷揚場への影響として，荷揚場沈下に伴う段差が発

生する。地震による段差復旧については，「「実用発電用原子炉に

係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への

適合状況について」のうち「添付資料 1.0.2 可搬型重大事故等対

処設備保管場所及びアクセスルートについて」において試験を実

施している。地震により段差が発生した場合でも同様な復旧作業

が可能であり，ここでは，地震による荷揚場への影響と復旧作業

について示す。 

 

２．地震による荷揚場への影響について 

 荷揚場は海側の施設護岸下部を岩着構造としており，沈下しな

い範囲もあるが，その西側や荷揚場道路付近は埋戻土（掘削ズリ）

により敷地造成していることから，地中埋設構造物（施設護岸）

及び地盤改良部との境界部に不等沈下に伴う段差が発生する可能

性がある。ここで，荷揚場付近で段差が発生する可能性がある箇

所を図１に示す。 

ここで，埋戻土（掘削ズリ）の沈下量を計算した結果，荷揚場

付近の沈下しない範囲との段差は北側通路付近で最大約 70cm，南

側通路付近で最大約 45cm，荷揚場付近で最大約 40cmとなる。 

 

図１ 荷揚場付近の沈下により段差が発生する可能性がある箇所 

 

 

 

 

Ｎ

KEY PLAN

Ｎ

荷揚場

凡例

鋼管杭

施設護岸

止水目地

防波扉基礎 改良地盤

防波壁

屋外排水路横断部

施設護岸の岩着範囲

段差が発生する可能性がある箇所

RC床版

北側通路付近
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３．段差高の計算方法について 

埋戻土（掘削ズリ）の沈下量については，液状化及び揺すり込

みに伴う沈下量として，保守的にばらつきを考慮した相対密度か

ら求まる沈下率（3.5%）を用い，埋戻土（掘削ズリ）の層厚×3.5％

で算出する。 

段差高は，道路部における埋戻土（掘削ズリ）の層厚から地中

埋設構造物（施設護岸）及び地盤改良部の層厚を引いた差に 3.5％

を乗じて算出する。 

表１ 各断面における埋戻土層厚および段差評価一覧表 

図２ 北側通路付近断面図（A-A断面） 

箇所 

境界部における 

埋戻土の層厚差 

（m） 

段差高さ(cm) 

=埋戻土層厚 

×3.5% 

評価値 

（cm） 

北側通路付近 18.2 64 70 

南側通路付近 11.4 40 45 

荷揚場付近 10.0 35 40 

地盤改良範囲岩盤線

地表面

防波壁

地盤改良部と全層埋戻土部の境界における
埋戻土部の層厚差=18.7m-0.5m

段差計算箇所

441



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 
図３ 南側通路付近断面図（B-B断面） 

 

 

 

 

 

図４ 荷揚場付近断面図（C-C断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩盤線

地表面

防波壁
セルラーブロック部と全層埋戻土部の境界における
埋戻土部の層厚差=15.0m-5.0m

段差計算箇所

地盤改良部と全層埋戻土部
の境界における埋戻土部の
層厚差=13.4m-2.0m

岩盤線

地表面
段差計算箇所
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４．段差復旧作業について 

地震により段差が発生した場合でも，砕石の敷設により段差復

旧が可能である。 

段差復旧作業について，「添付資料 1.0.2 可搬型重大事故等対

処設備保管場所及びアクセスルートについて」のうち「別紙(9) 

構内道路補修作業の検証について」の内容を抜粋して示す。 
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 添付資料 17 

 

津波の流況を踏まえた漂流物の津波防護施設等及び取水口への到

達可能性評価について 

 

1. はじめに 

 「2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への

影響防止」における評価のひとつとして，基準津波に伴う漂流

物が津波防護施設等の健全性及び非常用海水ポンプの取水性に

及ぼす影響を確認するために，漂流物となる可能性のある施

設・設備を「第 2.5-11図 漂流物評価フロー」に基づき評価し

ている。 

漂流物評価フローにおいて示される「津波防護施設等，取水

機能を有する安全設備等に対する漂流物となる可能性」の具体

的な考え方について，以下に示す。 

 

2. 「津波防護施設等，取水機能を有する安全設備等に対する漂

流物となる可能性」について 

 津波防護施設等，取水機能を有する安全設備等に対する漂流

物となる可能性について，津波の流況を踏まえて，東海第二発

電所の津波防護施設等及び取水口に対する漂流物の動向を確認

することにより評価する。 

 

 

2.1 津波流況の考察 

(1) 流況考察時間の分類 

 東海第二発電所敷地内及び敷地外における津波襲来時の流

況について整理した。津波流向の時刻歴を確認した結果，津

波が襲来する時間帯（以下流況の評価においては「津波襲来

時」という。）である地震発生後約 34分～約 40分及び引き波

の時間帯（以下流況の評価においては「引き波時」という。）

である地震発生後約 40 分～約 50 分に大きな速度を有する一

定方向の流向が継続しており，引き波後は継続的でない流向

を示す傾向にあった。漂流物の動向に影響を与える流況とし

ては，大きな速度を有する継続的な一定方向の流向が支配的

添付資料 36 

 

津波の流況を踏まえた漂流物の津波防護施設等及び取水口への到

達可能性評価について 

 

1. はじめに 

 「2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能へ

の影響防止」における評価のひとつとして，基準津波に伴う漂

流物が非常用海水ポンプの取水性に及ぼす影響を確認するため

に，漂流物となる可能性のある施設・設備を「第 2.5-18図 漂

流物の選定・影響確認フロー」に基づき評価する。 

 

漂流物の選定・影響確認フローに基づき，漂流物が津波防護

施設等及び取水口に到達する可能性の具体的な考え方について

以下に示す。 

 

2. 漂流物の津波防護施設等への到達可能性及び２号炉取水口に

到達する可能性について 

 津波防護施設等及び２号炉取水口に到達する可能性につい

て，津波の流況を踏まえて，島根原子力発電所の津波防護施設

等及び取水口に対する漂流物の動向を確認することにより評価

する。 

 

 

2.1 津波流況の考察 

(1) 流況考察時間の分類 

島根原子力発電所敷地内及び敷地外における津波襲来時の

流況について考察した。島根２号炉は基準津波の特性として

継続的な流向はないため，日本海東縁部に想定される地震に

よる津波（基準津波１）と海域活断層から想定される地震に

よる津波（基準津波４）について，流況考察時間を最大水位・

流速を示す時間帯とその前後の３つに分類した。 

日本海東縁部に想定される地震による津波（基準津波１）

については，最大水位・流速を示す時間帯が地震発生後約 180

分～200分であるため，津波到達時間も考慮し地震発生後約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基準津波の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は基準津波

の特性として，津波周期

が短く敷地周辺及び港

湾内の流向が短時間に

変化することから，最大

流速・水位を示す時間帯
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であると考えられるが，ここでは保守的に引き波後の流況に

ついても把握することを目的とし，津波による流況が収束し

つつある時間帯（以下流況の評価においては「収束時」とい

う。）である地震発生後約 50分～約 90分についても整理した。

第 1図に流況考察時間の分類を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100分～180分，地震発生後約 180分～200分，地震発生後約

200分～360分の３区分に分類し，海域活断層から想定される

地震による津波（基準津波４）については，最大水位・流速

を示す時間帯が地震発生後約５分～７分であるため，地震発

生後約０分～５分，地震発生後約５分～７分，地震発生後約

７分～30分の３区分に分類した。図１に流況考察時間の分類

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とそれ以外に分類。 
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第１図 流況考察時間の分類 

 

(2) 津波流況の考察 

 第 2 図に発電所周辺海域及び発電所敷地前面海域の流向ベ

クトル（防波堤ありの場合）を示す。また，防波堤ありの場

合における流況の考察の詳細を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図１ 流況考察時間の分類 

 

(2) 津波流況の考察 

   添付資料 34「水位変動・流向ベクトル」第１図，第４図に

基準津波１，４の水位変動・流向ベクトルを示す。また，防

波堤有りの場合における流況の考察の詳細を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，水位変

動・流向ベクトルを添付

資料 34に示す。 

 

 

御津漁港

片句漁港

手結漁港

恵曇漁港

地点１

地点２

地点３

地点７

地点４

地点５

地点８

地点６

地点９

大芦漁港
地点11

地点10
地点12 地点13
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ａ．防波堤あり 

 

(a) 津波襲来時（地震発生後 約 34分～約 40分） 

 

 

i) 発電所敷地エリア 

東方より北西向きの流向を主流として襲来し，地震発

生から約 35 分後に敷地前面に到達する。地震発生から

約 37分後には敷地への遡上が始まり，第 2図（4／11）

の地震発生から 38 分後における発電所敷地エリア拡大

図のように，取水口以北では防潮堤の敷地前面東側から

敷地側面北側に沿うように遡上し，取水口以南では防潮

堤の敷地前面東側から敷地側面南側に沿うように遡上

する。地震発生から約 40分後には引き波となる。 

 

ii) 発電所北側エリア 

東方より北西向きの流向を主流として襲来し，地震発

生から約 35 分後に発電所北側エリア前面の海域に到達

する。地震発生から約 37 分後には北西向きの流向を主

流として発電所北側エリアの陸域及び久慈川へ遡上し，

第 2図（5／11）の地震発生から 40分後における発電所

周辺広域図のように，発電所敷地エリアでは引き波へと

転じる地震発生から約 40 分後においても，発電所北側

エリアの陸域及び久慈川では津波の遡上が続く（地震発

生から約 43分後まで遡上が継続する）。 

 

iii) 発電所南側エリア 

東方より北西向きの流向を主流として襲来し，地震発

生から約 34 分後に発電所南側エリア前面の海域に到達

する。前面海域に到達した津波は常陸那珂港区沖防波堤

の影響により，常陸那珂火力発電所敷地へは直接遡上せ

ず，沖防波堤の北側に回り込む。地震発生から約 36 分

後には常陸那珂港区沖防波堤の北側に回り込んだ津波

が常陸那珂火力発電所敷地の北側から遡上を始める。第

2図（3／11）の地震発生から 37.5分後における発電所

周辺広域図のように，常陸那珂火力発電所敷地の北側か

a. 防波堤有り 

Ⅰ. 基準津波１（防波堤有り） 

(a) 最大水位・流速を示す時間帯以前（地震発生後約 100

分～180分） 

 

ⅰ) 発電所周辺海域 

  約 109 分では，津波の第１波が敷地の東側から沿岸を

沿うように襲来する。また，約 113分 30秒では，敷地の

北西側から津波が襲来する。発電所周辺海域において流

速の変化は小さく，水位変動も 1m程度である。その後，

約 180 分まで主に敷地の北西側からの押し波，引き波に

より，短い周期で北西方向と南東方向の流れを繰返す。

いずれの時間帯においても流速は 1m/s未満である。 

 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

  約 116分 30秒では，津波の第１波が輪谷湾に到達する。

水位が 1m 程度上昇し，0.5m/s 程度の流速が防波堤付近

で発生する。その後，約 180 分まで，短い周期で輪谷湾

内と輪谷湾外への流れを繰返す。水位変動は最大でも 3m

程度で，流速は最大でも 3m/s程度である。 

  流れの特徴としては，押し波時，引き波時とも防波堤

を回り込む流れが生じ，港湾内のうち防波堤を回り込む

流れによる流速が比較的速い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基準津波の相違 

【東海第二】 

島根は基準津波が複数

あることによる相違。 

 

・基準津波の相違 

【東海第二】 

基準津波の違いによる

考察結果の相違（以下，

同様）。 
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らは南向きの流向を主流とした津波が陸域へ遡上し，常

陸那珂火力発電所敷地の南側からは北向きの流向を主

流とした津波が陸域へ遡上するが，地震発生から約 40

分後には引き波となる。国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構敷地では地震発生から約 37 分後に西向きの

流向を主流とした津波が陸域へ遡上するが，地震発生か

ら約 39分後には引き波となる。 

(b) 引き波時（地震発生後 約 40分～約 50分） 

 

i) 発電所敷地エリア 

地震発生から約 40 分後に引き波へと転じ，敷地前面

東側から外海へ向かう流況となる。引き波時は津波襲来

時のように防潮堤に沿うような流況は示さず，第 2図（5

／11）の地震発生から 40 分後における発電所敷地エリ

ア拡大図のように，敷地前面東側の一部を除き，直接外

海へ向かう流況となっている。また，第 2 図（7／11）

の地震発生から 43 分後における発電所敷地エリア拡大

図のように，防波堤の間隔が狭いため，引き波方向に大

きな流速が出ていることが確認される。引き波の流況は

地震発生から約 50分後まで継続する。 

 

ii) 発電所北側エリア 

地震発生から約 40 分後以降においても久慈川及び久

慈川周辺陸域については遡上を続けるが，地震発生から

約 43 分後には引き波へ転じ始め，陸域から外海へ向か

う流向を主流とした流況となる。この流況は地震発生か

ら約 50 分後以降も継続する。なお，防波堤より敷地側

の海域では比較的穏やかな流況となる（防波堤より敷地

側の海域では穏やかな流況が地震発生から 90 分後まで

続く）。また，第 2 図（6／11）の地震発生から 41.5 分

後における発電所周辺広域図のように，日立港区沖防波

堤の北側又は南側に回り込みながら波が引いていく流

況となる。さらに，第 2図（8／11）の地震発生から 45

分後における発電所周辺広域図のように，日立港区東防

波堤及び南防波堤の間隔が狭いため，引き波方向に大き

な流速が出ていることが確認される。発電所北側エリア

 

 

 

 

 

 

 

(b) 最大水位・流速を示す時間帯（地震発生後約 180 分～

200分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

  約 180 分では，敷地の北西側から引き波が襲来する。

引き波の影響により発電所の北側 1km の範囲において

は，北西方向の流れとなり 1m/sを超える流速が確認でき

る。また，発電所の東側においては，北西側からの押し

波による東方向への流れが継続する。約 183 分では，敷

地の北西側から押し波が襲来し，押し波の影響により発

電所の北側 1km の範囲においては，流れは反転し，南東

方向の流れとなり，引き波の流速と同様 1m/sを超える流

れが確認できる。 

  約 187 分では，敷地の北西側から引き波が襲来し，約

191分では，水位変動が 3m程度の大きい押し波が襲来し

2m/sを超える流れが確認できる。その後も，主に敷地の

北西側から押し波，引き波が比較的速い流速にて約 200

分まで交互に襲来し，短い周期で北西方向と南東方向の

流れを繰返す。 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

  地震発生後約 184 分では，敷地の北西側から押し波が

襲来し，流速 5m/s程度の防波堤を回り込む流れが発生す

る。約 184 分 30 秒では，輪谷湾内の水位が 5m 程度上昇

し，周辺海域では押し波傾向であるが，輪谷湾水位が高

いため，輪谷湾内への流れは 2m/s程度となる。その直後

には引き波により急激な輪谷湾外へ向かう流れとなる。

約 192分 30秒では，輪谷湾の水位が低い状態において，

敷地の北西側から押し波が襲来する。最大流速が発生す

る時間帯であり，防波堤を回り込む 6m/sを超える流れが
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の前面海域については地震発生から約 40 分後には引き

波へと転じ，外海へ向かう流況となる。この流況は地震

発生から約 43分後まで継続する。 

iii) 発電所南側エリア 

発電所南側エリアの常陸那珂火力発電所敷地では，地

震発生の約 40 分後から約 45 分後にかけて引き波とな

る。第 2図（6／11）の地震発生から 42分後における発

電所周辺広域図のように，常陸那珂港区沖防波堤の北側

に回り込みながら波が引いていく流況を示し，第 2図（7

／11）の地震発生から 43 分後における発電所周辺広域

図のように，旋回する流況が確認される。旋回する流況

は地震発生後約 55 分まで継続する。国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構敷地前面海域では地震発生の

約 40分後から約 50分後にかけて引き波となり，外海へ

向う流向を主流とした流況となる。 

(c) 収束時（地震発生後 約 50分～約 90分） 

 

i) 発電所敷地エリア 

敷地前面海域において，第 2 図（9／11）の地震発生

から 55 分後における発電所周辺広域図のように，旋回

する流況が確認される（旋回する流況は地震発生後約

75 分まで継続する）。また，第 2 図（9／11）の地震発

生から 60 分後における発電所敷地エリア拡大図のよう

に，東海港の防波堤付近にて旋回する流況となるが，継

続的な流況とはならない。地震発生の約 65 分後から約

75 分後にかけては一部旋回する流況となるものの，穏

やかな流況が継続する。第 2図（11／11）の地震発生か

ら 80 分後における発電所敷地エリア拡大図のように，

地震発生から約 80 分後に西向きの流向で津波が襲来

し，物揚岸壁及び敷地前面東側の一部に津波が遡上する

が，この流況が継続することはなく，地震発生から約

85分後には引き波へと転じ，地震発生から約 90分後に

は一部で引き波及び旋回する流況が確認されるものの

比較的穏やかな流況となる。 

 

 

発生する。約 193分 30秒では，周辺海域は押し波傾向で

あるが，輪谷湾水位が高いため，輪谷湾に向かう流れは

ない。その後，地震発生後約 200 分まで，短い周期で輪

谷湾内と輪谷湾外への流れを繰返す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 最大水位・流速を示す時間帯以降（地震発生後約 200

分～360分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

  約 201分では，東方向の流れとなり，流速は 1m/s程度

である。約 204 分では，反射波により流れは逆向きとな

り，流速は 1m/s程度となる。その後，敷地北西側からの

押し波，引き波により短い周期で北西方向と南東方向の

流れを繰返す。また，流速は速くても 1m/s程度である。 
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ii) 発電所北側エリア 

地震発生から約 55 分後までは陸域から外海へ向かう

流向を主流とした流況が継続する。地震発生の約 65 分

後から約 80 分後にかけては穏やかな流況が継続する。

地震発生の約 85分後から約 90分後では引き波となり，

外海へ向う流向を主流とした流況となる。 

iii) 発電所南側エリア 

地震発生の約 60分後から約 80分後にかけては穏やか

な流況が継続する。地震発生から約 85 分後に引き波へ

と転じ，地震発生から約 90 分後には再び穏やかな流況

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

  地震発生後約 201分では，輪谷湾外への流れとなり，，

流速は 1m/s程度である。約 205分では，押し波が襲来し，

輪谷湾内への流れとなり，流速は 1m/s程度となる。 

 流れの特徴としては，押し波時，引き波時とも防波堤

を回り込む流れが生じ，港湾内の流速のうち防波堤を回

り込む流れによる流速が比較的速い。 

 

Ⅱ. 基準津波４（防波堤有り） 

(a) 最大水位・流速を示す時間帯以前（地震発生後約０分

～５分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

  約２分では，津波の第１波が敷地の北西側から押し波

として襲来する。水位も低く流速の変化は小さい。約４

分では，北西側への大きい引き波により，北西方向の流

れとなるが，いずれも 1m/s以上の流速は確認されない。 

ⅱ) 発電所港湾部 

  地震発生後約３分では，津波の第１波が輪谷湾に押し波

として襲来する。水位も低く流速の変化は小さい。 

 

(b) 最大水位・流速を示す時間帯（地震発生後約５分～７

分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

約５分では，敷地の北西側への大きい引き波により北西

方向の流れが継続する。 

ⅱ) 発電所港湾部 

  約６分では，大きい引き波により輪谷湾外への流れとな

り，3m/s程度の流速となる。 

 

(c) 最大水位・流速を示す時間帯以降（地震発生後約７分

～30分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

約７分では，敷地の北西側への引き波が継続しており，

北西方向の流向が継続する。約 9分では，敷地北西側から

押し波が襲来し，南東方向の流れとなる。いずれも，1m/s

以上の流速は確認されず，以降も，1m/s を超える流速は
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第 2図 発電所周辺海域及び発電所敷地前面海域の流向ベクトル 

（防波堤ありの場合）（1／11） 

 

第 3 図に発電所周辺海域及び発電所敷地前面海域の流向ベ

クトル（防波堤なしの場合）を示す。また，防波堤なしの場

合における流況の考察の詳細を以下に示す。 

 

 

 

ない。 

ⅱ) 発電所港湾部 

  約７分では，輪谷湾内への，約９分では，輪谷湾外へ

の流れとなる。湾内のうち防波堤を回り込む流速が比較

的速く 2m/s程度の流速が確認できる。以降，輪谷湾内と

輪谷湾外への流向が短い周期で変化するが，流速は 1m/s

程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，軌跡解析

の傾向も踏まえ，第３図

に記載。 
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ｂ．防波堤なし 

 

(a) 津波襲来時（地震発生後 約 34分～約 40分） 

 

i) 発電所敷地エリア 

東方より北西向きの流向を主流として襲来し，地震発

生から約 35 分後に敷地前面に到達する。地震発生から

約 37分後には敷地への遡上が始まり，第 3図（4／11）

の地震発生から 38 分後における発電所敷地エリア拡大

図のように，取水口以北では防潮堤の敷地前面東側から

敷地側面北側に沿うように遡上し，取水口以南では防潮

堤の敷地前面東側から敷地側面南側に沿うように遡上

する。地震発生から約 40分後には引き波となる。 

ii) 発電所敷地エリア 

東方より北西向きの流向を主流として襲来し，地震発

生から約 35 分後に発電所北側エリア前面の海域に到達

する。地震発生から約 37 分後には北西向きの流向を主

流として発電所北側エリアの陸域及び久慈川へ遡上し，

第 3図（5／11）の地震発生から 40分後における発電所

周辺広域図のように，発電所敷地エリアでは引き波へと

転じる地震発生から約 40 分後においても，発電所北側

エリアの陸域及び久慈川では津波の遡上が続く（地震発

生から約 43分後まで遡上が継続する）。 

iii) 発電所南側エリア 

東方より北西向きの流向を主流として襲来し，地震発

生から約 34 分後に発電所南側エリア前面の海域に到達

する。地震発生から約 35 分後には北西向きの流向を主

流として常陸那珂火力発電所敷地へ遡上し始め，第 3図

（3／11）の地震発生から 37.5分後における発電所周辺

広域図のように，常陸那珂火力発電所敷地の北側からは

南西向きの流向を主流とした津波が陸域へ遡上し，常陸

那珂火力発電所敷地の南側からは北西向きの流向を主

流とした津波が陸域へ遡上するが，地震発生から約 40

分後には引き波となる。国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構敷地では地震発生から約 37 分後に西向きの

流向を主流とした津波が陸域へ遡上するが，地震発生か

b. 防波堤無し 

Ⅰ. 基準津波１（防波堤無し） 

(a) 最大水位・流速を示す時間帯以前（地震発生後 100 分

～180分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

 「a.防波堤有り」に記載した内容と同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

  約 116分 30秒では，津波の第１波が輪谷湾に到達する。

水位が 1m程度上昇するが，流速の変化は小さい。その後，

約 180 分まで，短い周期で輪谷湾内と輪谷湾外への流れ

を繰返す。水位変動は最大でも 3m程度で，流速は最大で

も 3m/s程度である。 
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ら約 39分後には引き波となる。 

 

(b) 引き波時（地震発生後 約 40分～約 50分） 

 

i) 発電所敷地エリア 

地震発生から約 40 分後に引き波へと転じ，敷地前面

東側から外海へ向かう流況となる。引き波時は津波襲来

時のように防潮堤に沿うような流況は示さず，第 3図（5

／11）の地震発生から 40 分後における発電所敷地エリ

ア拡大図のように，敷地前面東側の一部を除き，直接外

海へ向かう流況となっている。この流況は地震発生から

約 50分後まで継続する。 

ii) 発電所敷地エリア 

地震発生から約 40 分後以降においても久慈川及び久

慈川周辺陸域については遡上を続けるが，地震発生から

約 43 分後には引き波へ転じ始め，陸域から外海へ向か

う流向を主流とした流況となる。この流況は地震発生か

ら約 50 分後以降も継続する。発電所北側エリアの前面

海域については地震発生から約 40 分後には引き波へと

転じ，外海へ向かう流況となる。この流況は地震発生か

ら約 50分後以降も継続する（地震発生から約 55分後ま

で引き波が継続する）。 

iii) 発電所南側エリア 

発電所南側エリアの常陸那珂火力発電所敷地では，地

震発生の約 40 分後から約 45 分後にかけて引き波とな

り，第 3図（7／11）及び（8／11）の発電所周辺広域図

のように，地震発生から約 42分後から約 45分後にかけ

て常陸那珂火力発電所敷地前面海域にて旋回する流況

となるものの，おおむね遡上時とは逆の流向を主流とし

た流況となる。地震発生から約 50 分後には常陸那珂火

力発電所敷地前面海域にて南向きの流向を主流とした

流況となる。国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

敷地前面海域では地震発生の約 40分後から約 50分後に

かけて引き波となり，外海へ向う流向を主流とした流況

となる。 

(c) 収束時（地震発生後 約 50分～約 90分） 

 

 

 (b) 最大水位・流速を示す時間帯（地震発生後約 180分～

200分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

 「a.防波堤有り」に記載した内容と同じ。 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

約 183分 30秒では，敷地の北西側から押し波が襲来し，

輪谷湾内における流速は 3m/s 程度である。約 184 分 30 秒

では，輪谷湾内水位が 6m程度上昇し，周辺海域では押し波

傾向であるが，輪谷湾水位が高いため，輪谷湾内への流れ

はない。その直後には引き波により輪谷湾外へ向かう流れ

となる。約 192分 30秒では，輪谷湾の水位が低い状態にお

いて，敷地の北西側から大きい押し波が襲来する。最大流

速が発生する時間帯であり，9m/s程度の流れが発生する。

約 193分 30秒では，周辺海域は押し波傾向であるが，輪谷

湾水位が高いため，輪谷湾外への流れとなる。その後，約

200 分まで，短い周期で輪谷湾内と輪谷湾外への流れを繰

返す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c) 最大水位・流速を示す時間帯以降（地震発生後約 200
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i) 発電所敷地エリア 

敷地前面海域において，地震発生から約 55 分後には

南向きの流況となり，地震発生から約 65 分後には北向

きの流況となるが，いずれも継続的な流況とはならず，

地震発生の約 65分後から約 75分後にかけては穏やかな

流況が継続する。第 3 図（11／11）の地震発生から 80

分後における発電所敷地エリア拡大図のように，地震発

生から約 80 分後に西向きの流向で津波が襲来し，物揚

岸壁及び敷地前面東側の一部に津波が遡上するが，この

流況が継続することはなく，地震発生から約 85 分後に

は引き波へと転じ，地震発生から約 90 分後には一部で

引き津波が継続するものの比較的穏やかな流況となる。 

ii) 発電所敷地エリア 

地震発生から約 55 分後までは陸域から外海へ向かう

流向を主流とした流況が継続する。地震発生から約 60

分後には北西へ向かう流向を主流とした流況となるが，

継続的な流況とはならず，地震発生の約 65 分後から約

80 分後にかけては穏やかな流況が継続する。地震発生

の約 85分後から約 90分後では引き波となり，外海へ向

う流向を主流とした流況となる。 

iii) 発電所南側エリア 

地震発生から約 55 分後にて西向きの流向を主流とし

た流況となるが，継続的な流況とはならず，地震発生の

約 60分後から約 80分後にかけては穏やかな流況が継続

する。地震発生から約 85 分後に引き波へと転じ，地震

発生から約 90分後には再び穏やかな流況となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分～360分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

 「a.防波堤有り」に記載した内容と同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

約 201 分では，輪谷湾外への流れとなり，流速は 1m/s

程度である。約 205分では，押し波が襲来し，輪谷湾内へ

の流れとなり，流速は 1m/s程度となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ. 基準津波４（防波堤無し） 

(a) 最大水位・流速を示す時間帯以前（地震発生後約０分

～５分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

 「a.防波堤有り」に記載した内容と同じ。 

 

 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

地震発生後約３分では，津波の第１波が輪谷湾に押し波とし
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て襲来する。水位も低く流速の変化は小さい。 

 

(b) 最大水位・流速を示す時間帯（地震発生後約５分～７

分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

 「a.防波堤有り」に記載した内容と同じ。 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

約６分では，大きい引き波により輪谷湾外への流れとなり，

3m/s程度の流速となる。約７分では，輪谷湾内への流向とな

り，2m/s程度の流速となる。 

(c) 最大水位・流速を示す時間帯以降（地震発生後約７分

～30分） 

ⅰ) 発電所周辺海域 

 「a.防波堤有り」に記載した内容と同じ。 

 

ⅱ) 発電所港湾部 

   約７分では，輪谷湾内への流れとなる。約９分では，輪谷

湾外への流れとなるが，流速は 2m/s程度である。以降，輪谷

湾内への流れ，輪谷湾外への流れが短い周期で変化するが，

流速は 1m/s程度である。 
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第 3図 発電所周辺海域及び発電所敷地前面海域の流向ベクトル 

（防波堤なしの場合）（1／11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，軌跡解析

の傾向も踏まえ，第３図

に記載。 
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2.2 漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達可能性評価 

津波流況の考察より，以下のとおり時間分類毎に漂流物の津

波防護施設等及び取水口への到達可能性について評価を実施

した。 

 

 

 

 

 

(1) 津波襲来時（地震発生後 約 34分～約 40分） 

発電所敷地エリアについては，津波襲来時の流況から，

取水口以北の漂流物は敷地前面東側から敷地側面北側へ防

潮堤に沿うように移動し，取水口以南の漂流物は敷地前面

東側から敷地側面南側へ防潮堤に沿うように移動すると考

えられる。 

発電所北側エリアについては，津波襲来時の流況から，

当該エリアの漂流物は北西方向へ移動すると考えられ，発

電所敷地エリアでは引き波へと転じる時間においても当該

エリアの漂流物は津波の遡上方向である北西へ移動すると

考えられる。 

発電所南側エリアのうち常陸那珂火力発電所敷地につい

ては，津波襲来時の流況から，常陸那珂火力発電所の敷地

における漂流物のうち北側に存在するものは南方向へ移動

し，南側にあるものは北方向へ移動すると考えられる。国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構敷地については，

津波襲来時の流況から，国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構敷地に存在する施設・設備は津波の遡上方向であ

る西へ移動すると考えられる。しかしながら，発電所南側

エリアの一部については東海第二発電所の敷地に隣接して

いることから，漂流物が津波防護施設である防潮堤の敷地

前面東側及び敷地側面南側，取水口へ向かうことを否定で

きない。 

 

 

 

 

2.2 漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達可能性評価 

津波流況の考察に加え，発電所周辺の漁港に停泊する船舶等

が到達する可能性について，仮想的な浮遊物の動きを把握する

方法として有効な軌跡解析も踏まえ評価した。なお，評価にあ

たっては，軌跡解析の特徴から移動量の大きい基準津波１につ

いて評価した。評価結果を第３図に示す。 

流向・流速・軌跡の特徴を評価した結果は以下のとおり。 

 

 

(1) 最大水位・流速を示す時間帯以前 

発電所周辺海域においては，地震発生後 180分程度までは，

流速が小さく移動量は小さい。また，流れは主に北西・南東方

向に変化しており，漂流物は北西，南東方向に移動すると考え

られる。 移動量も小さく発電所に対する連続的な流れもない

ため発電所に到達しないと考えられる。 

発電所港湾部においては，地震発生後 180分程度までは，流

速が小さく移動量は小さい。また，港湾部はその形状から，押

し波後はすぐに引き波に転じることから，発電所の港湾部に漂

流物は到達しないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，流況の考

察に加え軌跡解析の結

果も踏まえ評価を実施。 

 

 

 

・基準津波の相違 

【東海第二】 

基準津波の特性の違い

による評価結果の相違

（以下，同様）。 
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以上より，漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達

可能性について以下のとおり整理した。 

ａ．津波防護施設等への到達可能性評価 

発電所敷地エリアについては漂流物が津波防護施設

である防潮堤の敷地前面東側，敷地側面北側及び敷地

側面南側へ向かう可能性があるため，津波防護施設等

へ向かう可能性があるものと評価した。なお，漂流物

の衝突力が大きいと考えられる津波襲来時の流況とし

て，敷地前面東側においては防潮堤の軸直交方向に津

波が襲来し，敷地側面北側及び敷地側面南側において

は防潮堤に沿うように軸方向に津波が襲来することか

ら，漂流物の衝突による影響が大きくなるのは敷地前

面東側であると考えられる。 

発電所南側エリアについては漂流物が津波防護施設

である防潮堤の敷地前面東側及び敷地側面南側へ向か

う可能性があるため，津波防護施設等へ向かう可能性

があるものと評価した。 

発電所北側エリアについては漂流物が津波の遡上方

向である北西へ移動すると考えられることから津波防

護施設等へ向かわないと評価した。 

ｂ．取水口への到達可能性評価 

発電所南側エリアについては漂流物が取水口へ向か

う可能性があるものと評価した。 

その他のエリアにおける漂流物は陸域側又は久慈川

上流へ移動すると考えられることから，取水口へ向か

わないと評価した。 

(2) 引き波時（地震発生後 約 40分～約 50分）

発電所敷地エリアについては，引き波時の流況から，漂

流物が津波襲来時に敷地側面北側及び敷地側面南側へ移動

した後に外海方向へ移動すると考えられるが，津波襲来時

に敷地前面東側に漂流物が留まった場合，引き波時におい

て漂流物が貯留堰，取水口へ向かうことを否定できない。 

 以上より，漂流物の津波防護施設及び取水口への到達可能

性について以下のとおり評価した。 

ａ．津波防護施設等への到達可能性評価 

発電所周辺海域において，180分程度までは，流速が小さく

移動量は小さい。また，流れは主に北西・南東方向に変化して

おり，漂流物は北西，南東方向に移動すると考えられる。 移

動量も小さく発電所に対する連続的な流れもないため発電所

に到達しないと考えられることから，津波防護施設に到達しな

いと評価した。 

ｂ．取水口への到達可能性評価 

敷地周辺海域では，流れは主に北西・南東方向に変化して

おり，発電所への連続的な流れはなく流速も小さいことから

移動量も小さく，発電所に到達しないと評価した。 

また，港湾部においては，その形状から，押し波後はすぐ

に引き波に転じること及び流速も小さく移動量も小さいこと

から，港湾部に漂流物は侵入しないと評価した。 

(2) 最大水位・流速を示す時間帯

発電所周辺海域においては，地震発生後約 180～200分では，

流速は 2m/sであり，流れは短い間隔で主に北西・南東方向に変

化しており，発電所に対する連続的な流れもないため，発電所

に到達しないと考えられる。 

発電所港湾部においては，地震発生後約 180～200分では，流
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発電所北側エリアについては，引き波時の流況から，漂

流物が外海方向へ移動すると考えられる。 

発電所南側エリアのうち常陸那珂火力発電所敷地につい

ては，引き波時の流況から，漂流物が外海へ移動すると考

えられる。国立研究開発法人日本原子力研究開発機構敷地

については，引き波時の流況から，漂流物が外海へ移動す

ると考えられる。 

以上より，漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達

可能性について以下のとおり整理した。 

ａ．津波防護施設等への到達可能性評価 

発電所敷地エリアについては，津波襲来時に防潮堤

の敷地側面北側及び敷地側面南側へ到達した漂流物

が，引き波時に津波防護施設である貯留堰へ向かう可

能性があるため，津波防護施設等へ向かう可能性があ

るものと評価した。 

その他のエリアにおける漂流物は継続的に外海方向

へ移動すると考えられることから津波防護施設等へ向

かわないと評価した。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．取水口への到達可能性評価 

発電所敷地エリアについては漂流物が取水口へ向か

う可能性がある。 

その他のエリアにおける漂流物は継続的に外海方向

へ移動すると考えられることから，取水口へ向かわな

いと評価した。 

 

(3) 収束時（地震発生後 約 50分～約 90分） 

発電所敷地エリアについては，収束時の流況から，発電

所敷地前面の漂流物は一時的に外海へ移動すると考えられ

るが，比較的穏やかな流況が継続することから，漂流物は

大きな移動を伴わないと考えられる。 

速は最大 9m/s程度と速いが，港湾部はその形状から，押し波後

はすぐに引き波に転じることから，発電所の港湾部に漂流物は

到達しないと考えられる。 

 

 

 

 

以上より，漂流物の津波防護施設及び取水口への到達可能性

について以下のとおり評価した。 

ａ．津波防護施設等への到達可能性評価 

1km 程度沖合では，発電所方向への連続的な流れはなく，

1km 以遠の沖合を航行する船舶は発電所に到達しないと評価

した。1km 以内の３号炉北岸及び１号炉放水連絡通路近傍を

航行し得る船舶についても軌跡解析の傾向では発電所方向の

連続的な流れは確認されない。一方，流速が速く，津波防護

施設方向への一時的な流れはあることから，港湾外に設置す

る津波防護施設（３号炉北岸防波壁，１号炉放水連絡通路防

波扉）へ到達する可能性があるものと評価した。 

なお，港湾部はその形状から，押し波後はすぐに引き波に

転じており，漂流物は港湾部に侵入しないことから，港湾内

に設置する津波防護施設（３号東防波壁及び１，２号炉前面

防波壁並びに防波扉）に漂流物は到達しないと評価した。 

 

 

ｂ．取水口への到達可能性評価 

   敷地周辺海域では，流れは主に北西・南東方向に変化して

おり，発電所への連続的な流れはなく流速は 2m/s程度である

ことから移動量も小さい。また，港湾部においては，その形

状から，押し波後はすぐに引き波に転じることから，港湾部

に漂流物は侵入しないと評価した。 

 

(3) 最大水位・流速を示す時間帯以降 

発電所周辺海域においては，地震発生後約 200 分以降は，流

速が小さく移動量は小さい。また，流れは主に北西・南東方向

に変化しており，漂流物は北西，南東方向に移動すると考えら

れる。 移動量も小さく発電所に対する連続的な流れもなく発電
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発電所北側エリアについては，収束時の流況から，当該

エリアの漂流物は一時的に外海へ移動すると考えられる

が，比較的穏やかな流況が継続することから，漂流物は大

きな移動を伴わないと考えられる。 

発電所南側エリアについては，収束時の流況から，当該

エリアの漂流物は一時的に外海へ移動すると考えられる

が，比較的穏やかな流況が継続することから，漂流物は大

きな移動を伴わないと考えられる。 

以上より，漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達

可能性について以下のとおり整理した。 

ａ．津波防護施設等への到達可能性評価 

各エリアにおける漂流物は大きな移動を伴わないと

考えられることから，津波防護施設等へは向かわない

と評価した。 

 

 

 

 

ｂ．取水口への到達可能性評価 

各エリアにおける漂流物は大きな移動を伴わないと考えら

れることから，取水口へ向かわないと評価した。 

所に到達しないと考えられる。 

発電所港湾部においては，地震発生後約 200 分以降は，流速

が小さく移動量は小さい。また，港湾部はその形状から，押し

波後はすぐに引き波に転じることから，発電所の港湾部に漂流

物は到達しないと考えられる。 

 

 

 

以上より，漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達可

能性について以下のとおり評価した。 

ａ．津波防護施設等への到達可能性評価  

発電所周辺海域においては，地震発生後約 200分以降は，流

速が小さく移動量は小さい。また，流れは主に北西・南東方向

に変化しており，漂流物は北西，南東方向に移動すると考えら

れる。 移動量も小さく発電所に対する連続的な流れもないた

め発電所に到達しないと考えられることから，津波防護施設に

到達しないと評価した。 

 

ｂ．取水口への到達可能性評価 

   敷地周辺海域では，流れは主に北西・南東方向に変化して

おり，発電所への連続的な流れはなく流速も小さいことから，

移動量も小さい。また，港湾部においては，その形状から，

押し波後はすぐに引き波に転じることから，港湾部に漂流物

は侵入しないと評価した。 
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第 3-1図 水位変動・流向ベクトル，軌跡解析の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価内容の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，水位変

動・流向ベクトルに加

え，軌跡解析の傾向も踏

まえ評価を実施。 

（以降，同様な図であり

記載を省略する。） 
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  添付資料 37 

 

津波発生時の運用対応について 

 

１．概要 

設置許可基準規則第５条「津波による損傷の防止」に基づき，

敷地等への浸水防止として防波壁通路防波扉及び１号放水連絡

通路防波扉（以下「防波扉」という。）の設置，襲来する津波を

監視するため津波監視設備を設置している。ここでは，上記設

備に係る運用に加え，大津波警報発令時の原子炉停止操作及び

循環水ポンプの停止等の津波発生時のプラント操作に係る対応

を示す。 

  

２．津波発生時の対応について 

津波発生時の対応については，表１に示すとおり，気象庁が発

令する「島根県 出雲・石見」区域の津波注意報，津波警報又

は大津波警報に基づき実施することとし，以下に示す（１）～

（３）に区分し，それぞれの対応について示す。また，地震・

津波発生時に想定されるプラント対応フローを図１に示す。 

 

（１）津波注意報，津波警報又は大津波警報発令時（津波襲来

前） 

（２）津波襲来時 

（３）津波襲来後 

表１ 気象庁から発令される津波警報・注意報の種類と津波高さの

関係 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は津波発生

時の運用対応について

資料を作成 

種類 津波予想高さ 発令警報 

大津波警報 

津波高さ 10m超 津波の高さ 10m超 

津波高さ 5m超～10m以下 津波の高さ 10m 

津波高さ 3m超～5m以下 津波の高さ 5m 

津波警報 津波高さ 1m超～3m以下 津波の高さ 3m 

津波注意報 津波高さ 0.2m以上～1m以下 津波の高さ 1m 
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（１）津波注意報，津波警報又は大津波警報発令時（津波襲来前） 

地震発生後，津波注意報，津波警報又は大津波警報が発令さ

れた場合は，速やかに湾岸及び取水槽廻りから待避するよう所

内通信連絡設備(警報装置を含む。)により発電所内に周知し，

所員は高台（EL11.9m 以上）に待避を行う運用としている。た

だし，漂流物発生防止に係る対応を実施する場合は，対応実施

後に退避を行う。また，津波に関する情報（津波到達予想時刻，

津波規模，津波監視カメラによる津波の状況等）を確認し作業

安全が確認されるまでは，湾岸及び取水槽廻りでの作業は実施

しないこととしている。 

さらに，大津波警報の場合は，緊急時警戒体制を発令し，緊

急時対策要員を非常招集することにより，速やかに重大事故等

に対処できる体制を整える。 

これらの他，発令される警報の種類（津波注意報，津波警報

又は大津波警報）に応じ，津波に対する対応を以下のとおり実

施する。 

  

ａ．津波監視に係る対応 

気象庁から発信される津波情報も含め，津波に関する情報

を収集するとともに，津波監視カメラによる津波襲来状況の

監視を強化する。 

 

 ｂ．原子炉の停止に係る対応 

   大津波警報が発令された場合は，原子炉の停止操作及び冷

却操作を開始する。ただし，地震により原子炉が自動停止す

る場合を除く。 

 

 ｃ．海水ポンプの取水性に係る対応 

   大津波警報が発令された場合は，原則として※１，津波到達

前に循環水ポンプを停止する。 

※１ 敷地前面に位置する海域活断層から想定される地震に

よる津波が発生した場合は，津波が敷地に到達する時間

が短く，循環水ポンプ停止操作前に襲来する可能性があ

る。なお，海域活断層から想定される地震による津波に

対して，取水槽水位が非常用海水冷却系の海水ポンプの

取水可能水位を下回らないことを確認している。 
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ｄ．防波扉の閉止操作及び漂流物発生防止に係る対応 

防波扉は，常時閉運用としており，開放時には現場ブザー

音により注意喚起されること及び中央制御室にて開閉状態が

確認できる。作業等で開放する場合においても，速やかに閉

止できるよう，あらかじめ人員を確保することとしている（添

付資料 39参照）。 

一方，荷揚場（防波壁外）で作業を実施している場合は，

作業を中断し，原則として※２，燃料等輸送船の緊急離岸及び

陸側作業に係る車両等の緊急退避を実施し，防波扉の閉止操

作を実施する。 

※２ 燃料等輸送船の緊急離岸や陸側作業に係る車両等の緊

急退避については，作業完了までに津波が到達する可能

性がある場合は実施しない。防波扉については，人員の

安全を優先し，可能な範囲で扉の閉止操作を実施する。

なお，海域活断層から想定される地震による津波は荷揚

場に遡上することなく，陸側作業に係る車両等は漂流物

になることはない。また，燃料等輸送船は荷揚場に係留

されており漂流物となることはない。 

 

 

（２）津波襲来時 

 ａ．津波の監視に係る対応 

   津波監視カメラによる津波襲来状況の監視を継続するとと

もに，取水槽水位計による取水槽水位の監視を強化する。 

 

 ｂ．原子炉の停止に係る対応 

取水槽水位が「取水槽水位低」（EL-2.0m）まで低下した場

合は，原子炉を手動停止し，原子炉の冷却操作を開始する。 

 

ｃ．海水ポンプの取水性に係る対応 

取水槽水位が「取水槽水位低低」（EL-3.0m）まで低下した

場合は，循環水ポンプを停止する。 

 

 ｄ．大型送水ポンプ車の取水性に係る対応 

重大事故時に海水を取水する大型送水ポンプ車は，基準津
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波により想定される引き波最大水位に対しても取水可能であ

ることを確認している。 

 

（３）津波襲来後 

津波注意報，津波警報又は大津波警報解除後，巡視点検等に

より取水口を設置する輪谷湾内に漂流物が確認される場合に

は，必要に応じて漂流物を撤去する。 
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図１－１ 地震・津波発生時のプラント対応フロー（外部電源正

常時） 
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図１－２ 地震・津波発生時のプラント対応フロー（外部電源喪

失時） 
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 添付資料 18 

 

地震後の防波堤の津波による影響評価について 
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添付資料 38 

 

地震後の荷揚場の津波による影響評価について 

 

 

 

 発電所の構内（港湾内）にある港湾施設として，２号炉取水口

の西方に荷揚場があり，この他に，発電所港湾の境界を形成する

防波堤がある。 

 防波堤については，耐震性を有していないことから漂流物評価

としているため，本資料では地震後の荷揚場の津波による影響評

価について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は荷揚場に

ついて記載している。 
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1. 防波堤の施設概要 

東海第二発電所の防波堤は，傾斜堤，ケーソン堤及び物揚岸

壁からなる。傾斜堤は捨石や消波ブロック類からなり，上端に

は上部工を設置し道路として使用している。ケーソン堤は傾斜

堤の先端部に 2 函ずつ設置されている。また，物揚岸壁は北側

の防波堤にあり，港内側は控え杭式鋼管矢板の岸壁からなる。

平面図及び構造断面図を第 1 図～第 8 図に，東海港深浅図を第

9図に示す。 

評価を行う断面は，構造形式の異なる傾斜堤，ケーソン堤，

物揚岸壁の 3 断面を選定した。傾斜堤の評価位置は，水深が深

い北防波堤先端付近とし，また，大型船舶の緊急離岸のための

航路も考慮し，航路幅が最も狭隘となる断面①－①を選定した。

ケーソン堤の評価断面は，同様に緊急離岸航路を考慮し南防波

堤ケーソン堤断面②－②とした。 

物揚岸壁の評価断面は，構造や水深が一様なため，大型船舶

が接岸する中央位置の断面③－③とした。 

 

第 1図 港湾施設平面図 

1. 荷揚場の施設概要 

島根原子力発電所の荷揚場は岩盤上に設置され，背後に埋戻

土（掘削ズリ）が分布している。荷揚場は，基礎コンクリート，

セルラーブロック及び上部工からなる。平面図及び構造断面図

を第 1図～第 2図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価を行う断面は，構造が概ね一様なため，代表断面①－①

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 荷揚場平面図 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 2図 北側防波堤傾斜堤断面（①－①） 

 

 

第 2図 荷揚場断面（①－①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場断

面を記載している。 
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第 3図 南側防波堤ケーソン堤断面（②－②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 4図 物揚岸壁断面（③－③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 5図 南側防波堤傾斜堤断面（④－④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 6図 北側防波堤ケーソン堤断面（⑤－⑤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 7図 物揚岸壁進入路断面（⑥－⑥） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 8図 南防波堤陸側断面（⑦－⑦） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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第 9図 東海港深浅図（2016 年 12月 12日測量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

施設概要について記載

している。 
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2. 防波堤の漂流物化に係る検討方針 

基準地震動ＳＳ及び基準津波により損傷した防波堤が漂流物

化した場合，取水施設である取水口及びＳＡ用海水ピット取水

塔の取水機能並びに貯留堰の海水貯留機能に波及的影響を及ぼ

すこととなる。 

このため，防波堤の基準地震動ＳＳ及び基準津波による耐性を

確認するとともに，防波堤を構成する部材の漂流物化の可能性，

取水施設への到着の有無について評価を行う。 

その結果，取水施設への到達が否定できない場合，漂流物化

した防波堤の構成部材に対して，取水施設に期待される機能へ

の影響を確認する。 

防波堤の漂流物化に伴う波及的影響検討対象施設と想定され

る損傷モードについて第 1表に，防波堤の漂流物化に係る波及

的影響検討対象施設図を第 10図に，波及的影響検討フローを第

11図に示す。 

 

第 1表 波及的影響検討対象施設と損傷モード一覧表 

 

 

第 10図 波及的影響検討対象施設図 

2. 荷揚場の漂流物化に係る検討方針 

基準地震動Ｓｓ及び基準津波により損傷した荷揚場が漂流物

化した場合，取水施設である取水口に波及的影響を及ぼすこと

となる。 

 

このため，荷揚場の基準地震動Ｓｓ及び基準津波による耐性

を確認するとともに，荷揚場を構成する部材の漂流物化の可能

性，取水施設への到着の有無について評価を行う。 

その結果，取水施設への到達が否定できない場合，漂流物化

した荷揚場の構成部材に対して，取水施設に期待される機能へ

の影響を確認する。 

荷揚場の漂流物化に伴う波及的影響検討対象施設と想定され

る損傷モードについて第 1表に，荷揚場の漂流物化に係る波及

的影響検討対象施設図を第 3図に，波及的影響検討フローを第

4図に示す。 

 

第 1表 波及的影響検討対象施設と損傷モード一覧表 

 

 

 

 

 

第 3図 波及的影響検討対象施設図 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流物化について記載

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は取水口を

波及的影響検討対象施

設としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流物化について記載

している。 
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・漂流物の衝突による損傷  

・漂流物による閉塞  

・漂流物の堆積による取水量の減少  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100m

200m

300m

400m

500m

貯留堰

物揚岸壁

取水口

ＳＡ用海水ピット取水塔

波及的影響検討対象施設 損傷モード

１．取水口
・漂流物による閉塞
・漂流物の堆積による取水量の減少

荷揚場

約75m
取水口

Ｎ
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第 11図 防波堤の漂流物化による波及的影響検討フロー 

 

 

3. 地震時評価 

(1) 解析方法 

防波堤の基礎地盤には，液状化検討対象層が分布している

ため，地震後の状態を確認する上で，二次元有効応力解析（Ｆ

ＬＩＰ Ver.7.3.0_2）を用いた地震応答解析を行う。 

1) 構造部材 

ケーソン及び上部工は，剛体として挙動するため線

形弾性体としてモデル化する。 

傾斜堤を構成する捨石，被覆石等の石材はマルチス

プリング要素でモデル化し，傾斜堤の基礎部ではない

消波ブロックは節点荷重でモデル化する。 

物揚岸壁の鋼管矢板，鋼管杭は，バイリニア型の非

線形はり要素でモデル化し，タイロッドは，引張り方

向に抵抗し，圧縮方向には抵抗しないバイリニア型の

非線形バネ要素とする。 

2) 地盤 

地盤の動的変形特性には，Hardin-Drnevich モデル

を適用したマルチスプリング要素により，割線せん断

剛性比と履歴減衰率のせん断ひずみ依存性を考慮す

る。 

 

 

 

 

第 4図 荷揚場の漂流物化による波及的影響検討フロー 

 

 

3. 地震時評価 

(1) 解析方法  

荷揚場の地盤には，液状化検討対象層が分布しているため，

地震後の状態を確認する上で，二次元有効応力解析（ＦＬＩ

Ｐ Ver.7.1.9）を用いた地震応答解析を行う。 

1) 構造部材 

荷揚場の上部工，セルラーブロック，基礎コンクリ

ートは線形平面要素でモデル化する。 

 

 

 

 

 

 

 

2) 地盤 

地盤の動的変形特性には，Hardin-Drnevich モデル

を適用したマルチスプリング要素により，割線せん断

剛性比と履歴減衰率のせん断ひずみ依存性を考慮す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流物化について記載

している。 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

解析方法について記載

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No

荷揚場の耐震・耐津波に係る評価

評価断面の選定

基準地震動Ｓｓに対する
耐性確認

基準津波に対する
耐性確認

形状保持

損傷が想定されない

荷揚場の損傷に伴う波及的影響評価

ａ．漂流物化の可能性

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成19年7月，日本港湾
協会）」「防波堤の耐津波設計ガイドライン（平成27年12月，国土
交通省港湾局）」を参考に，荷揚場について津波による安定性を検
討する。

漂流物化しない

被災事例調査

ｂ．重要施設に到達す
る可能性

到達しない

当該重要施設に対する設計外力
として考慮または対策を実施する

ｃ．取水施設の取水機
能へ影響する可能性

取水機能に影響しない

対策の実施

No

津波の流向，流速，継続時間等から，漂流物化すると評価した対
象物が，重要施設に到達するかを検討する。

Yes

Yes

Yes

取水口に到達する漂流物の堆積の状態を検討し，非常用冷却海水
系の通水性を検討する。

No

【判断基準】
漂流物が堆積した場合でも非常用冷却
海水系に必要な通水性が確保される。

波及的影響なし

Yes

No
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3) 減衰定数 

減衰特性は，数値計算の安定のための Rayleigh減衰

と，地盤の履歴減衰を考慮する。 

 

(2) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，以下の通り設定する。 

1) 荷重 

地震応答解析において考慮する荷重を以下に示す。 

ａ．常時荷重 

常時荷重として，構造物及び海水の自重を考慮する。 

物揚岸壁については，「港湾の施設の技術上の基準・

同解説（日本港湾協会，平成 19年 7月）」に準じて，

上載荷重（15kN/m2）を考慮する。 

ｂ．地震荷重 

地震荷重として，基準地震動ＳＳによる地震力を考慮

する。 

 

2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを第 2表に示す。 

 

第 2表 荷重の組合せ 

 

 

(3) 入力地震動 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義

される基準地震動ＳＳを一次元波動論によって地震応答解析

モデルの下端位置で評価した地震波を用いる。 

入力地震動算定の概念図を第 12図に示す。 

 

 

 

 

 

 

3) 減衰定数 

減衰特性は，数値計算の安定のための Rayleigh減衰

と，地盤の履歴減衰を考慮する。 

 

(2) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，以下の通り設定する。 

1) 荷重 

地震応答解析において考慮する荷重を以下に示す。 

ａ．常時荷重 

常時荷重として，構造物及び海水の自重を考慮する。 

 

 

 

ｂ．地震荷重 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓによる地震力を考

慮する。 

 

2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを第 2表に示す。 

 

第 2表 荷重の組合せ 

 

 

(3) 入力地震動 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義

される基準地震動Ｓｓを一次元波動論によって地震応答解析

モデルの下端位置で評価した地震波を用いる。 

入力地震動算定の概念図を第 5図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では上載荷

重を考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外力の状態  荷重の組合せ  

地震時（ＳＳ）  ａ＋ｂ  

 

外力の状態 荷重の組合せ

地震時（Ｓｓ） ａ＋ｂ
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第 12図 入力地震動算定の概念図 

 

(4) 解析モデル 

地震応答解析モデルを第 13図及び第 14図に示す。 

1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答

に影響しないよう，構造物と側方境界及び底面境界と

の距離が十分長くなるよう広く設定する。 

3) 境界条件 

解析領域の側面及び底面には，エネルギーの逸散効

果を評価するため，粘性境界を設ける。 

3) 構造物のモデル化 

構造物のコンクリート部材は線形平面要素，鋼部材

は非線形はり要素又は非線形バネ要素でモデル化す

る。また，傾斜堤の石材はマルチスプリング要素，消

波ブロックは節点荷重でモデル化する。 

4) 地盤のモデル化 

地盤は，地質区分に基づき，平面ひずみ要素でモデ

ル化する。 

5) ジョイント要素 

構造物と地盤の境界部にジョイント要素を設けるこ

とにより，構造物と地盤の剥離・すべりを考慮する。 

 

 

 

 

 

第 5図 入力地震動算定の概念図 

 

(4) 解析モデル 

地震応答解析モデルを第 6図に示す。 

1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答

に影響しないよう，構造物と側方境界及び底面境界と

の距離が十分長くなるよう広く設定する。 

2) 境界条件 

解析領域の側面及び底面には，エネルギーの逸散効

果を評価するため，粘性境界を設ける。 

3) 構造物のモデル化 

構造物のコンクリート部材は線形平面要素でモデル

化する。 

 

 

4) 地盤のモデル化 

地質区分に基づき，岩盤は平面ひずみ要素，地盤は

マルチスプリング要素でモデル化する。 

5) ジョイント要素 

構造物と地盤及び構造物と構造物の境界部にジョイ

ント要素を設けることにより，構造物と地盤及び構造

物と構造物の剥離・すべりを考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は解放基盤

表面が EL-10.0m にあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

解析モデルについて記

載している。 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

解析モデルについて記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

EL－10.0m

EL－215.0m EL－215.0m

EL－50m

EL＋8.5m
EL＋15.00m

L.W.L. EL－0.02m R.W.L. EL＋0.30m

EL＋8.50m

EL－50m

対象地震動Ｓｓ-D
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6) 水位条件 

海面の水位は，基準津波時の水位評価に用いた朔望

平均干潮位 L.W.L．T.P.－0.81m とする。 

 

 

第 13図 地震応答解析モデル（傾斜堤，ケーソン堤断面） 

 

 

第 14図 地震応答解析モデル（物揚岸壁断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6) 水位条件 

水位は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本

港湾協会，平成 19 年 7 月）」に基づく残留水圧を考慮

し，護岸より陸側の地下水位は残留水位 R.W.L.EL＋

0.14m とし，護岸前面は朔望平均干潮位 L.W.L．EL－

0.02mとする。 

 

 

第 6図 地震応答解析モデル（荷揚場断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

水位条件を港湾基準に

基づき設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

解析モデルについて記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Km  

 D2g-3  

 D2c-3  

 As  

 捨石   

 被覆石  

 Km  
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 海   

4.310 

T.P.(m) 
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盤 

自
由
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盤 

底面粘性境界 
地下水位：T.P. +0.61m 

▽T.P. +4.31m 
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粘
性
境
界 

300m 
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粘
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境
界 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海   

 As  

 Ac  
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 Ac  

 Km  
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 fl  

 As  
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 Ac  

 As  

 Ac  

 As  

 Ag1  

 As  

 Ag1  

 Km  
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由
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▽T.P. -0.81m 

2.610 

T.P.(m) 
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-40.0 

-60.0 
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-100.0 -100.0 

地下水位：T.P. +0.61m 
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界 

岩盤（第②速度層）

埋戻土（掘削ズリ）

岩盤（第④速度層） 岩盤（第⑤速度層） ジョイント要素

基礎コンクリート 施設護岸 Ｌ型擁壁

L.W.L.  EL－0.02m R.W.L.  EL＋0.14m
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(5) 使用材料及び材料の物性値 

1) 構造物の物性値 

使用材料を第 3表に，材料の物性値を第 4表に示す。 

 

第 3表 使用材料 

 

 

 

 

第 4表 材料の物性値 

 
 

 

2) 地盤の物性値 

解析に用いる地盤の物性値と液状化パラメータを第

5 表に示す。液状化検討対象層である du 層，Ag2 層，

As層，Ag1層及び D2g－3層について液状化強度特性を

設定する。液状化パラメータについては，液状化強度

試験結果より設定する。 

試験結果から設定した解析上の液状化強度曲線を第

15図に示す。なお，液状化強度特性が保守的に評価さ

れるように，液状化強度試験値の平均－1σ の液状化

強度特性を再現するように設定する。 

 

 

 

 

 

(5) 使用材料及び材料の物性値 

1) 構造物の物性値 

使用材料を第 3表に，材料の物性値を第 4表に示す。 

 

第 3表 使用材料 

 

 

第 4表 材料の物性値 

 

 

2) 地盤の物性値 

      解析に用いる地盤の物性値と液状化パラメータを第

5表に示す。地盤の物性値は，「島根原子力発電所２号

炉設計基準対象施設について第4 条：地震による損傷

の防止 別紙-11液状化影響の検討方針について」の検

討方針に基づき設定する。液状化の評価対象として取

り扱う埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層の有効応力解析

に用いる液状化パラメータは，液状化試験結果（繰返

し非排水せん断試験結果）に基づき，地盤のばらつき

等を考慮し，保守的に簡易設定法により設定した。設

定した液状化強度曲線を第7図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

使用材料の物性値を記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

地盤物性値について記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料  部位  諸元  

コンク

リート  

上部工  設計基準強度  24.0N/mm 2 

基礎  設計基準強度  18.0N/mm 2 

ケーソン（気中）  設計基準強度  24.0N/mm 2 

ケーソン（海中）  設計基準強度  24.0N/mm 2 

鋼材  
鋼管矢板，控え工鋼管杭  SKY490， SKK490 

タイロッド  HT690 

 

材料  部位  
単位体積重量  

（ kN/m 3）  

ヤング係数  

（ kN/mm 2）  

ポア

ソン

比  

コンク

リート  

上部工  24.0 25 0.2 

基礎  22.6 22 0.2 

ケーソン（気中）  21.8 25 0.2 

ケーソン（海中）  21.8 25 0.2 

根固方塊  22.6 22 0.2 

鋼材  
鋼管矢板，控え工鋼管杭  77.0 200 0.3 

タイロッド  －  200 －  
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第 5表（1） 地盤の物性値と液状化パラメータ 

 

 

第 5表（2） 地盤の物性値と液状化パラメータ 

 

 

第 15図 液状化強度曲線 

 

 

 

 

第 5表 地盤の物性値と液状化パラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 7図 液状化強度曲線 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

地盤物性値について記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

液状化強度曲線につい

て記載している。 

名称  記号  単位  d u  Ag2  Ac  A s  

単位体 積 質 量  ρ  t／m 3  1 . 98  2 . 01  1 . 65  1 . 74  

間隙率  n  －  0 . 43  0 . 40  0 . 61  0 . 55  

基準せん断弾 性係 数  Ｇ m a  kN／m 2  2 5 3 , 3 8 9  27 8 , 0 4 4  12 1 , 8 5 7  14 3 , 3 6 7  

基準体 積弾 性係 数  K m a  kN／m 2  4 4 3 , 4 3 1  46 3 , 4 0 7  11 1 , 7 0 2  25 0 , 8 9 2  

基準平 均有 効主 応力  σ m a’  kN／m 2  3 5 8  49 7  48 0  37 8  

拘束圧 依存 係数  m G , m K  －  0 . 50  0 . 5 0  0 . 50  0 . 50  

ポアソン比  ν  －  0 . 26  0 . 25  0 . 10  0 . 26  

内部摩 擦角  φ  °  3 7 . 3  37 . 4  29 . 1  41 . 0  

粘着力  ｃ  kN／m 2  0  0  25  0  

最大減 衰定 数  h m a x  －  0 . 22 0  0 . 23 3  0 . 20 0  0 . 21 6  

液状化パラメータ  

φ p  °  34 . 8  34 . 9  －  38 . 3  

s 1  －  0. 0 4 7  0. 0 2 8  －  0. 0 4 6  

w1  －  6. 5  56 . 5  －  6. 9  

p 1  －  1. 2 6  9. 0 0  －  1. 0 0  

p 2  －  0. 8 0  0. 6 0  －  0. 7 5  

c 1  －  2. 0 0  3. 4 0  －  2. 2 7  

 

 

名称  記号  単位  A g1  D 2c - 3  D 2 g- 3  Km  

単位体 積質 量  ρ  t／m 3  2 . 01  1 . 77  2 . 15  1 . 72－ 1 . 0 3×1 0 - 4×Z  

間隙率  n  －  0 . 40  0 . 52  0 . 30  0 . 54  

基準せん断弾 性係 数  Ｇ m a  kN／m 2  3 9 2 , 1 8 3  28 5 , 2 4 0  1 , 36 1 , 8 4 3  ρ×V s
2  

基準体 積弾 性係 数  K m a  kN／m 2  6 5 3 , 6 3 8  41 4 , 2 7 7  2 , 38 3 , 2 2 5  
2 ( 1+ν )／3 / ( 1－ 2ν )×Ｇ

m a  

基準平 均有 効主 応力  σ m a’  kN／m 2  8 1 4  69 6  11 6 7  

動的変 形試 験における有

効上載 圧 と静 ポアソン比 よ

り深 度 毎 に設定  

拘束圧 依存 係数  m G , m K  －  0 . 50  0 . 50  0 . 50  0 . 00  

ポアソン比  ν  －  0 . 25  0 . 22  0 . 26  0 . 16 + 0 . 0 00 2 5×Z  

内部摩 擦角  φ  °  3 7 . 4  35 . 6  44 . 4  23 . 2 + 0 . 0 99×Z  

粘着力  ｃ  kN／m 2  0  26  0  35 8－ 6 . 0 3×Z  

最大減 衰定 数  h m a x  －  0 . 22 1  0 . 18 6  0 . 13 0  

履 歴 減 衰 率 のせん断 ひずみ依 存

性 試 験 データを最 小 二 乗 法 誤 差

で再 現 する最 大 履 歴 減 衰 率 を設

定  

液状化パラメータ  

φ p  °  34 . 9  －  41 . 4  －  

s 1  －  0. 0 2 9  －  0. 0 3 0  －  

w1  －  51 . 6  －  45 . 2  －  

p1  －  12 . 0  －  8. 0 0  －  

p2  －  0. 6 0  －  0. 6 0  －  

c1  －  3. 3 5  －  3. 8 2  －  

Z： 標 高  
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材料種別

単位体積重量 液状化特性

液状化パラメータ

地盤

岩盤（第②速度層）

岩盤（第④速度層）

岩盤（第⑤速度層）

改良土①-2（気中）
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3) ジョイント要素 

構造物と地盤の境界部にジョイント要素を設けるこ

とを基本とし，境界部での剥離・すべりを考慮する。

ジョイント要素の特性は法線方向，接線方向に分けて

設定する。法線方向では，引張応力が生じた場合，剛

性及び応力をゼロとして剥離を考慮する。接線方向で

は，構造物と地盤の境界部のせん断抵抗力以上のせん

断応力が発生した場合，剛性をゼロとし，すべりを考

慮する。静止摩擦力τfは Mohr-Coulomb 式により規定

する。 

 

4) 荷重の入力方法 

ａ．常時荷重 

常時荷重である自重は，鉄筋コンクリートや鋼管矢

板等の単位体積重量を踏まえ，構造物の断面の大きさ

に応じて算定する。 

 

ｂ．地震荷重 

地震荷重は，解放基盤表面で定義される基準地震動

ＳＳを，一次元波動論によって地震応答解析モデルの下

端位置で評価した地震波を用いて算定する。 

 

(6) 評価結果 

現状のケーソン堤，傾斜堤，物揚岸壁に対する評価結果を

示す。 

1) ケーソン堤 

ケーソン堤は基準地震動ＳＳ後に多少傾斜し，水平残

留変位量は約 30cm，鉛直残留変位量は約 26cmである。 

したがって，基準地震動ＳＳ後，津波襲来前のケーソ

ン堤の状態としては，ほぼ当初の位置，高さを確保して

いるものと判断される。残留変位図を第 16図，過剰間隙

水圧比分布図を第 17図に示す。 

3) ジョイント要素 

構造物と地盤及び構造物と構造物の境界部にジョイ

ント要素を設けることを基本とし，境界部での剥離・

すべりを考慮する。ジョイント要素の特性は法線方向，

接線方向に分けて設定する。法線方向では，引張応力

が生じた場合，剛性及び応力をゼロとして剥離を考慮

する。接線方向では，構造物と地盤の境界部のせん断

抵抗力以上のせん断応力が発生した場合，剛性をゼロ

とし，すべりを考慮する。静止摩擦力τ f は

Mohr-Coulomb式により規定する。 

 

4) 荷重の入力方法 

ａ．常時荷重 

常時荷重である自重は，コンクリートの単位体積重

量を踏まえ，構造物の断面の大きさに応じて算定する。 

 

 

ｂ．地震荷重 

地震荷重は，解放基盤表面で定義される基準地震動

Ｓｓを，一次元波動論によって地震応答解析モデルの

下端位置で評価した地震波を用いて算定する。 

 

(6) 評価結果 

現状の荷揚場に対する評価結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

解析条件について記載

している。 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

荷重条件について記載

している。 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

評価結果について記載

している。 
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第 16図 残留変位図（ケーソン堤） 

 

 

第 17図 過剰間隙水圧比分布図 

 

2) 傾斜堤 

傾斜堤の基準地震動ＳＳによる水平残留変位量は約

43cm，鉛直残留変位量は堤外側で約 97cmである。 

したがって，基準地震動ＳＳ後，津波襲来前の傾斜堤

の状態としては，ほぼ当初の位置に存在するものの，

傾斜堤天端高さとしては約 1m 低い状態にあると判断

される。残留変位図を第 18図，過剰間隙水圧比分布図

を第 19図に示す。 

 

 

第 18図 残留変位図（傾斜堤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

評価結果について記載

している。 
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第 19図 過剰間隙水圧比分布図 

3) 物揚岸壁 

ａ．残留変位量 

前面鋼管矢板は，基準地震動ＳＳにより多少前面に変

形し，水平残留変位量は約 63cm，鉛直残留変位量は約

2cmである。 

残留変位図を第 20 図，過剰間隙水圧比分布図を第

21図に示す。 

 

 

 第 20図 残留変位図（物揚岸壁） 

 

 

第 21図 過剰間隙水圧比分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．最終変形量 

荷揚場は，基準地震動Ｓｓによりほとんど変形せず，

水平残留変位量は約 2.2cm，鉛直残留変位量は約 0.1cm

である。 

最終変形量図を第 8 図，過剰間隙水圧比分布図を第

9図に示す。 

 

 
 第 8図 最終変形量図 

 

第 9図 過剰間隙水圧比分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

最終変形量について記

載している。 
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ｂ．照査結果 

前面鋼管矢板の最大曲げモーメント分布図を第 22

図，タイロッドの軸方向伸び量時刻歴図を第 23図，控

え工鋼管杭（斜杭）の最大曲げモーメント図を第 24図，

控え工鋼管杭（斜杭）の最大曲げモーメント位置にお

ける軸力を考慮した合成照査図（Ｍ－Ｎ図）を第 25図，

控え工鋼管杭（斜杭）の最大軸力分布図を第 26図，支

持力の照査結果を第 6表に示す。 

前面鋼管矢板は，曲げに対して海底面付近で降伏モ

ーメントを超過する。また，前面鋼管矢板を支えるタ

イロッドは，降伏時の伸びを超過する。さらに，控え

工鋼管杭（斜杭）は，作用軸力が地盤の極限支持力以

下であるが，最大曲げモーメント位置における軸力を

考慮した合成照査において，降伏モーメントを超過す

る。 

 

① 前面鋼管矢板 

 

第 22図 前面鋼管矢板の最大曲げモーメント分布図 

 

② タイロッド 

 

第 23図 タイロッドの軸方向伸び量時刻歴図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

最終変形量について記

載している。 
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③ 控え工鋼管杭（斜杭） 

 

第 24図 控え工鋼管杭（斜杭）の最大曲げモーメント図 

 

(押込杭) (引抜杭) 

 

 
 第 25図 控え工鋼管杭（斜杭）のＭ－Ｎ図（最大モーメント位

置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

最終変形量について記

載している。 
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第 26図 控え工鋼管杭（斜杭）の最大軸力分布図 

 

第６表 控え工鋼管杭（斜杭）の支持力照査結果 

 
 

 

ｃ．物揚岸壁の評価結果 

基準地震動ＳＳにより，物揚岸壁の前面鋼管矢板は，

曲 げに対して全塑性モーメントに至り，降伏点を超

過する。また，タイロッド並びに，控え工鋼管杭（斜

杭）についても，降伏点を超過する。 

したがって，物揚岸壁は，基準地震動ＳＳに対して全

ての構造部材が降伏点を超過し，健全性が確保されな

いことから耐震対策を実施すると共に，漂流物化しな

い設計方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価結果 

      最終変形量の許容限界については，「港湾の施設の技

術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 19年 7月）」

に基づき，１ｍを許容限界値とする。 

      荷揚場は，基準地震動Ｓｓによる地震応答解析から

得られる最終変形量が許容限界値を超えないことを確

認した。 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

最終変形量について記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

評価結果について記載

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                 ※ 1 控え工鋼管杭間隔  

支 持 力 照 査 用軸 力 ：  

2,612(kN/m)×2.16(m)※ 1=5,642kN/本  

支 持 力 照 査 用軸 力 ：  

2,608(kN/m)×2.16(m)※ 1=5,633kN/本  

残 留 値  

最 大 値  

降 伏 軸 力  

残 留 値  

最 大 値  

降 伏 軸 力  

 

 
作用軸力  
（ kN/本）  

極限支持力 ※ 2 
（ kN/本）  

判定  

押込杭  5,642 10,267 Ｏ .Ｋ  

引抜杭  5,633 10,040 Ｏ .Ｋ  

※ 2 極限支持力の算出：道路橋示方書・同解説  Ⅳ下部構造編にて算定  
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ｄ．物揚岸壁対策の方針 

物揚岸壁においては，前面鋼管矢板，タイロッド，

並びに控え工鋼管杭の発生断面力を低減させるため

に，地盤改良，控え工の増設等による対策を検討し，

基準地震動ＳＳ後においても，物揚岸壁が健全な状態を

維持するように設計する。 

また，津波襲来時の越流による前面鋼管矢板背後地

盤の洗掘防止に対しては，表層改良等により，津波襲

来時の土砂流出等を防止する方針とする。物揚岸壁の

対策工イメージを第 27図に示す。 

 

第 27図 物揚岸壁の対策工イメージ図 

 

(7) 基準地震動ＳＳによる防波堤への影響評価のまとめ 

基準地震動ＳＳが防波堤に及ぼす影響としては，主に傾斜堤

の沈下であるが，地震後の残留変位量の評価結果から，大規

模な損傷には至らないと考えられる。したがって，基準地震

動ＳＳ後に航路への影響はないものと考えられる。また，物揚

岸壁においては，対策工を実施する方針とすることにより，

物揚岸壁の健全性を維持することから，基準地震動ＳＳによる

大型船舶の緊急離岸に関しては，影響はないものと判断され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 基準地震動Ｓｓによる荷揚場への影響評価のまとめ 

基準地震動Ｓｓが荷揚場に及ぼす影響としては，主に荷揚

場の沈下であるが，地震後の最終変形量が許容限界を満足し

ていることから，基準地震動Ｓｓによる大型船舶の緊急離岸

への影響はないものと判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

影響評価について記載

している。 
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4. 津波時評価 

(1) 評価方法 

津波に対する防波堤の安定性を評価するにあたっては，防

波堤を構成する各部材の重量や形状に対して，津波の水位や

流速，波圧データに基づき評価を行う。 

1) 傾斜堤（被覆材・ブロック類） 

傾斜堤の被覆材やブロック類の安定性検討として

は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協

会，平成 19年 7月）」に準じて，イスバッシュ式※１を

用いて評価する。この式は米国の海岸工学研究センタ

ーが潮流による洗掘を防止するための捨石質量として

示したものであり，水の流れに対する被覆材の安定質

量を求めるものである。 

※1 「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，

平成 19年 7月）」のイスバッシュ式 

 
𝑀 : 捨石等の安定質量(t) 
𝜌𝑟：捨石等の密度(𝑡／𝑚3) 
𝑈 ：捨石等の上面における水の流れの速度(𝑚／𝑠) 
𝑔 ：重力加速度(𝑚／𝑠2 ) 
𝑦 ：イスバッシュ(Isbash)の定数 

（埋込まれた石は 1.20，露出した石は 0.86） 
𝑆𝑟：捨石等の水に対する比重 
𝜃 ：水路床の軸方向の斜面の勾配（°） 

 

なお，上式に用いるイスバッシュ係数は，各検討状

態において設定するものとし，基準津波襲来時におい

ては，マウンド被覆材が露出した状態として 0.86とす

る。また，基準津波襲来後の状態においては，海底表

層の液状化による緩い状態の地盤面に落下し埋もれる

ことから，イスバッシュ係数は 1.20と設定する。 

2) ケーソン堤 

ケーソン堤については，「港湾の施設の技術上の基

準・同解説（日本港湾協会，平成 19年 7月）」の滑動，

転倒※2 に基づく安定性の評価並びにイスバッシュ式に

よる漂流物化の評価を行う。なお，津波波力は，「防波

堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省，平成 27年

12月）」の式※3を用いる。 

4. 津波時評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
𝑀𝑑 =

𝜋𝜌𝑟𝑈𝑑
6

48𝑔3 𝑦𝑑 6 𝑆𝑟 − 1 3 cos𝜃 − sin𝜃 3
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※２ 「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，

平成 19年 7月）」の滑動，転倒照査式 

 

○堤体の滑動照査式       

 
ddd HaUBdd PPPWf   

f：壁体底面と基礎との摩擦係数 

W：堤体の重量（kN／m） 

PB：浮力（kN／m） 

PU：津波の揚圧力（kN／m） 

PH：津波の水平波力（kN／m） 

γa：構造解析係数 

○堤体の転倒照査式 

ddd HaUBd PaPaPaWa 4321   

W：堤体の重量（kN／m） 

PB：浮力（kN／m） 

PU：津波の揚圧力（kN／m） 

PH：津波の水平波力（kN／m） 

a1～a4 ：各作用のアーム長（m） 

γa：構造解析係数 

※３「防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省，平成

27年 12月）」の津波波力算定式 

1

01 0.3

0.3

pp

gap

a

u

I

I











 

η* ：静水面上の波圧作用高さ（m） 

aI ：入射津波の静水面上の高さ（振幅）（m） 

ρ0g ：海水の単位体積重量(kN／m3) 

p1 ：静水面における波圧強度（kN／m2） 

pu ：直立壁前面下端における揚圧力（kN／m2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 
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(2) 傾斜堤の津波時安定性 

1) 基準津波襲来時（1波目）での限界流速 

イスバッシュ式を適用する防波堤マウンドの被覆材

等の種類とその重量及び算定した限界流速について第

7 表に示す。なお，基準津波襲来時においては，マウ

ンド被覆材が露出した状態としてイスバッシュ係数

は，0.86 とする。 

 

第 7表 被覆材等の安定性に係る限界流速（1） 

 

 

2) 基準津波襲来後（2波目以降）の限界流速 

イスバッシュ式を適用する防波堤マウンドの被覆材

等の種類とその重量及び算定した限界流速について第

8表に示す。なお，基準津波襲来後の状態においては，

海底表層の液状化による緩い状態の地盤面に落下し埋

もれることから，イスバッシュ係数は，1.20 とする。 

 

第 8表 被覆材等の安定性に係る限界流速（2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位  規格  
限界流速  

(ｲｽﾊﾞｯｼｭ式より算定 ) 

ケーソン  5,000t／基（防波堤堤頭部）  16.3m／ s 

上部工  600t／基（傾斜堤部）  12.0m／ s 

被覆ブロック  

32t 根固め方塊ブロック  7.2m／ s 

30t 被覆ブロック  5.5m／ s 

8t ガンマエル  2.5m／ s 

5t ガンマエル  2.3m／ s 

2t ガンマエル  2.0m／ s 

消波ブロック  
16t テトラポット  2.8m／ s 

25t テトラポット  3.7m／ s 

石類  

基礎割石 100kg／個以下  1.1m／ s 

基礎栗石 1000kg／個  1.9m／ s 

被覆石 500～ 1000kg／個  1.7m／ s 

グラベルマット等 100～ 500kg／個  1.3m／ s 
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3) 敷地前面海域の流速 

基準津波に対して，防波堤がある場合とない場合及

び耐震評価結果から保守的に防波堤を 1ｍ沈下させた

場合の 3つのケースで津波シミュレーションを実施し

流速を確認した。その結果，防波堤範囲における最大

流速は，防波堤がある場合の約 7.0m／sであることか

ら，基準津波襲来時（1波目）においては，30t被覆ブ

ロック以下の重量の被覆材については，安定性が確保

されずに漂流物化する。一方，基準津波襲来後（2波

目以降）においては，海底表層の液状化による緩い状

態の地盤面に落下し埋もれることから，限界流速が増

加するため，2t被覆ブロック以下の重量のマウンドの

被覆材については，安定性が確保されずに漂流物化す

るものと考える。 

敷地前面海域における最大流速分布図を第 28図～

第 30図，漂流物化の可能性があるマウンドの被覆材に

ついて第 9表及び第 31図に示す。 

 

 

第 28図 前面海域における最大流速分布図（防波堤あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位  規格  
限界流速  

(ｲｽﾊﾞｯｼｭ式より算定 ) 

ケーソン  5,000t／基（防波堤堤頭部）  22.7m／ s 

上部工  600t／基（傾斜堤部）  16.8m／ s 

被覆ブロック  

32t 根固め方塊ブロック  10.1m／ s 

30t 被覆ブロック  10.0m／ s 

8t ガンマエル  8.0m／ s 

5t ガンマエル  7.4m／ s 

2t ガンマエル  6.4m／ s 

消波ブロック  
16t テトラポット  8.9m／ s 

25t テトラポット  9.6m／ s 

石類  

基礎割石 100kg／個以下  3.6m／ s 

基礎栗石 1000kg／個  6.2m／ s 

被覆石 500～ 1000kg／個  5.5m／ s 

グラベルマット等 100～ 500kg／個  4.1m／ s 
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第 29図 前面海域における最大流速分布図（防波堤なし） 

 

 

第 30図 前面海域における最大流速分布図（防波堤 1m沈下） 

 

第 9表 漂流物化の可能性があるマウンドの被覆材 

 

 

 

第 31図 漂流物化の可能性がある範囲図 

（二次元有効応力解析断面） 

 

(3) ケーソン堤の津波時安定性 

ケーソン堤における基準津波時の津波波力を「防波堤の耐

津波設計ガイドライン（国土交通省，平成 27年 12月）」の式

※3を用いて算定し，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日

本港湾協会，平成 19 年 7 月）」※2に準じて，ケーソン堤の滑

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 
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3 .1  
敷 地 前 面 海 域 最 大 流 速 ( m / s )  

取 水 口 施 設 付 近 最 大 流 速 ( m / s )  
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5.1  敷 地 前 面 海 域 最 大 流 速 ( m / s )  

取 水 口 施 設 付 近 最 大 流 速 ( m / s )  

 

部位  規格  

被覆ブロック  2t ガンマエル（北，南側防波堤等の一部範囲）  

石類  

基礎割石 100kg／個以下  

基礎栗石 1000kg／個  

被覆石 500～ 1000kg／個  

グラベルマット等 100～ 500kg／個  

 

 

 

 

 

 

＜港内側＞ ＜構外側＞

H.W.L T.P.+0.61m
L.W.L T.P.-0.81m

捨石 消波ブロック

被覆
ブロック

被覆石

上部工

被覆
ブロック

グラベルマット

T.P.+4.61m

T.P.-8.69m

＜ 港 外 側 ＞  
＜ 港 外 側 ＞  

漂 流 物 化 の 可 能 性 が

あ る 被 覆 材  

8ｔ  8ｔ  
25ｔ  
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動，転倒照査を行った。 

ケーソン堤位置の最大津波高さは，南防波堤で T.P.＋13m

程度であり，滑動，転倒照査の結果，安定性は確保されない

結果となった。ケーソン堤照査図を第 32図に示す。 

 

 

第 32図 ケーソン堤照査図 

また，イスバッシュ式による安定性の評価は，第７表，第

８表に示す通り，限界流速が最大流速を上回ることから，ケ

ーソンは漂流物化しないものと判断される。 

 

※2：添付 18－32ページで示した式。 

※3：添付 18－33ページで示した式。 

 

(4) 防波堤漂流物の重要施設への到達の可能性評価 

1) 傾斜堤 

傾斜堤においては，基準津波襲来後（2 波目以降）

に，海底表層の液状化による緩い状態の地盤面に落下

し埋もれることから，限界流速が増加するため，2t被

覆ブロック以下の重量のマウンドの被覆材について

は，安定性が確保されずに漂流物化するものと考える。

しかし，取水施設付近での最大流速は概ね 4m／s 程度

であり限界流速を下回ることから，マウンドの被覆材

が漂流物化したとしても，これらの施設へ到達する可

能性は低いと考えられるが，保守的に漂流物化する可

能性があるものとして取り扱う。 

2) ケーソン堤 

海域の沖合に 4 函設置されているケーソン堤は，取

水施設から直線距離にして 350m～550m 程度の離隔距

離がある。ケーソン堤に関する既往の津波被災事例※4

を調査した結果，津波による強い流れによって防波堤

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の
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のマウンドが大きく洗掘・流出し，かつ津波による強

い水平力が原因でケーソン堤が転倒し,場合によって

は回転しながらの移動が推定されるとされている。ま

た，津波によるケーソン堤の移動距離は，最大 150m程

度の事例（東北地方太平洋沖地震，田老漁港，1,000t

級ケーソン）が報告されている。 

東海第二発電所のケーソン堤は，5,000t級の重量構

造物であり，取水施設まで十分な離隔距離があること

及びイスバッシュ式による評価では限界流速が最大津

波流速を上回っているため，漂流物として取水施設ま

での到達を考慮しない。第 33 図に取水設備からの離隔

距離図を示す。 

 

第 33図 取水設備からの離隔距離図 

※４ 水産総合研究センター 震災復興に向けた活動報告集１，

平成 24 年 3 月，東日本大震災による漁港施設の地震・津

波被害に関する調査報告（第１報），独立行政法人 水産総

合研究センター 

 

3) 物揚岸壁 

物揚岸壁は，耐震性を確保する対策工及び岸壁背後

地の洗掘防止対策工を実施することから，物揚岸壁構

造部材並びに背後地の土砂の漂流物化はないものと考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  入力津波が荷揚場に及ぼす影響としては，荷揚場の漂流物化

が考えられる。 

  荷揚場は，前述のとおり，基準地震動Ｓｓ後でも，ほぼ当初

の位置及び高さを確保しており，荷揚場背後地はコンクリート

舗装等の洗掘防止対策工を実施することから，荷揚場構造部材

並びに背後地の土砂の漂流物化はないものと考える。 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 
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100m

200m

300m

400m

500m

貯留堰

物揚岸壁

取水口

ＳＡ用海水ピット取水塔

ｹ ｰ ｿ ﾝ堤  

ｹ ｰ ｿ ﾝ堤  
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(5) 取水施設における取水機能の成立性 

1) 取水口 

取水口周りの概念図を第 34 図に示す。 

取水口の吞口は 8口あり，幅 42.8m，高さ 10.35m（1

口当たりの内部寸法は幅 4.1m，高さ 8.35m）である。

また，呑口下端高さは T.P.－6.04m，呑口前面海底面

高さは T.P.－6.89mであり，取水口前面（カーテンウ

ォール外側）には，天端高さ T.P.－4.9mの貯留堰を設

置する。 

仮にマウンドの被覆材が漂流物化し，取水口周りに

到達したとしても貯留堰やカーテンウォールの鋼管杭

等の存在，吞口前面海底面高さ（T.P.－6.89m）と吞口

下端高さ（T.P.－6.04m）に約 85cmの段差があること

から，漂流物が取水口前面又は固定バースクリーンへ

到達し難いことは明らかであるが，保守的にマウンド

の被覆材が漂流物化し，取水口前面に堆積した場合の

取水機能を検討する。 

マウンドの被覆材が貯留堰から固定式バースクリー

ンまで堆積したと仮定し，マウンドの被覆材（100kg

／個の捨石程度）の透水係数を 102cm／s※5として算出

される通水量は約 14m3／s※6となる。ここで，マウンド

の被覆材の石材は砂利より間隙が大きく，透水性は高

いと考えられるが，保守側に砂利相当の透水係数を用

いた。 

また，非常用ポンプ 7台の必要取水量は，1.2m3／s※7

であり，被覆材の堆積を仮定した場合の通水量が上回

ることから，取水機能が失われることはない。 

 

第 34図 取水口周りの概念図 
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【東海第二】 
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ウ ォ ー ル  

貯 留 堰  

（ 天 端 高 さ  T.P-4.9m）  

呑 口 下 端 高 さ  

 T.P-6.04m 

呑 口 前 面 海 底面 高 さ  

 T.P-6.89m 
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※5 マウンドの被覆材の透水係数： 

   「水理公式集（土木学会） P375 表 1.1」より 

 

 

 

※6 捨石の堆積箇所における通水量： 

「水理公式集（土木学会） P383 表 1.5」より 

 

 

※7 非常用ポンプ必要取水量： 

 

  必要取水量：72.05m3／min＝1.2m3／s 

 

 

2) 貯留堰 

貯留堰は，取水口の前面に設置されており，50tの

漂流物の衝突荷重を考慮した設計としている。仮に最

大重量の漂流物である 2t被覆ブロックが衝突したと

しても，損壊はしない。また，マウンドの被覆材が漂
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＝ 13.7m

3
/s  

※ 左 式 は 水 路 両 面 か ら の 流 入 量 の た め ，算 出 は

1/ 2 倍 と す る 。  

・ 捨 石 の 透 水 係 数 k＝ 1× 1 0 2 cm /s  

・ 静 水 面 ＝ L . W . L .＝ T. P .－ 0 . 8 1m  

※ 常 時 を 想 定 ， 水 位 が 低 い 方 が 保 守 側  

・ 水 路 床 高 ＝ T . P .－ 6. 8 9 m  

・ H＝ ( T . P.－ 0 . 8 1m )－ ( T .P .－ 6. 8 9 m)＝ 6 . 0 8m  

・ h＝ ( T . P.－ 5 . 6 6m )－ ( T .P .－ 6. 8 9 m)＝ 1 . 2 3m  

・ ℓ＝ 3 2 . 8m   

水 路 幅 （ ス ク リ ー ン 室 幅 4 . 1 m×8 箇 所 ）  

・ L＝ 4 2 . 33 m  

流 路 長 （ 貯 留 堰 ～ ス ク リ ー ン の 距 離 ）  

 

・集水暗きょの取水量公式  

 

 

（m3／h） （m3／min）

残留熱除去系海水系ポンプ 886 4 3,544 59.07

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ 273 2 546 9.10

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ 233 1 233 3.88

4,323 72.05

ポンプ名称 定格流量（m3／h） 運転台数（台）
取水量合計

合計
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流物化し，貯留堰を越えて貯留堰内に流入する可能性

は低いと考えられるものの，保守的に貯留堰内に到達

したものと仮定し，引き波時の貯留機能を検討する。 

被覆材が貯留堰からスクリーンまでの約 40m範囲を

埋めつくしたとしても，スクリーン内部の貯留量が約

517m3（第 36図）であり，引き波時間約 3分間の非常

用ポンプ必要取水量約 220m3（≒72.05m3／min×3min）

を確保することが出来る。 

貯留堰の有効容量平面図を第 35図に，有効容量縦断

面図を第 36図に，貯留堰前面の引き波の継続時間を第

37図に示す。 

 

第 35図 有効容量平面図 

 

 

第 36図 有効容量縦断面図 
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有 効 容 量 算 定範 囲  

1,008.6m 2 

捨石の堆積を仮定する範囲  

 

 

 

（面積×高さ）－（スロッシングによる溢水量）  

＝（ 1,008.6m 2×0.76m）－ 249m 3  ※ 8  

＝ 517m 3 

有効容量算定範囲  

高さ：0 .76m  

（T.P .－4 .9m）－（T.P .－5 .66m）  
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※8 スロッシングによる溢水量： 

「貯留堰の設置位置及び天端高さの決定の考え方」から引

用 

 

 

第 37図 引き波の継続時間 

 

3) ＳＡ用海水ピット取水塔 

ＳＡ用海水ピット取水塔の平面図を第 38図，断面図

を第 39図に示す。ＳＡ用海水ピット取水塔は，海底面

からＲＣ構造の立坑が 1m程度突出した構造であり，立

坑内には鋼製の通水管を設置している。 

当該取水塔は，50tの漂流物の衝突荷重を考慮した

設計としている。仮に最大重量の漂流物である 2t被覆

ブロックが衝突したとしても，損壊しない。 

水塔上面には，漂流物の流入防止として取水塔の側

壁上部に沿って円周上に約 60cm間隔で設置する幅約

30cm，高さ約 30cmの支柱の上部に約 30cm角の格子状

の鋼材により開口を設けた蓋を設置するため，漂流物

化した防波堤のマウンド被覆材のうち，100kg／個（形

状：立方体 1辺 約 32cm～35cm）のものに対しても，

進入を防止出来る。 

また，立坑内に設置する通水管の取水部は，ピット

底部から約 12m上方に，複数個設置し，その開口は下
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貯 留 堰 天 端 高 T . P.－ 4 . 9 m  

最 低 水 位 到 達 時 間 拡 大  

約 3 分  
貯 留 堰 天 端 高 さ T . P .－ 4 .9 m  

評 価 水 位 T . P .－ 5. 6 4 m（ T. P .－ 6 . 0m※ ）  

※ 入 力 津 波 高 さ （ 潮 位 の ば ら つ き を 考 慮 ）  
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向きとすることでピット上部の格子蓋を通過した漂流

物の直接的な侵入及び堆積物の進入を抑止している。 

更に，漂流物化するマウンド被覆材が，ＳＡ用海水

ピット取水塔周辺を覆いつくしたとして，ＳＡ用海水

ピットの取水機能を検討する。 

漂流物化したマウンドの被覆材が，ＳＡ用海水ピッ

ト取水塔を中心に円形に堆積したと仮定し，マウンド

の被覆材（100kg／個の捨石程度）の透水係数を 102cm

／s※5として算出される通水量は約 1.5m3／s※9となる。

ここで，マウンドの被覆材の石材は砂利より間隙が大

きく，透水性は高いと考えられるが，保守側に砂利相

当の透水係数を用いた。また，ＳＡ用海水ピット取水

塔の必要取水量は 0.75m3／s※10であり，マウンドの被覆

材の堆積を仮定した場合の通水量が上回ることから，

取水機能が失われることはない。ＳＡ用海水ピット取

水塔部の漂流物堆積イメージ図を第 40図に示す。 

 

※9 捨石の堆積箇所における通水量： 

「水理公式集（土木学会） P378 表 1.3」より 

・通常井戸の取水量公式 

 

※10 ＳＡ用海水ピット取水塔の必要取水量： 

2,680m3／h＝0.75m3／s 
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・ 漂 流 物 の 透水 係 数 k＝ 1×10 2cm/s ※ 捨 石 の透 水 係数  

・ 原 地 下 水 位＝ T.P.－ 0.81m 

※ 水 位 が L.W.L，漂流物が L.W.L の 高 さ まで堆積した状態を想定  

・ 水 路 床 高 ＝ T.P.－ 2.20m ※ SA 用 海 水ピ ッ ト 取 水塔 の 天 端 高 さ  

・ H＝ （ T.P.－ 0.81m） －（ T.P.－ 2.20m）＝ 1.39m 

・ h 0＝ （ T.P.－ 2.20m） －（ T.P.－ 2.20m） ＝ 0.00m 
・堆積範囲の半径 R＝ 129m 

※ マ ウ ン ド の被 覆 材 が SA 用 海 水 ピ ッ ト取 水 塔 を 中心に 円 形 に 堆 積し た 状 態 を想定  

・ 取 水 口 の 半径 r 0＝ 2.85m（ 防 護 蓋 の 支柱 の 内 側 の半径 ）  
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第 38図 ＳＡ用海水ピット取水塔の平面図 

 

 

第 39図 ＳＡ用海水ピット取水塔の断面図（案） 

 

 

第 40図 ＳＡ用海水ピット取水塔部漂流物堆積イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 
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(6) 津波による防波堤損壊の影響評価のまとめ 

基準津波が防波堤に及ぼす影響としては，防波堤のマウン

ドの被覆材の漂流物化が考えられるが，取水施設周辺の流速

が小さいことから取水施設へ到達する可能性は低いものと考

えられる。 

防波堤損壊により漂流物化したマウンドの被覆材が取水施

設に到達したとしても，各取水施設は漂流物の衝突に対して

十分な耐力を確保している。また，仮にマウンドの被覆材が

取水施設の周辺に堆積したとしても，マウンドの被覆材の透

水性能が高いことから，取水施設は取水機能を満足する。し

たがって，防波堤損壊により取水施設が取水機能を失うこと

はないものと判断する。 

漂流物による各取水施設への影響評価結果を以下に示す。 

・取水口において，堆積したマウンド被覆材の通水量約 14m3

／sが，非常用ポンプ 7台の必要取水量 1.2m3／sを上回る

ため，取水口の取水機能を満足する。 

・貯留堰において，貯留堰からスクリーンまでの範囲をマウ

ンド被覆材が埋めつくしたとしても，スクリーン内部の貯

留量約 517m3により，引き波時間約 3分間の非常用ポンプ

必要取水量約 220m3を確保しており，引き波時の取水機能

を満足する。 

・ＳＡ用海水ピット取水塔において，堆積したマウンド被覆

材の通水量約 1.5m3／sが，ＳＡ用海水ピット取水塔の必要

取水量 0.75m3／sを上回るため，ＳＡ用海水ピット取水塔

の取水機能を満足する。なお，ＳＡ用海水ピット取水塔内

に堆積する砂については，定期的な点検を実施し，必要に

応じて排砂することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 地震後の荷揚場の津波による影響評価のまとめ 

  以上のことから，荷揚場は基準地震動Ｓｓ並びに入力津波に

対する耐性を有しており，荷揚場の損傷が想定されないことか

ら，取水施設である取水口に波及的影響を及ぼす可能性は低い

ものと判断する。 

 

 

 

・対象施設の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

漂流化について記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は荷揚場の

影響評価についてまと

めを記載している。 
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  添付資料 39 

 

防波壁通路防波扉及び１号放水連絡通路防波扉の 

設計及び運用対応について 

 

１．防波壁通路防波扉，１号放水連絡通路防波扉の設計について 

 津波防護施設である防波壁通路防波扉及び１号放水連絡通路防

波扉（以下「防波扉」という。）については，耐震 Sクラスの設備

とし，人力での開閉が可能な設計とし，さらに発電機又は常用電

源により開閉が可能な設計とする。 

 防波扉の人力による閉止操作に係る時間は最大 30分程度（電動

による閉止操作に係る時間は最大 10分程度）であり，日本海東縁

部に想定される地震による津波の到達時間（約 110 分）を十分に

下回る。 

 また，開閉状態の確認のため，防波扉に対して以下により「扉

設置場所での“開”状態の認知性向上」及び「中央制御室での開

閉状態の監視」を実施し，防波扉の閉め忘れを防止する。 

 • 扉設置場所及び中央制御室に警報ブザーを設置する。 

 

２．防波扉の運用管理について 

 防波扉については，常時閉運用とし，現場に注意表示をし，各

種手順書に明記するとともに，開放後の確実な閉操作，閉止され

ていない状態が確認された場合の閉止操作を確実に実施するため

の運用管理を行う。また，開放の際には，津波注意報，津波警報

又は大津波警報発令時に速やかに閉止できる人員を確保すること

としている。 

 具体的な運用について，積雪，風等の様々な環境条件下でも確

実に閉止できることとするための配慮事項及び設備の保守・点検

の方針を以下に示す。 

 

 ・防波扉は常時閉運用とし，作業上車両通過が必要な場合等に

一時的に開放することとする。ただし，車両が連続して通過

する場合等は，速やかに閉止できる体制を維持することを条

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は防波扉の

設計及び運用対応につ

いて添付資料を作成 
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件に，連続開放を許容する。 

 ・防波扉開放時に，津波注意報，津波警報又は大津波警報が発

令された場合は，防波壁外側の人員が退避後，速やかに扉を

閉止する。敷地近傍の震源による津波が発生した場合は，人

員の安全を優先し，可能な範囲で扉の閉止操作を行う（海域

活断層から想定される地震による津波は，敷地への遡上はな

い）。 

 ・防波壁通路防波扉については，外側に人員が出入りする昇降

設備（梯子など）を設置し，車両が通過する等の扉開放が必

要な場合以外は，扉を開放しない運用とする。また，防波壁

の内側と外側の両方から開閉操作ができるよう設計する。 

 ・雪や風等に関する警報が発出されている場合には原則開操作

を行わないこととするなど，閉止が困難となる可能性がある

場合に開操作を行わない運用を定めることとする。 

 ・日本海東縁部に想定される地震による津波の到達までに，手

動ウインチを用いた操作により確実に閉止可能な運用とす

る。また，より水密性を確保するため，ロックを設ける。 

 ・設備の保守点検については，各部位の要求性能等を踏まえ，

点検項目や点検方法等を定めて実施するものとする。また，

確実に開閉可能であることを維持するため，動作を確認する

点検を実施する。 

 ・交換が必要な部品が発生した場合には，作業中に防波扉が連

続して開放状態にならないような配慮として，代替品を準備

するなどの対応を行う。 

 

３．防波扉の開放作業について 

 防波扉は常時閉運用であるが，作業上車両通過が必要な場合等

に一時的に開放を許容する運用とする。防波扉の開放を伴う作業

は，以下のとおりである。 

  

 ・荷揚場作業実施時：使用済燃料輸送作業（車両が連続して通過

する作業） 

           LLW搬出作業（車両が連続して通過する作

業） 

           デリッククレーン点検作業 

          防舷材設置作業 等 
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 ・重大事故等時  ：海上モニタリング 

           放射能測定装置による水中の放射性物質

の濃度測定 

シルトフェンスによる海洋への放射性物

質の拡散抑制 

海を水源とした送水及び補給 等 

 ・その他     ：発電所長が認めたもの 
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